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１－１　組織及び事務概要

（1）証券監視委設置の経緯

平成３年夏の一連のいわゆる証券不祥事を契機に、証券行政のあり方、特に証券会社及び証券

市場に対する検査・監視体制のあり方について、種々の議論が行われた。

こうした状況を踏まえ、同年７月、内閣総理大臣から臨時行政改革推進審議会（以下「行革審」

という。）に対して、証券市場の監視・適正化のための是正策について諮問がされ、審議の結果、

同年９月に「証券・金融の不公正取引の基本的是正策に関する答申」が取りまとめられた。この

答申においては、「自由、公正で透明、健全な証券市場の実現」を基本的目標として、証券行政

に係る提言等と併せ、新たな検査・監視機関として、大蔵省に行政部門から独立した国家行政組

織法第８条に基づく委員会を設置すべきであるとの提言が盛り込まれた。

大蔵省においては、行革審答申を踏まえつつ、更に各方面の意見も聴取するなど、広範な視点

から証券取引等における検査・監視体制のあり方について検討を重ねた末、平成４年２月、証券

監視委の設置を柱とする「証券取引等の公正を確保するための証券取引法等の一部を改正する法

律」案を取りまとめた。

同法案は、第123回通常国会に提出され、衆・参両議院での審議を経て同年５月29日に成立し、

同年６月５日に法律第73号として公布、同年７月20日に施行され、同日、証券監視委が発足した。

（2）金融庁（金融監督庁・金融再生委員会）への移管

民間金融機関等に対する検査・監督機能と金融制度等の企画・立案機能とを分離し、透明かつ

公正な金融行政への転換を図るため、平成10年６月22日、総理府の外局として金融監督庁が設置

されたが、同時に、証券監視委の果たす中立的・客観的な役割が引き続き重要であるとの観点か

ら、証券監視委は、従前の体制のまま金融監督庁に移管された。

さらに、同年12月15日には、我が国の金融機能の安定及びその再生を図り、金融システムに対

する内外の信頼を回復し、金融機能の早期健全化を図ることを主たる任務として、金融再生委員

会が発足したが、これに伴い、金融監督庁及び証券監視委は金融再生委員会に移管された。

その後、平成12年７月１日には、大蔵省金融企画局が担ってきた金融制度の企画・立案に関す

る事務が金融監督庁に移管されて、新たに金融庁が発足し、証券監視委は、従前の体制のまま金

融庁に移管された。

なお、平成13年１月６日には、中央省庁改革に際して、金融再生委員会が廃止され、証券監視

委は、内閣府の外局として設置された金融庁に移管され、現在に至っている。

（3）事務概要

q 監視のための５つの事務

証券監視委が行う監視事務は、市場分析審査、証券検査、課徴金調査、開示検査及び犯則事

件の調査の５つに分かれる。

イ　市場分析審査

証取法等によって内閣総理大臣及び金融庁長官から委任された権限に基づいて、証券会社、

登録金融機関、証券業協会、証券取引所及び金融先物取引業者等に対して有価証券の売買取

引等に関する報告を求め、又は資料を徴取し、取引の内容を審査することにより、日常的な

市場監視を行う。

１　証券監視委の組織・事務概要
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ロ　証券検査

証取法等によって内閣総理大臣及び金融庁長官から委任された権限に基づいて、証券会社

等に対して検査を行う。

また、本人確認法によって内閣総理大臣及び金融庁長官から委任された権限に基づいて、

証券会社等による顧客等に係る本人確認及び取引記録の保存義務等の遵守状況の検査を行

う。

ハ　課徴金調査

証取法によって内閣総理大臣及び金融庁長官から委任された権限に基づいて、風説の流

布・偽計、相場操縦、内部者取引などの不公正取引及び重要な事項につき虚偽記載のある有

価証券報告書等の提出に係る課徴金調査を行う。

ニ　開示検査

証取法によって内閣総理大臣及び金融庁長官から委任された権限に基づいて、開示の適正

性を確保するため、有価証券届出書の届出者、発行登録書の提出者、有価証券報告書の提出

者、公開買付者、大量保有報告書の提出者等に対して検査を行う。

ホ　犯則事件の調査

証取法、外証法、金先法又は本人確認法に基づき、犯則事件を調査するため必要があると

きは、質問、検査、領置等の任意調査を行うほか、裁判官の発する許可状による臨検、捜索

及び差押えといった強制調査を行うことができる。

証取法等においては、犯則事件の範囲は、具体的には、取引の公正を害するものとして関

係する政令において定められており、主なものとしては、重要な事項につき虚偽記載のある

有価証券届出書・有価証券報告書等の提出、損失保証・損失補てん、相場操縦、内部者取引

などがある。

また、本人確認法では、証券会社等が本人確認を行う場合における顧客等による氏名・住

所等の隠ぺい行為が犯則事件とされている。

w 勧告

証券監視委は、証券検査、課徴金調査、開示検査又は犯則事件の調査を行った場合において、

必要があると認めるときは、その結果に基づき、証券取引等の公正を確保するため、又は投資

者の保護その他の公益を確保するため、開示書類の訂正報告書等の提出命令や課徴金納付命令

の発出、その他必要な行政処分等を行うよう、内閣総理大臣及び金融庁長官に勧告することが

できる。

また、証券監視委は、内閣総理大臣及び金融庁長官に対し、勧告に基づいて執った措置につ

いて報告を求めることができる。

e 建議

証券監視委は、証券検査、課徴金調査、開示検査又は犯則事件の調査の結果に基づき、必要

があると認めるときは、証券取引等の公正を確保するため、又は投資者の保護その他の公益を

確保するために必要と認められる施策について、内閣総理大臣、金融庁長官又は財務大臣に建

議することができる。

r 告発

証券監視委は、犯則事件の調査により犯則の心証を得たときは、検察官に告発を行う。

t 事務の処理状況の公表

証券監視委は、毎年、その事務の処理状況の公表を行う。
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委 員 長 ・ 委 員 の 任 命  
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１－２　証券取引等の監視体制の概念図

（注１）勧告については内閣総理大臣及び金融庁長官に対して、建議については内閣総理大臣、

金融庁長官又は財務大臣に対して行うことができる（設置法第20条、第21条）。

（注２）平成18年７月に総務検査課、特別調査課の２課体制から５課体制に再編。
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委員長・委員の任命 

証券取引等監視委員会 

財 務 局 長 等 

犯則事件の調査 課徴金調査 

犯則事件の調査 

勧 告 ・ 建 議 

内 閣 総 理 大 臣 

委 任 

金 融 庁 長 官 

指揮監督 

委 任 

委 任（指揮監督） 

開示検査 

証券会社等の検査 

取引の公正 
の確保に係 
る検査 

財務の健全 
性等にかか 
る検査 

課徴金調査 

開示検査 

証券会社等の検査 

取引の公正 
の確保に係 
る検査 

財務の健全 
性等に係る 
検査 

課徴金調査 

開示検査 

証券会社等の検査 

取引の公正 
の確保に係 
る検査 

財務の健全 
性等に係る 
検査 

１－４　証券監視委と内閣総理大臣、金融庁長官及び財務局長等の関係の概念図

（注１）証券監視委が財務局長等に委任した権限については、証券監視委が財務局長等を指揮

監督する（証取法第194条の６第７項等）。

（注２）犯則事件の調査については、証券監視委が財務局長等を指揮監督し、必要があるとき

は財務局等職員を直接指揮監督することができる（証取法第224条第４項、第５項等）。
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予 算 定 員 
年 度 

証券監視委 財務局等 合 計 

４ 年 度 ８４人 １１８人 ２０２人 

５ 年 度 ８４人 １１８人 ２０２人 

６ 年 度 ８６人 １１８人 ２０４人 

７ 年 度 ８８人 １１８人 ２０６人 

８ 年 度 ８９人 １１８人 ２０７人 

９ 年 度 ９１人 １１８人 ２０９人 

1 0 年 度 ９８人 １２６人 ２２４人 

1 1 年 度 １０６人 １３２人 ２３８人 

1 2 年 度 １１２人 １３８人 ２５０人 

1 3 年 度 １２２人 １４３人 ２６５人 

1 4 年 度 １８２人 １８２人 ３６４人 

1 5 年 度 ２１７人 １９９人 ４１６人 

1 6 年 度 ２３７人 ２０４人 ４４１人 

1 7 年 度 ３０７人 ２４５人 ５５２人 

1 8 年 度 ３１８人 ２４６人 ５６４人 

1 9 年 度 ３４１人 ２６８人 ６０９人 

１－５　証券監視委及び財務局等監視官部門の定員の推移
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委 員 長 委 員 

（２人） 

事 務 局 総 　　   務 　 　  課 

局 長 
次 長　２人 
国際・情報総括官 

総　括　調　整　官 

市　場　分　析　審　査　課 

取　引　審　査　調　整　官 

情　報　処　理　調　整　官 

主 任 証 券 取 引 審 査 官 

証　券　取　引　審　査　官 

インターネット審査官  

国　際　専　門 　審 　査 　官 

証　券　検　査　課  

証　券　検　査　監　理　官 

統　　括　　検　　査　　官 

特　　別　　検　　査　　官 

専　　門　　検　　査　　官 

証　　券　　検　　査　　官 

課 徴 金 ・ 開 示 検 査 課 

証　券　調　査　指　導　官 

統　　括　　調　　査　　官 

主　任　証　券　調　査　官 

証　　券　　調　　査　　官 

特　　別　　調　　査　　課 

特　別　調　査　調　整　官 

特　別　調　査　指　導　官 

特　別　調　査　管　理　官 

統　括　特　別　調　査　官 

主 任 証 券 取 引 特 別 調 査 官 

証 券 取 引 特 別 調 査 官 

情　報　技　術　専　門　官 

国　際　専　門　調　査　官 

証 

券 

監 

視 

委 

１－６　機構図

１　証券監視委の機構図

（注）平成18年７月に５課体制に再編
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財
務
局
長 

証 券 取 引 等 監 視 官 

証券取引等副監視官 

証 券 検 査 指 導 官 

統 括 証 券 検 査 官 

上 席 証 券 検 査 官 

証 券 検 査 官 

統括証券取引審査官 

上席証券取引審査官 

証 券 取 引 審 査 官 

統 括 証 券 調 査 官 

上 席 証 券 調 査 官 

証 券 調 査 官 

統括証券取引特別調査官 

上席証券取引特別調査官 

証 券 取 引 特 別 調 査 官 

２　財務局の機構図（関東財務局）
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〔設置法〕 

条 項 規 定 の 概 要 

 第４条 

 第６条 

 第８条 

 第９条 

 第10条 

 第11条 

 第12条 

 第13条 

 第14条 

 第15条 

 第16条 

 第17条 

 第18条 

 第19条 

 第20条 

 第21条 

 第22条 

 金融庁の所掌事務 

 証券監視委の設置 

 証券監視委の所掌事務 

 委員長及び委員の職権の行使 

 証券監視委の組織 

 委員長 

 委員長及び委員の任命 

 委員長及び委員の任期 

 委員長及び委員の身分保障 

 委員長及び委員の罷免 

 委員長及び委員の服務等 

 委員長及び委員の給与 

 会議 

 事務局 

 勧告 

 建議 

 事務の処理状況の公表 

１－７　組織・事務に係る法令の概要

１　証券監視委の組織、権限等

証券監視委の組織、権限等は、設置法の以下の条項により規定されている。
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〔証取法〕 

検査又は報告・資料 
の徴取の権限規定 

証券監視委への 
権限委任規定 

検査又は報告・資料の徴取の対象 

第59条第１項、第 

２項、第３項 

 

 

 

 

 

 

 

第65条の２第10 

項 

 

第66条の20 

 

第79条の14  

 

 

第79条の77 

第103条の３ 

第194条の６第２項第 

１号、第３項 

 

 

 

 

 

 

 

第194条の６第２項第 

２号、第３項 

 

第194条の６第２項第 

３号、第３項 

第194条の６第２項第 

４号、第３項 

 

第194条の６第３項 

第194条の６第３項 

証券会社、証券会社と取引をす 

る者、子特定法人（証券会社が 

その総株主の議決権の過半数を 

保有する銀行等）、証券会社を 

子会社とする持株会社、証券会 

社の主要株主、証券会社を子会 

社とする持株会社の主要株主、 

証券会社の親銀行等、証券会社 

の子銀行等 

登録金融機関、登録金融機関と 

取引をする者、登録金融機関を 

子会社とする持株会社 

証券仲介業者、証券仲介業者と 

取引する者 

証券業協会、店頭売買有価証券 

の発行者、取扱有価証券の発行 

者 

投資者保護基金 

対象議決権保有届出書の提出者 

（株式会社証券取引所の総株主 

２　権限及び範囲に係る規定

（1）証券検査の検査又は報告・資料の徴取の権限

証券監視委は、証券会社等に対する検査又は報告・資料の徴取権限を内閣総理大臣及び金融庁

長官から委任されている。

具体的な権限の規定は、以下のとおりである。
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第106条の６ 

第106条の16 

 

 

 

第106条の20 

第106条の27 

 

第151条 

 

第155条の９ 

 

第156条の15 

第156条の34

 

 

第194条の６第３項 

第194条の６第３項 

 

 

 

第194条の６第３項 

第194条の６第３項 

 

第194条の６第２項第 

５号、第３項 

第194条の６第２項第 

６号、第３項 

第194条の６第３項 

第194条の６第３項 

の議決権の百分の五を超える対 

象議決権の保有者） 

株式会社証券取引所の主要株主 

対象議決権保有届出書の提出者 

（証券取引所持株会社の総株主 

の議決権の百分の五を超える対 

象議決権の保有者） 

証券取引所持株会社の主要株主 

証券取引所持株会社、証券取引 

所持株会社の子会社 

証券取引所、証券取引所の子会 

社、上場有価証券の発行者 

外国証券取引所、外国証券取引 

所参加者 

証券取引清算機関 

証券金融会社 

〔外証法〕 

検査又は報告・資料 
の徴取の権限規定 

証券監視委への 
権限委任規定 

検査又は報告・資料の徴取の対象 

第31条第１項、第 

２項、第３項 

第42条第２項、第３項 外国証券会社、外国証券会社の 

支店と取引を行う者、特定法人 

等（外国証券会社と密接な関係 

を有する法人等）、特定金融機 

関、許可外国証券業者、許可外 

国証券業者と取引を行う者 

検査又は報告・資料 
の徴取の権限規定 

証券監視委への 
権限委任規定 

検査又は報告・資料の徴取の対象 
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〔金先法〕 

検査又は報告・資料 
の徴取の権限規定 

証券監視委への 
権限委任規定 

検査又は報告・資料の徴取の対象 

第34条の20の３ 

第１項 

 

 

第34条の30第１ 

項 

第34条の39第１ 

項 

 

 

第34条の42第１ 

項 

第34条の48第１ 

項 

第52条第１項 

 

 

第55条の10第１ 

項 

第85条第１項、第 

２項、第３項 

 

 

 

第113条第１項 

第145条第３項 

 

 

 

第145条第３項 

 

第145条第３項 

 

 

 

第145条第３項 

 

第145条第３項 

 

第145条第２項第１号、 

第３項 

 

第145条第２項第２号、 

第３項 

第145条第２項第３号、 

第３項 

 

 

 

第145条第２項第４号、 

第３項 

対象議決権保有届出書の提出者 

（株式会社金融先物取引所の総 

株主の議決権の百分の五を超え 

る対象議決権の保有者） 

株式会社金融先物取引所の主要 

株主 

対象議決権保有届出書の提出者 

（金融先物取引所持株会社の総 

株主の議決権の百分の五を超え 

る対象議決権の保有者） 

金融先物取引所持株会社の主要 

株主 

金融先物取引所持株会社、金融 

先物取引所持株会社の子会社 

金融先物取引所、金融先物取引 

所の子会社、金融先物取引所の 

会員等 

外国金融先物取引所、外国金融 

先物取引所参加者 

金融先物取引業者、金融先物取 

引業者の主要株主、金融先物取 

引業者を子法人とする持株会社 

の主要株主、金融先物取引業者 

と取引する者 

金融先物取引業協会 
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第131条第１項 第145条第３項 金融先物清算機関 

〔投信法〕 

検査又は報告・資料 
の徴取の権限規定 

証券監視委への 
権限委任規定 

検査又は報告・資料の徴取の対象 

検査又は報告・資料 
の徴取の権限規定 

証券監視委への 
権限委任規定 

検査又は報告・資料の徴取の対象 

第39条第１項、第 

２項 

 

 

 

 

 

第55条第１項 

 

第213条第１項、 

第２項、第３項、 

第４項、第５項 

第225条第２項第１号、 

第３項 

 

 

 

 

 

第225条第２項第２号、 

第３項 

第225条第２項第３号、 

第３項 

投資信託委託業者等、受託会社 

等、受託会社等と当該受託会社 

等に係る投資信託に係る業務に 

関して取引する者、投資信託委 

託業者の主要株主、投資信託委 

託業者を子会社とする持株会社 

の主要株主 

投資信託協会 

 

設立中の投資法人の設立企画人 

等、投資法人、投資法人の資産 

保管会社等、投資法人の執行役 

員等、投資法人又は当該投資法 

人の資産保管会社等と当該投資 

法人に係る業務に関して取引を 

する者 

〔投資顧問業法〕 

第36条第１項、第 

２項 

第51条の２第２項、第 

３項 

投資顧問業者、投資顧問業者と 

取引をする者、認可投資顧問者 

の主要株主、認可投資顧問業業 

検査又は報告・資料 
の徴取の権限規定 

証券監視委への 
権限委任規定 

検査又は報告・資料の徴取の対象 
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第46条第１項 

第48条第４項 

 

 

第51条の２第３項 

第51条の２第３項 

者を子会社とする持株会社の主 

要株主 

証券投資顧問業協会 

全国証券投資顧問業協会連合会 

〔ＳＰＣ法〕 

検査又は報告・資料 
の徴取の権限規定 

証券監視委への 
権限委任規定 

検査又は報告・資料の徴取の対象 

検査又は報告・資料 
の徴取の権限規定 

証券監視委への 
権限委任規定 

検査又は報告・資料の徴取の対象 

検査又は報告・資料 
の徴取の権限規定 

証券監視委への 
権限委任規定 

検査又は報告・資料の徴取の対象 

第209条において 

準用する第217 

条第１項 

第217条第１項 

第286条第１項に 

おいて準用する 

第209条（第217 

条第１項） 

第290条第２項第１号、 

第３項 

 

第290条第３項 

第290条第２項第２号、 

第３項 

資産対応証券の募集等の取扱い 

を行う特定譲渡人 

 

特定目的会社 

特定目的信託の原委託者 

〔保振法〕 

第８条第１項 第41条の２第２項 保管振替機関 

〔社振法〕 

第20条第１項 第136条第２項 振替機関 

検査又は報告・資料 
の徴取の権限規定 

証券監視委への 
権限委任規定 

検査又は報告・資料の徴取の対象 
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〔社登法〕 

検査又は報告・資料 
の徴取の権限規定 

証券監視委への 
権限委任規定 

検査又は報告・資料の徴取の対象 

検査又は報告・資料 
の徴取の権限規定 

証券監視委への 
権限委任規定 

検査又は報告・資料の徴取の対象 

第10条 第９条第３項 登録機関 

〔本人確認法〕 

第７条、第８条第 

１項 

第13条第４項第１号、同 

項第２号、第５項 

証券会社、外国証券会社、投資 

信託委託業者、金融先物取引業 

者、登録金融機関、証券金融会 

社、保管振替機関、保管振替機 

関の参加者、振替機関、口座管 

理機関 
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根 拠 規 定 犯 則 事 件 の 調 査 の 権 限 

証取法第210条 

外証法第53条 

金先法第170条 

本人確認法第18条 

犯則嫌疑者等に対する質問、犯則嫌疑者等が所持し又は置き去った物件 

の検査、犯則嫌疑者等が任意に提出し又は置き去った物件の領置等の任 

意調査権限 

証取法第211条、 

第211条の２ 

外証法第53条 

金先法第171条 

本人確認法第18条 

裁判官の発する許可状により行う臨検、捜索及び差押えの強制調査権限 

〔証取法〕 

条   項 行為者 規  定  の  概  要 

 

第５条、第24条 

等 

第23条の３等 

 

第27条の３等 

 

第27条の23等 

 

第29条の２ 

 

発 行 者 

 

発行登録者 

 

公開買付者 

 

大量保有者 

 

証券会社等 

 

有価証券届出書、有価証券報告書等の提出義務等 

 

発行登録書等の提出義務等 

 

公開買付届出書等の提出義務等 

 

大量保有報告書等の提出義務等 

 

証券会社に対する認可の条件 

（2）犯則事件の調査の権限、範囲

q 犯則事件の調査の権限

犯則事件の調査は、内閣総理大臣及び金融庁長官から委任を受けた権限に基づいて行う証券会

社等に対する検査及び報告・資料の徴取とは異なり、監視委員会職員の固有の権限として規定さ

れており、また、権限行使の対象も証券会社等に限定されず、広く投資者を含め証券取引等に関

与するすべての者に対し行使することができる。

具体的な権限は、以下のとおりである。

w 犯則事件の範囲

犯則事件の範囲は、取引の公正を害するものとして政令（証取法施行令第45条、外証法施行令

第23条、金先法施行令第33条）及び本人確認法第18条において定められており、個別的に掲げる

と以下のとおりである。
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条   項 行為者 規  定  の  概  要 
 

第40条 

 

第41条 

 

第42条の２ 

 

第157条 

 

第158条 

 

第159条 

 

第161条第１項 

 

 

第163条、第164条 

 

第165条 

 

 

第166条 

 

第167条 

 

 

第168条 

 

第169条 

 

第170条 

 

第171条 

 

 

証券会社等 

 

証券会社等 

 

証券会社等 

 

何人も  

 

何人も 

 

何人も 

 

取引所会員等 

 

 

会社役員等 

 

会社役員等 

 

 

会社関係者等 

 

公開買付者等 

関係者等 

 

何人も 

 

何人も 

 

何人も 

 

有価証券の不 

特定多数者向 

け勧誘等をす 

る者等 

 

先物取引等の概要等を記載した書面の顧客への事前交付義務 

 

取引報告書の作成、顧客への交付義務 

 

損失保証・損失補てん等の禁止 

 

不正の手段・計画等の禁止、虚偽表示による財産取得の禁止等 

 

相場変動の目的等の風説の流布、偽計、暴行等の禁止  

 

相場操縦的行為の禁止 

 

証券会社等の自己計算取引及び過当な数量の売買取引等の制 

限 

 

役員・主要株主の特定有価証券等の売買報告書の提出義務等 

 

役員・主要株主による特定有価証券の一定額を超える売付けの 

禁止等 

 

会社関係者等による内部者取引の禁止 

 

公開買付者等関係者等による内部者取引の禁止 

 

 

虚偽の相場の公示、虚偽文書の頒布等の禁止 

 

対価を受けた証券記事等の制限 

 

募集又は売出しに際しての有利買付け等の表示の禁止 

 

不特定多数向け勧誘等に際しての一定の額の配当等の表示の 

禁止 
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〔外証法〕 

条   項 行為者 規  定  の  概  要 

 

第７条第３項 

 

 

 

第14条 

 

外国証券会社 

 

外国証券会社 

 

外国証券会社 

 

外国証券会社 

等 

 

証券会社に対する認可の条件 

 

先物取引等の概要等を記載した書面の顧客への事前交付義務 

 

取引報告書の交付義務 

 

損失保証・損失補てん等の禁止 

〔金先法〕 

条   項 行為者 規  定  の  概  要 

 

第44条 

 

第45条 

 

第47条 

 

第55条の３第１項 

 

 

第69条 

 

第70条第１項 

 

第71条第１項 

 

第72条第１項 

 

第138条 

 

第139条 

 

何人も 

 

取引所会員 

 

金先業者 

 

海外金先市 

場開設者 

 

金先業者 

 

金先業者 

 

金先業者 

 

金先業者 

 

何人も 

 

何人も 

 

相場操縦的行為の禁止 

 

過当な件数の取引等の制限 

 

呑行為の禁止 

 

認可の条件 

 

 

広告の規制 

 

受託契約の概要等を記載した書面の顧客への事前交付義務 

 

成立した取引に係る書面の委託者への交付義務 

 

受託証拠金等の受領に係る書面の委託者への交付義務 

 

受託等のための不正行為の禁止 

 

虚偽の相場の公示の禁止 

〔本人確認法〕 

条   項 行為者 規  定  の  概  要 

 

第３条第４項 

 

顧客等 

代表者等 

 

本人特定事項の虚偽申告の禁止 
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〔証取法〕 

質問・報告等の徴取、 
検査の権限規定 

証券監視委への 
権限委任規定 質問・報告等の徴取及び検査の対象 

第26条 

 

 

 

 

第177条 

第194条の６第３項 

 

 

 

 

第194条の６第２項 

第７号 

有価証券届出書の届出者、発行登録書の提出者、有 

価証券報告書の提出者、自己株券買付状況報告書の 

提出者、親会社等状況報告書の提出者、有価証券の 

引受人、その他の関係者、参考人 

 

事件関係人、参考人、事件関係人の営業所、その他 

必要な場所 

（注）報告又は資料の提出を命ずる権限は、金融庁長官が自ら行うことを妨げない。 

〔証取法〕 

条  項 規 定 の 概 要 

第172条 
 
 
第172条の２ 
 
第173条 
 
第174条 
 
第175条 

虚偽の有価証券届出書（募集・売出しの発行開示）等の提出により有価証 
券を取得させ、売り付けた者等 
 
虚偽の有価証券報告書等を提出した者 
 
風説の流布又は偽計により相場を変動させた者 
 
相場操縦により相場変動させる上場有価証券売買等をした者 
 
内部者取引をした者 

（3）課徴金調査の権限、範囲

q 課徴金調査の権限

証券監視委は、課徴金に係る事件について必要な調査をするため、事件関係人等に対する質問

又は報告等の聴取及び検査の権限を内閣総理大臣及び金融庁長官から委任されている。

具体的な権限の規定は、以下のとおりである。

w 課徴金調査の範囲

上記質問・報告等の徴取及び検査の権限の範囲は、証取法において定められており、個別的に

掲げると以下のとおりである。
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〔証取法〕 

報告・資料の徴取、  
 

検査の権限規定  

証券監視委への  
 

権限委任規定  

 
報告・資料の徴取及び検査の対象  

 

第26条 

 

 

 

 

第27条の22第１項 

 

 

第27条の22第２項 

 

第27条の22の２第２ 

項において準用する 

第27条の22第１項 

 

第27条の30第１項 

 

 

第27条の30第２項 

 

 

第193条の２第４項 

第194条の６第３項 

 

 

 

 

以下同上 

有価証券届出書の届出者、発行登録書の提出者、有 

価証券報告書の提出者、自己株券買付状況報告書の 

提出者、親会社等状況報告書の提出者、有価証券の 

引受人、その他の関係者、参考人 

 

公開買付者、その特別関係者、その他の関係者、参 

考人 

 

意見表明報告書の提出者、その関係者、参考人 

 

公開買付者、その他の関係者、参考人 

 

 

 

大量保有報告書の提出者、その提出者の共同保有者、 

その他の関係者、参考人 

 

大量保有報告書に係る株券等の発行者である会社、 

参考人（注１）  

 

監査証明を行った公認会計士又は監査法人（注１） 

（4）開示検査の権限

開示検査の権限については、ディスクロージャー制度の信頼性確保に向けた有価証券報告書等の

審査体制の強化策として、平成17年７月より、有価証券届出書等の開示書類提出者に対する報告等

の徴取又は検査を行う権限が、内閣総理大臣及び金融庁長官から証券監視委に委任されている。

具体的な権限の規定は、以下のとおりである。

（注１）報告・資料の徴取に係る権限のみ。

（注２）以下の権限については証券監視委に委任されていない。

・有価証券届出書等の効力発生前における届出者等に対する報告徴取及び検査権限（証取法

施行令第38条の２第１項第１号及び第２号）

・公開買付期間中における公開買付者等及び意見表明報告書の提出者等に対する報告徴取及

び検査権限（証取法施行令第38条の２第１項第３号）

（注３）上記の報告徴取権限及び公益又は投資者保護のため緊急の必要があると認められる場

合における検査権限は、金融庁長官が自ら行うことを妨げないこととなっており（証取

法施行令第38条の２第１項ただし書）、これらの権限及び（注２）に掲げる権限について

は、金融庁長官から財務局長等に委任されている。
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１－８　証券監視委と自主規制機関との関係の概念図



２－１　証券監視委の活動状況

31 5 7 10 10 11 11 13 98

154 34 26 30 26 17 39 43 369

154 34 26 30 26 17 29 28 344

― ― ― ― ― ― 9 14 23

― ― ― ― ― ― 1 1 2

4 ― ― 2 1 ― 5 3 15

内544 内73 内72 内81 内92 内83 内73 内68 内1,086

670 96 96 118 124 113 98 87 1,402
内544 内73 内72 内81 内92 内83 内73 内68 内1,086

　国内証券会社 612 82 82 98 107 96 88 78 1,243

　外国証券会社 58 14 14 20 17 17 10 9 159

内45 内1 内5 内11 内10 内20 内23 内26 内141

52 3 7 13 13 27 28 27 170

内― 内― 内― 内― 内0 内0 内1 内1 内2

― ― ― ― 0 0 1 1 2

内1 内0 内0 内0 内1 内0 内13 内12 内27

1 0 0 0 1 0 13 12 27

内― 内― 内― 内― 内― 内― 内25 内27 内52

― ― ― ― ― ― 41 58 99

1 ― 2 ― 2 ― 2 6 13

0 0 0 0 0 0 0 1 1

489 62 57 78 67 67 93 142 1,055

内756 内121 内122 内255 内305 内307 内320 内408 内2594

1,797 265 392 684 687 674 875 1,039 6,413

その他

18

　取引審査　　（件）

（注）
１．事務年度とは７月から翌年６月までをいう。
２．証券検査の計数は、着手ベースの実施件数である。
３．内書きの数字は、財務局に係るものである。
４．上記の証券会社に対する検査のほか、財務局等において委員会担当証券会社の支店単独検査を実施している。
５．投信・投資顧問業者等とは、投信・投資顧問業者及び投資法人をいう。

金融先物取引業者（社）

投信・投資顧問業者等
                  （業者等）

問題点が認められた会社
　　　　　　　　　　　　（社等）

自主規制機関
                   （機関）

154～11 12

証券会社等に対する処分
に係る勧告

　　　　　　　　　　事務年度
　区　　　　分

　

登録金融機関   （機関）

２　証券監視委の活動実績等

14

総　　括　　表

建　　　　　　　　議　　（件）

合　　計16

課徴金納付命令に関する
勧告

-122-

1713

証
券
検
査

訂正報告書等の提出命令に
関する勧告

証券仲介業者　（業者）

犯則事件の告発　　　（件）

勧　　　　　　　　告　　（件）

証券会社　　　（社）
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区分 4～13事務年度 14事務年度 15事務年度 16事務年度 17事務年度 18事務年度 合計 

告発 

件数 
43 10 10 11 11 13 98

告発 

人数 
172 22 28 18 32 31 303

事件 告発年月日 関係条文 事  件  の  概  要 判     決 

1 5.5.21 証取法 第  125条 

第 1 項 、 第 2 項 

等 

（相場操縦） 

証取法 第  27 条 

の  23 第  1 項 等   

（大量保有 報 

告書の不提出 ）  

①  日本ユニシス㈱の株価を高騰させ 、 自ら 

売り抜けることを目的とした十数名の 名 

義による仮装売買、買い上がり買付け等。 

（嫌疑者）不動産会社社長 

     金融業者役員 

②  上記 売買の過 程 に おい て発 行 済 株式 総 

数 の  5%を 超え る株 式 を 保有 する に 至っ た 

にもかかわらず 、 大量保有報告書を提出し 

ていなかった。 

 

（嫌疑者）不動産会社社長 

①につき 

6.10.3（東京地裁） 

不動産会社社長 

懲 役 2 年  6 月 

（執行猶 予  4 年） 

金融業者役員 

懲 役 2 年 

（執行猶 予  3 年） 

（いずれも確定） 

②につき 

 不動産会社社長  不起訴 

2 6.5.17 証取法 第  197条 

第 1 号 の  2 

同法 第  207条第 

1 項等 

（虚偽の有 価 

証券報告書 の 

提出） 

㈱アイペックは 、 関連会社を利用した架空売 

上の計上等により粉飾経理を行い 、 虚偽の記 

載をした有価証券報告書を提出。 

 

（嫌疑者）当該会社 

     当該会社社長 

当該会社役員 

13.9.28（東京地裁） 

同社社長   

懲 役 1 年  8 月  

同社役員   

懲 役 1 年  2 月  

15.11.13（東京高裁） 

同社役員   

懲 役 1 年  2 月  

（執行猶 予  3 年） 

15.11.18（東京高裁） 

 同社社長   

懲 役 1 年  8 月  

（執行猶 予  4 年） 

（いずれも確定） 

２－２　告発実施状況

１　告発件数等一覧表

２　告発事件の概要一覧表（関係条文、肩書きは、犯則行為時点のもの。）

（注）事務年度：７月～翌年６月
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事件 告発年月日 関係条文 事  件  の  概  要 判     決 

3 6.10.14 証取法 第  166条 

第 1 項 、 第 3 項 

同法 第  200条第 

6 号等 

（内部者取引 ）  

日 本 商事 ㈱の新薬 の 投 与に よる 副 作 用死 亡 

例の発 生 （重要事実 ） を知り 、 公表前に同社 

株券を売り付けた。 

 

（嫌疑者）会社役職員 

     取引先職員 

     医師（第一次情報受領者） 

6.12.20（大阪簡裁） 

 会社役職員 

取引先職 員  24 名 

  罰 金  20～50 万円 

 （略式命令） 

8.5.24（大阪地裁） 

 医師   

罰 金  30 万円 

9.10.24（大阪高裁） 

 医師   

原判決破棄 

地裁へ差戻し 

11.2.16（最高裁） 

 医師   

原判決破棄 

高裁へ差戻し 

13.3.16（大阪高裁） 

 医師   

控訴を棄却 

16.1.13（最高裁） 

 医師   

上告棄却 

（いずれも確定） 

4 7.2.10 証取法 第  166条 

第 1 項 

同法 第  207条第 

1 項等 

（内部者取引 ）  

新 日 本国 土工業㈱ の 約 束手 形の 不 渡 りの 発 

生 （重要事実 ） を知り 、 公表前に同社株券を 

売り付けた。 

 

（嫌疑者）取引銀行 

同行役職員 

     取引先 

同社職員 

7.3.24（東京簡裁） 

 取引銀行   

罰 金  50 万円 

 同行役職 員 2名   

罰 金  20～50 万 円 

 取引先、同社職員   

罰 金  30 万円 

 （略式命令） 

（いずれも確定） 

5 7.6.23 証取法 第  158条 

同法 第  197条第 

9 号 

（風説の流布 ）  

テーエスデー㈱の社長は 、 同社株券の価格を 

騰貴させるため、虚偽の事実を発表。 

 

（嫌疑者）当該会社社長 

8.3.22（東京地裁） 

懲 役 1 年  4 月  

（執行猶 予  3 年） 

（確定） 

6 7.12.22 証取法 第  50 条 

の 3 第  1 項 

同法 第  207条第 

1 項等 

（損失補てん ） 

千代田証券㈱は 、 株式取引の自己勘定から顧 

客 勘 定へ の付け替 え に より 損失 補 て ん及 び 

利益の追加。 

（嫌疑者）証券会社 

当該会社社長 

当該会社役職員 

顧客 

8.2.19（東京簡裁） 

同社社長 

同社役職 員  4 名 

罰 金  30～50 万円 

 （略式命令） 

8.12.24（東京地裁） 

 証券会社   

罰 金  1,500 万円 

 同社役員   

懲 役 6 月 

（執行猶 予  2 年） 

（いずれも確定） 
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事件 告発年月日 関係条文 事  件  の  概  要 判     決 

7 8.8.2 証取法 第  166条 

第 1 項 、 第 2 項 

同法 第  200条第 

6 号 

（内部者取引 ）  

日本織物加工㈱の第三者割当増資の決 定 （重 

要事実 ） を 知 り 、 公表前 に 知人名義等で同社 

株券を買い付けた。 

 

（嫌疑者）割当先監査役（弁護士） 

9.7.28（東京地裁） 

  懲 役 6 月  

（執行猶 予  3 年） 

  追徴金 約  2,600 万円 

10.9.21（東京高裁） 

  原判決破棄 

地裁へ差戻し 

11.6.10（最高裁） 

  原判決破棄 

高裁へ差戻し 

12.3.24（東京高裁） 

  控訴棄却 

（確定） 

8 9.1.17 証取法 第  158条 

同法 第  197条第 

9 号 

（風説の流布 ）  

特 定 の株 券の価格 を 騰 貴さ せ自 ら 売 り抜 け 

るため 、 「ギ ャ ンぶる大帝 」 の袋とじ株 式 欄 

に虚偽の事実を記載。 

 

（嫌疑者）雑誌監修人（投資顧問業） 

9.1.30（東京簡裁） 

  罰 金  50 万 円 

（略式命令） 

（確定） 

9 9.4.8 証取法 第  166条 

第 1 項 

同法 第  207条第 

1 項等 

（内部者取引 ）  

㈱ 鈴 丹の 子会社の 破 綻 に伴 う損 失 等 の発 生 

（重要事実 ） を知り 、 公 表 前に同社株券を売 

り付けた。 

 

（嫌疑者）当該会社会長 

当該会社役員 

関連会社 

9.5.1（名古屋簡裁） 

 同社役員及び関連会社 

  罰 金  50 万 円 

（略式命令） 

9.9.30（名古屋地裁） 

 同社会長 

  懲 役 6 月  

（執行猶 予  3 年） 

（いずれも確定） 

10 9.4.25 証取法 第  166条 

第 3 項 

同法 第  200条第 

6 号等 

（内部者取引 ）  

シントム㈱の第三者割当増資の決 定 （重要事 

実 ） を知り 、 公表前に知人名義等で同社株券 

を買い付けた。 

 

（嫌疑者）割当先社長 

     割当先会社等 

9.5.27（東京簡裁） 

 割当先社長及び割当先会 

社等 

  罰 金  30 万 円 

（略式命令） 

（いずれも確定） 

11 9.5.13 証取法 第  50 条 

の 3 第  1 項 

同法 第  207条第 

1 項等 

（損失補てん ）  

野村證券㈱は 、 株式等取引の自己勘定から顧 

客勘定への付け替え等により損失補てん 。 顧 

客は、損失補てんを要求。 

 

（嫌疑者）証券会社 

     当該会社社長 

当該会社役員 

     顧客 

11.1.20（東京地裁） 

 証券会社   

罰 金 1 億円 

 同社社長、同社役員Ａ 

  懲 役 1 年  

（執行猶 予  3 年） 

 同社役員Ｂ 

  懲 役 8 月  

（執行猶 予  3 年） 

11.4.21（東京地裁） 

 顧客   

懲 役 9 月 

  追徴金 約 6億  9,300 万円 

（いずれも確定） 

（注）山一、日興、大和證券関 

連と共に一括審査 
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事件 告発年月日 関係条文 事  件  の  概  要 判     決 

12 9.9.17 証取法 第  50 条 

の 3 第  1 項 、 第 

2 項 

同法 第  207条第 

1 項等 

（損失補てん ）  

山一證券㈱は 、 海外先物取引の自己勘定から 

顧 客 勘定 への付け 替 え によ り損 失 補 てん 及 

び利益の追加。顧客は、損失補てんを要求。 

 

（嫌疑者）証券会社 

     当該会社社長 

当該会社副社長 

当該会社役職員 

     顧客 

10.7.17（東京地裁） 

 証券会社 

罰 金  8,000 万円 

 同社役員Ａ 

懲 役  10 月 

（執行猶 予  2 年） 

10.9.30（東京地裁） 

 同社副社長 

  懲 役 1 年  

  （執行猶 予 3年） 

10.11.6（東京地裁） 

 同社職員 

懲 役  10 月 

（執行猶 予  2 年） 

 同社役職 員 2名   

懲 役 8 月 

（執行猶 予  2 年） 

11.4.21（東京地裁） 

 顧客   

懲 役 9 月 

  追徴金 約 6億  9,300 万円 

（注）11 号事件と一括審理 

11.6.24（東京地裁） 

 同社役員Ｂ 

懲 役  10 月 

  （執行猶 予 3年） 

12.3.28（東京地裁） 

 同社社長 

  懲 役 2 年  6 月 

13.10.25（東京高裁） 

 同社社長 

  懲 役 3 年  

  （執行猶 予 5年） 

（いずれも確定） 

13 9.10.21 証取法 第  50 条 

の 3 第  1 項 

同法 第  207条第 

1 項等 

（損失補てん ）  

日興證券㈱は 、 株式取引の自己勘定から顧客 

勘 定 への 付け替え に よ り損 失補 て ん 。顧 客 

は、損失補てんを要求。 

 

（嫌疑者）証券会社 

     当該会社副社長 

     当該会社役職員 

     顧客 

10.9.21（東京地裁） 

 証券会社   

罰 金  1,000 万円 

 同社副社長、同社職員 

  懲 役  10 月  

（執行猶 予  3 年） 

同社役 員 2名   

懲 役 1 年 

  （執行猶 予 3年） 

11.4.21（東京地裁） 

 顧客   

懲 役 9 月 

  追徴金 約 6億  9,300 万円 

（注）11 号事件と一括審理 

（いずれも確定） 
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事件 告発年月日 関係条文 事  件  の  概  要 判     決 

14 9.10.23 証取法 第  50 条 

の 3 第  1 項 

同法 第  207条第 

1 項等 

（損失補てん ）  

山一證券㈱は 、 海外先物取引の自己勘定から 

顧客勘定への付け替えにより損失補てん。 

 

（嫌疑者）証券会社 

     当該会社社長 

当該会社副社長 

     当該会社役職員 

10.7.17（東京地裁） 

 証券会社   

罰 金  8,000 万円 

 同社役員Ａ 

懲 役  10 月 

  （執行猶 予 2年） 

10.9.30（東京地裁） 

 同社副社長 

懲 役 1 年 

  （執行猶 予 3年） 

10.11.6（東京地裁） 

 同社役職 員 2名 

  懲 役 8 月  

（執行猶 予  2 年） 

11.1.29（東京地裁） 

 同社役員Ｂ 

懲 役  10 月 

  （執行猶 予 3年） 

11.6.24（東京地裁） 

 同社役員Ｃ 

懲 役  10 月 

  （執行猶 予 3年） 

12.3.28（東京地裁） 

 同社社長   

懲 役 2 年  6 月  

13.10.25（東京高裁） 

 同社社長   

懲 役 3 年 

  （執行猶 予 5年） 

（いずれも確定） 

15 9.10.28 証取法 第  50 条 

の 3 第  1 項 、 第 

2 項 

同法 第  207条第 

1 項等 

（損失補てん ）  

大和證券㈱は 、 株式取引の自己勘定から顧客 

勘 定 への 付け替え に よ り損 失補 て ん 。顧 客 

は、損失補てんを要求。 

 

（嫌疑者）証券会社 

     当該会社副社長 

     当該会社役職員 

     顧客 

10.10.15（東京地裁） 

 証券会社   

罰 金  4,000 万円 

 同社副社長   

懲 役 1 年 

  （執行猶 予 3年） 

 同社役職 員 3名 

懲 役  10 月 

（執行猶 予  3 年） 

同社役職 員  2 名 

  懲 役 8 月  

（執行猶 予  3 年） 

11.4.21（東京地裁） 

 顧客   

懲 役 9 月 

  追徴金 約 6億  9,300 万円 

（注）11 号事件と一括審理 

（いずれも確定） 
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事件 告発年月日 関係条文 事  件  の  概  要 判     決 

16 10.3.9 証取法 第  50 条 

の 3 第  1 項 

同法 第  207条第 

1 項等 

（損失補てん ）  

日興證券㈱は 、 株式取引の自己勘定から顧客 

勘定への付け替えにより利益追加。 

 

（嫌疑者）証券会社 

     当該会社副社長 

当該会社役員 

10.9.21（東京地裁） 

 証券会社   

罰 金  1,000 万円 

 同社副社長、同社役員 

  懲 役 1 年  

（執行猶 予  3 年） 

（いずれも確定） 

17 10.3.20 証取法 第  197条 

第 1 号 

同法 第  207条第 

1 項 第 1 号等 

（虚偽の有 価 

証券報告書 の 

提出） 

山一證券㈱は 、 有価証券 の 含み損を国 内 ・ 海 

外 の ペー パーカン パ ニ ー等 に飛 ば し を行 う 

ことで隠蔽し 、 虚偽の記載をした有価証券報 

告書を提出。 

 

（嫌疑者）証券会社 

     当該会社会長 

当該会社社長 

当該会社副社長 

12.3.28（東京地裁） 

 同社会長 

  懲 役 2 年  6 月 

  （執行猶 予 5年） 

 同社社長 

  懲 役 2 年  6 月 

13.10.25（東京高裁） 

 同社社長 

  懲 役 3 年  

（執行猶 予  5 年） 

（いずれも確定） 

18 10.5.29 証取法 第  167条 

第 1 号 

同法施行令 第 

31 条 

同法 第  200条第 

6 号 

（内部者取引 ）  

ト ー ソク ㈱の株券 に つ いて 、親 会 社 が他 社 

（ 買 収先 ）へ一括 株 式 譲渡 を実 施 す るこ と 

（重要事実 ） を知り 、 公 表 前に親族名義口座 

で同社株券を買い付けた。 

 

（嫌疑者）親会社役員 

10.8.26（横浜簡裁） 

  罰 金  50 万 円 

（略式命令） 

（確定） 

19 10.7.6 証取法 第  166条 

第 3 項 

同法 第  200条第 

6 号 

（内部者取引 ）  

大 都 工業 ㈱の会社 更 生 手続 開始 の 申 立て の 

決 定 （重要事実 ） を知り 、 公表前に信用取引 

等を利用して同社株券を売り付けた。 

 

（嫌疑者）関連会社役員 

     関連会社職員の親族 

10.7.17（東京簡裁） 

 関連会社職員の親族 

  罰 金  50 万 円 

（略式命令） 

10.11.10（東京地裁） 

 関連会社役員   

懲 役 6 月 

（執行猶 予  3 年） 

  罰 金  50 万 円 

（いずれも確定） 
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事件 告発年月日 関係条文 事  件  の  概  要 判     決 

20 10.10.30 証取法 第  166条 

第 1 項 

同法 第  200条第 

6 号等 

（内部者取引 ）  

日本エ ム ・ ア イ ・ シー㈱ の ベンチャー企業の 

吸収合併の決 定 （重要事実 ） を知り 、 公表前 

に仮名口座で同社株券を買い付けた。 

 

（嫌疑者）合併相手先役員 

     証券会社職員 

11.3.19（東京地裁） 

 証券会社職員 

  懲 役 6 月  

（執行猶 予  3 年） 

  罰 金  50 万 円 

12.3.28（東京地裁） 

 合併相手先役員 

  懲 役 6 月  

罰 金  50 万円 

12.11.20（東京高裁） 

 合併相手先役員 

  控訴棄却 

15.12.3（最高裁） 

 合併相手先役員 

  上告棄却 

（いずれも確定） 

21 10.12.17 証取法 第  166条 

第 1 項 

同法 第  198条第 

15 号等 

（内部者取引 ）  

トー ア ・ スチール㈱の解散の決 定 （重要事実） 

を知り 、 公表前に信用取引を利用して部下の 

親族名義口座で同社株券を売り付けた。 

 

（嫌疑者）取引先役員 

     同部下職員 

11.2.10（東京簡裁） 

 部下職員 

  罰 金  50 万 円 

（略式命令） 

11.4.13（東京地裁） 

 取引先役員 

  懲 役 1 年  

罰 金  200 万 円  

11.10.29（東京高裁） 

 取引先役員 

  懲 役 1 年  6 月 

（執行猶 予  3 年） 

 罰 金  200 万 円 

（いずれも確定） 

22 

 

11.2.10 

 

証取法 第  166条 

第 3 項 

同法 第  198条第 

15 号等 

（内部者取引 ）  

トー ア ・ スチール㈱の解散の決 定 （重要事実） 

を知り 、 公表前に信用取引を利用して同社株 

券を売り付けた。 

 

（嫌疑者）同業他社社長 

11.4.13（東京地裁） 

  懲 役  10 月  

罰 金  200 万 円  

11.10.29（東京高裁） 

  懲 役 1 年  2 月 

（執行猶 予  3 年） 

  罰 金  200 万円 

（確定）   

23 11.3.4 証取法 第  159条 

第 1 項 、 第 2 項 

同法 第  197条等 

（相場操縦） 

昭和化学工業㈱の株価を高騰させ 、 自ら売り 

抜 け るこ とを目的 と し た十 数名 の 名 義に よ 

る仮装売買、買上がり買付け等。 

 

（嫌疑者）金融業者 

     金融業者役員 

11.6.24（大阪地裁） 

金融業者役員 

  懲 役 1 年  6 月 

（執行猶 予  3 年） 

金融業者 

  罰 金  400 万円 

（いずれも確定） 
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事件 告発年月日 関係条文 事  件  の  概  要 判     決 

24 11.6.30 証取法 第  197条 

第 1 号等 

（虚偽の有 価 

証券報告書 の 

提出） 

㈱日本長期信用銀行は 、 関連親密企業への融 

資に関して適正な引 当 ・ 償却を行わないこと 

により粉飾経理を行い 、 虚偽の記載をした有 

価証券報告書を提出。 

 

（嫌疑者）当該銀行 

     当該銀行頭取 

当該銀行副頭取 

14.9.10（東京地裁） 

同行頭取 

  懲 役 3 年  

（執行猶 予  4 年） 

同行副頭 取  2 名 

  懲 役 2 年  

（執行猶 予  3 年） 

17.6.21（東京高裁） 

いずれも控訴棄却 

 

いずれも 公判 係属中（最 高 

裁） 

25 11.8.13 証取法 第  197条 

第 1 号等 

（虚偽の有 価 

証券報告書 の 

提出） 

㈱日本債券信用銀行は 、 取立不能と見込まれ 

る貸出金に関して適正な引 当 ・ 償却を行わな 

いことにより粉飾経理を行い 、 虚偽の記載を 

した有価証券報告書を提出。 

 

（嫌疑者）当該銀行 

     当該銀行会長 

当該銀行頭取 

     当該銀行副頭取 

当該銀行役員 

16.5.28（東京地裁） 

同行会長 

  懲 役 1 年  4 月 

（執行猶 予  3 年） 

同行頭取 

  懲 役 1 年  

（執行猶 予  3 年） 

同行副頭取 

  懲 役 1 年  

（執行猶 予  3 年） 

19.3.14（東京高裁） 

 いずれも控訴棄却 

 

いずれも 公判 係属中（最 高 

裁） 

26 11.12.3 証取法 第  159条 

第 1 項 第  1 号 、  

第 2 項 第  1 号 、  

第 4 項 

同法 第  197条第 

8 号等 

（相場操縦） 

㈱ヒューネットの株価を高騰させ 、 自ら売り 

抜 け るこ とを目的 と し た数 名の 名 義 によ る 

仮装売買等。 

 

（嫌疑者）会社社長 

会社役員 

12.5.19（横浜地裁） 

会社社長 

  懲 役 1 年  6 月 

（執行猶 予  3 年） 

（確定） 

27 11.12.27 証取法 第  198条 

第 4 号等 

（虚偽の半 期 

報告書の提出 ）  

㈱ヤクルト本社は 、 プリンストン債が償還済 

であるという事実を隠蔽し 、 資産及び収益を 

過大に計上する方法で 、 虚偽の記載をした半 

期報告書を提出。 

 

（嫌疑者）当該会社 

     当該会社副社長 

     証券会社会長 

14.9.12（東京地裁） 

同社副社長   

懲 役 7 年 

  罰 金  6,000 万円 

当該会社   

罰 金  1,000 万円 

15.8.11（東京高裁） 

いずれも控訴棄却 

（いずれも確定） 

28 12.1.31 証取法 第  197条 

第 1 号等 

（虚偽の有 価 

証券報告書 の 

提出） 

㈱テスコンは 、 架空売上の計上により粉飾経 

理を行い 、 虚偽の記載をした有価証券報告書 

を提出。 

 

（嫌疑者）当該会社 

     当該会社社長 

当該会社役員 

13.1.30（横浜地裁） 

同社社長 

  懲 役 1 年  6 月 

 （執行猶 予 3年） 

（確定） 
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29 12.3.21 証取法 第  158条 

同法 第  197 条  

第 6 号等 

（偽計） 

クレスベー ル ・ インター ナ ショナ ル ・ リ ミテ 

ッドは 、 プ リ ンストン債を販売するた め 「当 

局の承認が得られている商品である 」 旨の虚 

偽の資料を使用。 

 

（嫌疑者）当該会社 

     当該会社役職員 

12.3.22（東京簡裁） 

同社役職 員  2 名 

  罰 金  30 万 円 

（略式命令） 

（いずれも確定） 

30 

 

12.3.22 証取法 第  158条 

同法 第  197 条  

第 6 号等 

（偽計） 

クレスベー ル ・ インター ナ ショナ ル ・ リ ミテ 

ッドは 、 プ リ ンストン債を販売するため 、 投 

資家に虚偽の説明。 

 

（嫌疑者）当該会社 

     当該会社会長 

14.10.10（東京地裁） 

同社会長 

  懲 役 3 年  

  罰 金  6,400 万円 

15.11.10（東京高裁） 

  控訴棄却 

18.11.20（最高裁） 

  上告棄却 

（確定） 

31 12.5.26 証取法 第  166条 

第 3 項等 

同法 第  198 条  

第  15 号 

（内部者取引 ）  

㈱ピコイが和議開始の申立てを行うこ と （重 

要事実 ） を 知 り 、 公表前 に 同社株券を売り付 

けた。 

 

（嫌疑者）取引先役員 

12.7.19（東京地裁） 

  懲 役 8 月  

（執行猶 予  3 年） 

  罰 金  100 万円 

  追徴金 約  449 万円 

（確定） 

32 

 

12.11.28 

 

証取法 第  166条 

第 3 項等 

同法 第  198条第 

15 号 

（内部者取引 ）  

㈱ プ レナ スが子会 社 の 異動 を伴 う 株 券の 取 

得を行 う （重要事実 ） ことを知り 、 公表前に 

同社株券を買い付けた。 

 

（嫌疑者）当該会社役員の姉 

12.11.28（東京簡裁） 

  罰 金  50 万 円 

（略式命令） 

  追徴金 約  158 万円 

（確定） 

33 12.12.4 証取法 第  158条 

等 

同法 第  197条第 

1 項 第 5 号等 

（風説の流布 、  

虚偽の大量 保 

有報告書の 提 

出） 

㈱東天紅の株価を高騰させるため 、 公開買付 

けをする旨の虚偽発表をするとともに 、 虚偽 

の大量保有報告書を提出。 

 

（嫌疑者）会社役員等 

12.12.4（東京簡裁） 

会社役員 ら  3 名 

  罰 金  50 万 円 

（略式命令） 

14.11.8（東京地裁） 

会社役 員 1名  

  懲 役 2 年  

（執行猶 予  4 年） 

  罰 金  600 万円 

（いずれも確定） 

34 12.12.4 証取法 第  27 条  

の  23 第  1 項 

同法 第  198条第 

5 号 

（大量保有 報 

告書の不提出 ）  

会社役員は 、 ㈱東天紅の株券の大量保有者に 

なったにもかかわらず 、 期限までに大量保有 

報告書を提出しなかった。 

  

（嫌疑者）会社役員   

14.11.8（東京地裁） 

  懲 役 2 年  

（執行猶 予  4 年） 

  罰 金  600 万円 

（確定） 

35 13.3.12 証取法 第  166条 

第 1 項等 

同法 第  198条第 

15 号 

（内部者取引 ）  

武藤工業㈱が他社と資本業務提携を行 う （重 

要事実 ） こ と を知り 、 公 表 前に同社株券を買 

い付けた。 

 

（嫌疑者）提携先社員（公認会計士） 

 

13.5.29（東京地裁） 

懲 役 1 年 

（執行猶 予  3 年） 

  罰 金  100 万円 

  追徴金 約  1,414 万円 

（確定） 
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事件 告発年月日 関係条文 事  件  の  概  要 判     決 

36 13.4.27 

 

証取法 第  159条 

第 1 項 第  1 号 、 

第 2 項 第  1 号  

同法 第  197条第 

1 項 第 5 号 

（相場操縦） 

ア イ カ工 業㈱の株 価 を 高騰 させ る こ とを 目 

的とした複数名義による買上がり買付け 、 仮 

装売買等。 

 

（嫌疑者）会社社長 

14.9.12（名古屋地裁） 

  懲 役 1 年  6 月 

（執行猶 予  3 年） 

  追徴金 約  2,818 万円 

（確定） 

37 13.12.20 証取法 第  197条 

第 1項 第 1号 等 

（虚偽の有 価 

証券報告書 の 

提出） 

フ ッ トワ ークエク ス プ レス ㈱は 架 空 収益 の 

計上等により粉飾経理を行い 、 虚偽の記載の 

ある有価証券報告書を提出。 

 

（嫌疑者）当該会社 

     当該会社社長 

当該会社副社長 

当該会社専務 

当該会社社員 

14.10.8（大阪地裁） 

同社社長 

  懲 役 2 年  

（執行猶 予  3 年） 

同社副社長 

  懲 役 1 年  

（執行猶 予  3 年） 

同社専務 

  懲 役  10 月  

（執行猶 予  3 年） 

（いずれも確定） 

38 14.3.20 証取法 第  159条 

第 1 項 第  1 号 

等、 第 2 項 第  1

号 

同法 第  197条第 

1 項 第 7 号 

（相場操縦） 

志 村 化工 ㈱の株価 を 高 騰さ せる こ と を目 的 

とした買上がり買付け、仮装売買等。 

  

（嫌疑者）会社役員等 

15.7.30（東京地裁） 

会社役員Ａ 

   懲 役 2 年  

（執行猶 予  3 年） 

  追徴金 約 1億  1,395 万円 

15.11.11（東京地裁） 

無職Ｃ 

  懲 役 2 年  

（執行猶 予  3 年） 

  追徴金 約 1億  2,080 万円 

15.11.11（東京地裁） 

会社役員Ｂ 

  懲 役 2 年  

（執行猶 予  3 年） 

  追徴金 約 1億  2,080 万円 

16.7.14（東京高裁） 

 会社役員Ｂ 

控訴棄却 

19.3.29（最高裁） 

 会社役員Ｂ 

  上告棄却 

（いずれも確定） 

39 14.3.26 証取法 第  166条 

第 1 項等 

同法 第  198条第 

15 号 

（内部者取引 ）  

㈱ テ ィー アンドイ ー ソ フト が他 社 と 業務 提 

携を行う(重要事実)ことを知り 、 公表前に同 

社株券を買い付けた。 

 

（嫌疑者）記者発表会業務下請会社役員 

14.10.16（東京地裁） 

  懲 役 8 月  

（執行猶 予  3 年） 

  罰 金  100 万円 

  追徴金 約  922 万円 

（確定） 
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40 14.6.7 証取法 第  197条 

第 1項 第 1号 等 

（虚偽の有 価 

証券報告書 の 

提出） 

 

フ ッ トワ ークエク ス プ レス ㈱の 監 査 業務 を 

行 っ た公 認会計士 が 架 空収 益を 計 上 する な 

ど し た虚 偽の記載 の あ る有 価証 券 報 告書 を 

提出。 

 

（嫌疑者）公認会計士 

14.6.10（大阪簡裁） 

公認会計 士  2 名 

  罰 金  50 万 円 

（略式命令） 

（いずれも確定） 

公認会計 士  1名 （大阪地裁） 

  死亡による公訴棄却 

41 14.6.28 証取法 第  197条 

第 1項 第 1号 等 

（虚偽の有 価 

証券報告書 の 

提出） 

㈱ナナボシは、平 成  12 年 3 月期及び平 成  13

年 3 月期決 算 において 、 架空工事の受注工事 

代金の計上により粉飾経理を行い 、 虚偽の記 

載のある有価証券報告書を提出。 

 

（嫌疑者）当該会社 

     当該会社会長 

     当該会社役員 

15.3.13（大阪地裁） 

 同社会長   

懲 役 2 年  6 月  

15.3.31（大阪地裁） 

 同社役員 

懲 役 3 年  6 月  

15.9.16（大阪高裁） 

 同社会長   

控訴棄却 

16.1.16（最高裁） 

 同社会長   

上告棄却 

（いずれも確定） 

42 14.6.28 証取法 第  167条 

第 1 項等 

（内部者取引 ）  

コ カ ・ コー ラ ウェストジャパン㈱が 、 三 笠コ 

カ ・ コーラボトリング㈱の株券を公開買付け 

するこ と （重要事実 ） を知り 、 公表前に同社 

株券を買い付けた。 

 

（嫌疑者）銀行員（契約締結先）等 

15.5.2（東京地裁） 

 銀行員   

懲 役 1 年  2 月  

  （執行猶 予 3年） 

  罰 金  80 万 円 

  追徴金 約  400 万円 

 医師    

懲 役  10 月 

  （執行猶 予 3年） 

  罰 金  50 万 円 

  追徴金 約  400 万円 

15.11.28（東京高裁） 

医師    

控訴棄却 

16.5.31（最高裁） 

医師    

上告棄却 

（いずれも確定） 
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43 14.6.28 証取法 第  167条 

第 1 項等 

（内部者取引 ）  

三 陽 エン ジニアリ ン グ ㈱が 三陽 パ ッ クス ㈱ 

の株券を公開買付けするこ と （重要事 実 ） を 

知り、公表前に同社株券を買い付けた。 

 

（嫌疑者）銀行員（第一次情報受領者）等 

15.5.2（東京地裁） 

銀行員 

  懲 役 1 年  2 月 

（執行猶 予  3 年） 

  罰 金  80 万 円 

追徴金 約  400 万円 

医師 

  懲 役  10 月  

（執行猶 予  3 年） 

  罰 金  50 万 円 

追徴金 約  400 万円 

15.11.28（東京高裁） 

医師   

控訴棄却 

16.5.31（最高裁） 

医師   

上告棄却 

（いずれも確定） 

 （注）42 号事件と一括審理 

（注）41 号事件と一括審理 

44 14.7.31 証取法 第 167条 

第 1 項等 

（内部者取引 ）  

 

㈱光通信が ㈱ クレイフィ ッ シュの株券 を 公開 

買付けす る こと（重要 事 実）を知り 、 公表前 

に同社株券を買い付けた。 

 

（嫌疑者）会社員 

15.2.28（東京地裁） 

  懲 役 1 年  

（執行猶 予  3 年） 

  罰 金  100 万円 

  追徴金 約  1,048 万円 

（確定） 

45 14.9.6 証取法 第 197条 

第 1項 第1号 等  

（虚偽 の 有 価 

証券報 告 書 の 

提出） 

㈱ナナボシは、平 成  10 年 3 月期及び平成11

年 3 月期 決 算において 、 架空工事の受注工事 

代金の 計 上により粉 飾 経理を行い 、 虚偽の記 

載のある有価証券報告書を提出。 

 

（嫌疑者）  当該会社 

      当該会社会長 

      当該会社役員 

15.3.13（大阪地裁） 

同社会長 

  懲 役 2 年  6 月 

15.3.31（大阪地裁） 

同社役員 

  懲 役 3 年  6 月 

15.9.16（大阪高裁） 

同社会長   

控訴棄却 

16.1.16（最高裁） 

同社会長   

上告棄却 

（いずれも確定） 

46 14.11.29 証取法 第 158条 

同法 第 197条第 

1 項 第 7 号 

（風説 の 流 布 

及び偽計） 

ドリームテ ク ノロジーズ ㈱ の株券を取 引 して 

いた者が 、 同株券の相場の変動を意図し、イン 

ターネット上で募集した会員に対し、電子メー 

ルで売買を推奨する内容虚偽の情報を提供し 

た。 

 

（嫌疑者）当該株券取引者 

15.3.28（広島簡裁） 

  罰 金  30 万 円 

  追徴 金  36 万 6 千円 

（略式命令） 

（確定） 
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47 14.12.16 証取法 第 197条 

第 1項 第1号 等  

（虚偽 の 有 価 

証券届 出 書 及 

び報告 書 の 提 

出） 

㈱エムティ ー シーアイは 、 架空資産を 計 上す 

るなど虚 偽 の記載のあ る 貸借対照表 を 掲載し 

た有価 証 券報告書を 提 出。その後 の 公募増資 

にあ た り、上記貸 借 対照表を掲 載 した有価証 

券届出書を提出。 

  

（嫌疑者）当該会社 

     当該会社会長 

15.7.14（東京地裁） 

同社会長   

懲 役 2 年 

（確定） 

48 14.12.19 証取法 第 167条 

第 1 項等 

（内部者取引 ）  

ニチメン㈱ が 、㈱ニチメ ン インフィニ テ ィの 

株券を公 開 買付けする こ と（重要事 実 ）を知 

り、公表前に同社株券を買い付けた。 

 

（嫌疑者） 公 開買付代理 人 であった証 券 会 

社職員 

15.9.10（東京地裁） 

  懲 役 1 年  6 月 

（執行猶 予  3 年） 

  罰 金  100 万円 

追徴金 約  921 万円 

（確定） 

49 14.12.26 証取法 第 158条 

同法 第 197条第 

1 項等 

 （偽計） 

㈱エムティーシーアイは公募増資にあたり、 

一般投 資 家に対して 、 虚偽の事実 を 公表した。 

（嫌疑者）当該会社 

     当該会社会長 

15.7.14（東京地裁） 

同社会長   

懲 役 2 年 

（確定） 

（注）47 号事件と一括審理 

50 15.2.13 証取法 第 167条 

第 1 項等 

（内部者取引 ）  

コカ・コー ラ ウェストジ ャ パン㈱が、 三 笠コ 

カ・コー ラ ボトリング ㈱ の株券を公 開 買付け 

するこ と （重要事実 ） を知り、公 表 前に同社 

株券を買い付けた。 

 

（嫌疑者）会社職員等 

15.7.3（大阪地裁） 

会社職員 

  懲 役 1 年  6 月 

（執行猶 予  3 年） 

  罰 金  100 万円 

追徴 金  290 万 円 

職員知人 

  懲 役 1 年  

（執行猶 予  3 年） 

  罰 金  80 万 円 

追徴金 約  210 万円 

（いずれも確定） 

51 15.2.20 証取法 第 167条 

第 1 項等 

（内部者取引 ）  

コカ・コー ラ ウェストジ ャ パン㈱が、 三 笠コ 

カ・コーラボトリング㈱の株券を公開買付け 

すること（重要事実）を知り、公表前に同社 

株券を買い付けた。 

 

（嫌疑者）会社職員等 

15.7.3（大阪地裁） 

会社職員 

  懲 役 1 年  6 月 

（執行猶 予  3 年） 

  罰 金  100 万円 

追徴 金  290 万 円 

（注）50 号事件と一括審理 

職員実弟 

  懲 役 1 年  

（執行猶 予  3 年） 

  罰 金  100 万円 

追徴金 約  545 万円 

（いずれも確定） 
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52 15.3.24 証取法 第 197条 

第 1項 第 1号等 

（虚偽の有 価 

証券報告書 の 

提出） 

㈱ケイビーは架空売上を計上するなど の 

方法により粉飾経理を行い 、 虚偽の記載の 

ある有価証券報告書を提出。 

 

（嫌疑者）当該会社 

     当該会社会長 

     当該会社専務 

     当該会社常務 

15.9.17（東京地裁） 

同社専務   

懲 役 2 年 

（執行猶 予  3 年） 

15.12.11（東京地裁） 

同社常務   

懲 役 4 年 

16.7.29（東京高裁） 

同社常務   

控訴棄却 

16.10.7（東京地裁） 

同社会長   

懲 役 8 年 

17.9.28（東京高裁） 

 同社会長 

  控訴棄却 

18.7.3（最高裁） 

 同社会長 

  上告棄却 

（いずれも確定） 

53 15.5.28 証取法 第 167条 

第 1 項等 

（内部者取引 ）  

ニチメン㈱が 、 ㈱ニチメンインフィニティ 

の株券を公開買付するこ と （重要事実 ） を 

知り、公表前に同社株券を買い付けた。 

 

（嫌疑者 ） 公開買付代理人であった証券会 

社職員 

15.10.21（東京地裁） 

  懲 役 1 年  2 月 

（執行猶 予  3 年） 

  罰 金  70 万 円 

追徴金 約  891 万円 

（確定） 

54 15.7.16 証取法 第 166条 

第 1 項等 

（内部者取引 ）  

㈱ソーテックが 、 自己株式を取得すること 

及び投資運用会社と業務提携を行うこ と 

（ともに重要事実 ） を知り 、 公表前に同社 

株券を買い付けた。 

  

（嫌疑者）当該会社職員 

16.1.30（横浜地裁） 

  懲 役 1 年  2 月 

（執行猶 予  3 年） 

  罰 金  80 万 円 

追徴金 約  845 万円 

（確定） 

55 15.7.25 証取法 第 159条 

第 1項 第 3号等 

（相場操縦） 

大阪証券取引所が開設する有価証券オ プ 

ション市場に上場されている株券オプ シ 

ョンにつき 、 投資家にその取引が繁盛に行 

われていると誤解させることを目的と し 

て仮装売買等を行った。 

 

（嫌疑者）㈱大阪証券取引所 

     同取引所副理事長 

     証券会社 

     証券会社代表取締役 

17.2.17（大阪地裁） 

同取引所副理事長   

無罪 

18.10.6（大阪高裁） 

 同取引所副理事長 

  懲 役 1 年  

19.7.12（最高裁） 

 同取引所副理事長 

  上告棄却 

  （執行猶 予 3年） 

56 15.7.30 証取法 第 167条 

第 1 項等 

（内部者取引 ）  

ニチメン㈱が 、 ㈱ニチメンインフィニティ 

の株券を公開買付けすること（重要事実） 

を知り、公表前に同社株券を買い付けた。 

 

（嫌疑者 ） 公開買付代理人であった証券会 

社職員（元課長） 

15.10.30（東京地裁） 

  懲 役 1 年  2 月 

（執行猶 予  3 年） 

  罰 金  80 万 円 

追徴金 約  936 万円 

（確定） 

（確定） 
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57 15.11.14 証取法 第 166条 

第 3 項等 

（内部者取引 ）  

㈱アイチコーポレーションの業務に関し、 

他社と業務提携を行うこ と （重要事実 ） を 

知り、公表前に同社株券を買い付けた。 

 

（嫌疑者）会社役員 

16.8.3（名古屋地裁） 

  懲 役  10 月  

（執行猶 予  3 年） 

  罰 金  80 万 円 

追徴金 約  1,105 万円 

（確定） 

58 16.2.24 証取法 第 159条 

第 1項 第 1号等 

（相場操縦） 

㈱キャッツの株価を高騰させることを 目 

的とした買上がり買付け 、 仮装売買等を行 

った。 

 

（嫌疑者）当該会社社長等 

17.2.8（東京地裁） 

会社役員Ａ 

  懲 役 2 年  6 月 

（執行猶 予  4 年） 

  追徴 金  3 億  1,082 万円 

同社役員 

  懲 役 2 年  6 月 

（執行猶 予  4 年） 

  追徴 金  3 億  1,082 万円 

会社役員Ｂ 

  懲 役 2 年  6 月 

（執行猶 予  4 年） 

追徴 金 3億  1,082 万円 

17.3.11（東京地裁） 

同社社長 

  懲 役 3 年  

（執行猶 予  5 年） 

  追徴 金  3 億  1,082 万円 

17.9.7（東京高裁） 

 会社役員Ｂ 

  控訴棄却 

19.2.20（最高裁） 

 会社役員Ｂ 

  上告棄却 

（いずれも確定） 

59 16.2.27 証取法 第 166条 

第 3 項等 

（内部者取引 ）  

大日本土木㈱が民事再生手続開始の申 立 

てを行うこ と （重要事実 ） を知り 、 公表前 

に信用取引を利用して同社株券を売り 付 

けた。 

 

（嫌疑者）会社員 

16.5.27（名古屋地裁） 

  懲 役  10 月  

（執行猶 予  3 年） 

  罰 金  80 万 円 

（確定） 
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60 16.3.29 証取法 第 197条 

第 1項 第 1号等 

（虚偽の半 期 

報告書及び 有 

価証券報告 書 

の提出） 

㈱キャッツは同社役員への貸付金を消 費 

寄託契約に基づく預け金として計上し た 

虚偽の記載のある半期報告書を提出し、 

また 、 同社が保有する株式の取得価格を水 

増しして計上した虚偽の記載のある有 価 

証券報告書を提出した。 

 

（嫌疑者）当該会社 

     当該会社社長 

     会社役員 

     公認会計士 

17.3.4（東京地裁） 

会社役員Ｃ 

  懲 役 1 年  6 月 

（執行猶 予  3 年） 

17.3.11（東京地裁） 

同社社長 

  懲 役 3 年  

（執行猶 予  5 年） 

  追徴 金  3 億  1,082 万円 

（注）58 号事件と一括審理 

（いずれも確定） 

18.3.24（東京地裁） 

公認会計士 

 懲 役 2 年 

（執行猶 予  4 年） 

19.7.11（東京高裁） 

公認会計士 

 控訴棄却 

公判係属中（最高裁） 

61 16.5.31 証取法 第 166条 

第 1 項等 

（内部者取引 ）  

㈱デジタルが他社と業務提携を行うこ と 

（重要事実 ） を知り 、 公表前に同社株券を 

買い付けた。 

 

（嫌疑者）会社役員 

16.9.3（大阪地裁） 

  懲 役 1 年  6 月 

（執行猶 予  3 年） 

  罰 金  100 万円 

追徴金 約  945 万円 

（確定） 

62 16.6.22 証取法 第 197条 

第 1項 第 1号等 

（虚偽の有 価 

証券報告書 の 

提出） 

㈱森本組は完成工事総利益及び当期末 処 

理損失をそれぞれ粉飾するなどした虚 偽 

の記載のある有価証券報告書を提出した。 

 

（嫌疑者）当該会社 

     当該会社役員 

17.5.13（大阪地裁） 

同社役員Ａ 

  懲 役 2 年  

（執行猶 予  4 年） 

17.5.20（大阪地裁） 

同社役員Ｂ 

  懲 役 2 年  

（執行猶 予  5 年） 

17.7.12（大阪地裁） 

同社役員Ｃ 

 懲 役 2 年 6 月 

（執行猶 予  5 年） 

（いずれも確定） 

18.4.18（大阪地裁） 

同社役員Ｄ 

  懲 役 6 年  

公判係属中（大阪高裁） 
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63 16.6.24 証取法 第 166条 

第 1 項等 

（内部者取引 ）  

㈱イセキ開発工機が民事再生手続開始 の 

申立てを行うこ と （重要事実 ） を知り 、 公 

表前に同社株券を売り付けた。 

 

（嫌疑者）当該会社役員 

会社役員（２名） 

17.7.22（東京地裁） 

 会社役員Ａ 

  懲 役 1 年  2 月 

  （執行猶 予 3年） 

  罰 金  80 万 円 

  追徴 金  655 万円 

17.10.19（東京地裁） 

 同社役員 

  懲 役 1 年  6 月 

  （執行猶 予 3年） 

  罰 金  100 万円 

  追徴 金  1,000 万円 

18.2.2（東京高裁） 

 会社役員Ａ 

  控訴棄却 

18.4.26（最高裁） 

 会社役員Ａ 

  上告棄却 

（いずれも確定） 

会社役員Ｂ 

  死亡による公訴棄却 

64 16.11.2 証取法 第 166条 

第 1 項 等 （内部 

者取引） 

㈱メディ ア・ リンクスが純利益及び配当予 

想値の修正を行うこ と （重要事実 ） を知り、 

公表前に同社株券を売り付けた。 

 

（嫌疑者）当該会社社長 

17.5.2（大阪地裁） 

  懲 役 3 年  6 月 

 罰 金  200 万 円 

17.10.14（大阪高裁） 

  控訴棄却 

18.2.20（最高裁） 

  上告棄却 

（確定） 

65 16.11.19 証取法 第 158条 

同法 第 197条第 

１項第 7号等 

（風説の流 布 

及び偽計） 

㈱メディ ア ・ リンクスは 、 同社の株価を騰 

貴させるため 、 同社が発行を決定した転換 

社債型新株予約権付社債につき 、 払込みが 

なされていないのに発行総額について 払 

込みが完了した旨の虚偽の事実を公表 し 

た 。 また 、 同社債の一部について株式転換 

が完了し 、 資本金が充実された旨虚偽の事 

実を公表した。 

 

（嫌疑者）当該会社 

当該会社社長 

17.5.2（大阪地裁） 

同社社長 

  懲 役 3 年  6 月 

  罰 金  200 万円 

当該会社 

  罰 金  500 万円 

17.10.14（大阪高裁） 

 同社社長 

  控訴棄却 

 当該会社 

  控訴棄却 

18.2.20（最高裁） 

 同社社長 

  上告棄却 

（注）64 号事件と一括審理 

 当該会社 

  上告棄却 

（いずれも確定） 
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66 16.11.30 証取法 第 159条 

第 2項 第 1号等 

（相場操縦） 

真柄建設㈱等複数銘柄の株価を騰貴さ せ 

ることを目的とした見せ玉を行った。 

 

（嫌疑者）会社員 

17.12.9（釧路地裁） 

  懲 役 1 年  6 月 

  （執行猶 予 3年） 

  罰 金  100 万円 

（確定） 

67 16.12.9 証取法 第 197条 

第 1項 第 1号等 

（虚偽の有 価 

証券報告書 の 

提出） 

㈱メディ ア ・ リンクスは 、 架空売上及び架 

空仕入れを計上するなどの方法により 粉 

飾経理を行い 、 虚偽の記載のある有価証券 

報告書を提出。 

 

（嫌疑者）当該会社 

当該会社社長 

17.5.2（大阪地裁） 

同社社長 

  懲 役 3 年  6 月 

  罰 金  200 万円 

当該会社 

  罰 金  500 万円 

17.10.14（大阪高裁） 

 同社社長 

  控訴棄却 

 当該会社 

  控訴棄却 

18.2.20（最高裁） 

 同社社長 

  上告棄却 

（注）64 号事件及び 65 号事件と 

一括審理 

 当該会社 

  上告棄却 

（注）65 号事件と一括審理 

（いずれも確定） 

68 17.1.26 証取法 第 166条 

第 2 項等 

（内部者取引 ）  

㈱シーエスケイコミュニケーションズ が 

㈱シーエスケイとの株式交換（重要事実） 

により㈱シーエスケイの完全子会社に な 

ることを知り 、 公表前に同社株券を買い付 

けた。 

 

（嫌疑者）会社役員等 

18.8.10（東京地裁） 

 会社役員 

  懲 役 1 年  2 月 

  （執行猶 予 3年） 

  罰 金  20 万 円 

  追徴金 約  310 万円 

 上記役員が経営する会社 

  罰 金  100 万円 

  追徴金 約  851 万円 

（いずれも確定） 

69 17.3.14 証取法 第 167条 

第 1 項等 

（内部者取引 ）  

コダックジャパンデジタルプロダクト デ 

ィベロップメント㈱が 、 産業活力再生特別 

措置法の適用を前提として 、 チノン㈱株式 

の公開買付けを行うこ と （重要事実 ） を知 

り、公表前に同社株券を買い付けた。 

 

（嫌疑者）国家公務員 

17.10.28（東京地裁） 

  懲 役 1 年  6 月 

  （執行猶 予 3年） 

  罰 金  90 万 円 

  追徴金 約  1,373 万円 

（確定） 
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70 17.3.22 証取法 第 166条 

第 1 項等 

（内部者取引 ）  

南野建設㈱が第三者割当増資による新 株 

の発行を行うこ と （重要事実 ） を知り 、 公 

表前に同社株券を買い付けた。 

 

（嫌疑者）当該会社役員等 

17.6.27（大阪地裁） 

同社役員 

  懲 役 1 年  6 月 

（執行猶 予  3 年） 

  罰 金  80 万 円 

追徴金 約  625 万円 

役員妻 

  懲 役 1 年  

（執行猶 予  3 年） 

  罰 金  50 万 円 

追徴金 約  625 万円 

（いずれも確定） 

71 17.3.22 証取法 第 197条 

第 1項 第 1号等 

（虚偽の有 価 

証券報告書 の 

提出） 

西武鉄道㈱は 、 ㈱コクドの所有に係る西武 

鉄道㈱株式につき 、 発行済み株式総数に対 

する所有割合を少なく記載するなどし 、 重 

要な事項につき虚偽の記載のある有価 証 

券報告書を提出。 

 

（嫌疑者）当該会社等 

17.10.27（東京地裁） 

 会社役員 

  懲 役 2 年  6 月 

  （執行猶 予 4年） 

  罰 金  500 万円 

 当該会社 

  罰 金 2 億 円 

（いずれも確定） 

72 17.3.22 証取法 第 166条 

第 2 項等 

（内部者取引 ）  

西武鉄道㈱が有価証券報告書に継続的 に 

㈱コクド所有に係る株式等について虚 偽 

の記載をしてきた事 実 （重要事実 ） を知り、 

公表前に同社株券を売り付けた。 

 

（嫌疑者）会社役員等 

17.10.27（東京地裁） 

 会社役員 

  懲 役 2 年  6 月 

  （執行猶 予 4年） 

  罰 金  500 万円 

（注）71 号事件と一括審理 

 親会社 

  罰 金 1 億  5,000 万円 

（いずれも確定） 

73 17.6.10 証取法 第 166条 

第 1 項等 

（内部者取引 ）  

キヤノンソフトウェア㈱が株式の分割 を 

行うこ と （重要事実 ） を知り 、 公表前に同 

社株券を買い付けた。 

 

（嫌疑者）業務委託契約先社員 

18.7.7（東京地裁） 

  懲 役 1 年  6 月 

  （執行猶 予 3年） 

  罰 金  50 万 円 

  追徴 金  658 万円 

（確定） 

74 17.6.20 証取法 第 159条 

第 1 項等 

（相場操縦） 

日信工業㈱の株価を高騰させることを 目 

的とした買上がり買付け 、 仮装売買等を行 

った。 

 

（嫌疑者）個人投資家 

公判係属中（東京地裁） 

75 17.8.17 証取法 第 197条 

第 1項 第 1号等 

（虚偽の有 価 

証券報告書 の 

提出） 

カネボウ㈱は、大量の不良在庫等を抱え、 

業績が悪化していた子会社を連結決算 の 

対象からはずすなどの方法により 、 虚偽の 

記載のある有価証券報告書を提出。 

 

（嫌疑者）当該会社 

     当該会社社長 

     当該会社役員 

18.3.27（東京地裁） 

 同社社長 

  懲 役 2 年  

（執行猶 予  3 年） 

 同社役員 

  懲 役 1 年  6 月 

（執行猶 予  3 年） 

（いずれも確定） 
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76 17.9.30 証取法 第 197条 

第 1項 第 1号等 

（虚偽の有 価 

証券報告書 の 

提出） 

公認会計士としてカネボウ㈱の監査業 務 

を行った際 、 大量の不良在庫等を抱え 、 業 

績が悪化していた子会社を連結決算の 対 

象からはずすなどの方法により 、 虚偽の記 

載をした有価証券報告書を提出。 

 

（嫌疑者）公認会計士 

18.8.9（東京地裁） 

 公認会計士Ａ 

  懲 役 1 年  6 月 

  （執行猶 予 3年） 

 公認会計士Ｂ 

  懲 役 1 年  

  （執行猶 予 3年） 

 公認会計士Ｃ 

  懲 役 1 年  

  （執行猶 予 3年） 

（いずれも確定） 

77 17.11.15 証取法 第 159条 

第 1項 第 1号等 

（相場操縦） 

㈱ソキアの株価を高騰させることを目 的 

とした買上がり買付け 、 仮装売買等を行っ 

た。 

 

（嫌疑者）会社役員 

18.7.19（大阪地裁） 

  懲 役 2 年  

  （執行猶 予 4年） 

  罰 金  200 万円 

  追徴金 約  4,924 万円 

（確定） 

78 18.2.10 証取法 第 158条 

同法 第 197条第 

１項第 7号 

（風説の流 布 

及び偽計） 

㈱ライブドアマーケティングは 、 ㈱ライブ 

ドアマーケティング株式の売買のため 及 

び同社の株価の高値形成を図る目的を も 

って、虚偽の事実を公表した。 

 

（嫌疑者）当該会社 

     当該会社子会社 

     当該会社代表取締役 

     当該会社役員（２名） 

     会社役員 

19.3.16（東京地裁） 

 同社代表取締役 

  懲 役 2 年  6 月 

公判係属中（東京高裁） 

19.3.22（東京地裁） 

 同社役員Ａ 

  懲 役 1 年  8 月 

公判係属中（東京高裁） 

同社役員Ｂ 

  懲 役 1 年  6 月 

  （執行猶 予 3年） 

（確定） 

 会社役員 

  懲 役 1 年  6 月 

  （執行猶 予 3年） 

（確定） 

19.3.23（東京地裁） 

 当該会社 

  罰 金 2 億  8,000 万円 

 同社子会社 

  罰 金  4,000 万円 

（確定） 

 

79 18.2.22 証取法 第 166条 

第 3 項等 

（内部者取引 ）  

㈱東北エンタープライズが民事再生手 続 

開始の申立てを行うこ と （重要事実 ） を知 

り、公表前に同社株券を売り付けた。 

 

（嫌疑者）当該会社社員 

18.9.19（仙台地裁） 

  懲 役 1 年  2 月 

  （執行猶 予 3年） 

  罰 金  60 万 円 

  追徴金 約  429 万円 

（確定） 
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80 18.2.22 証取法 第 166条 

第 1項 第 1号等 

（内部者取引 ）  

㈱東北エンタープライズが民事再生手 続 

開始の申立てを行うこ と （重要事実 ） を知 

り、公表前に同社株券を売り付けた。 

 

（嫌疑者）当該会社社員 

18.8.11（福島地裁） 

  懲 役 1 年  2 月 

  （執行猶 予 3年） 

  罰 金  80 万 円 

  追徴金 約  345 万円 

（確定） 

81 18.2.22 証取法 第 166条 

第 1項 第 1号等 

（内部者取引 ）  

 

 

 

㈱東北エンタープライズが民事再生手 続 

開始の申立てを行うこ と （重要事実 ） を知 

り、公表前に同社株券を売り付けた。 

 

（嫌疑者）当該会社社員 

18.8.11（福島地裁） 

  懲 役  10 月  

 （執行猶 予 3年） 

  罰 金  30 万 円 

  追徴金 約  124 万円 

（確定） 

82 18.3.13 証取法 第 197条 

第 1項 第 1号等 

（虚偽の有 価 

証券報告書 の 

提出） 

㈱ライブドアは 、 売上計上の認められない 

自社株売却益の売上高への計上等により、 

虚偽の記載をした有価証券報告書を提出。 

 

（嫌疑者）当該会社 

     当該会社代表取締役 

     当該会社役員（３名） 

     会社役員 

19.3.16（東京地裁） 

 同社代表取締役 

  懲 役 2 年  6 月 

（注）78 号事件と一括審理 

公判係属中（東京高裁） 

19.3.22（東京地裁） 

 同社役員Ａ 

  懲 役 1 年  8 月 

公判係属中（東京高裁） 

 同社役員Ｂ 

  懲 役 1 年  6 月 

  （執行猶 予 3年） 

（確定） 

 会社役員 

  懲 役 1 年  6 月 

  （執行猶 予 3年） 

（確定） 

（注）いずれも 78 号事件と一括 

審理 

 同社役員Ｃ 

  懲 役 1 年  

  （執行猶 予 3年） 

（確定） 

19.3.23（東京地裁） 

 当該会社 

  罰 金 2 億  8,000 万円 

（注）78 号事件と一括審理 

（確定） 

83 18.3.30 証取法 第 197条 

第 1項 第 1号等 

（虚偽の有 価 

証券報告書 の 

提出） 

公認会計士や監査の実質的責任者とし て 

㈱ライブドアの監査業務を行った際 、 売上 

計上の認められない自社株売却益を売 上 

高への計上等により 、 虚偽の記載をした有 

価証券報告書を提出。 

 

（嫌疑者）公認会計士（２名） 

19.3.23（東京地裁） 

 公認会計士Ａ 

  懲 役  10 月  

 公認会計士Ｂ 

  懲 役 1 年  

  （執行猶 予 4年） 

いずれも公判係属中（東京 高 

裁） 
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84 18.5.30 証取法 第  166条 

第 1項 第 1号 等 

（内部者取引 ）  

ア ラ イド テレシス ㈱ が 株式 の分 割 を 行う こ 

と （重要事実 ） を知り 、 公表前に同社株券を 

買い付けた。 

 

（嫌疑者）当該会社役員等 

18.11.28（さいたま地裁） 

 同社役員同居人 

  懲 役 1 年  2 月 

  （執行猶 予 4年） 

  追徴金 約  452 万円 

 同社役員同居人の実妹 

  懲 役 1 年  

  （執行猶 予 4年） 

  追徴金 約  435 万円 

（いずれも確定） 

19.3.20（さいたま地裁） 

 同社役員 

  懲 役 1 年  6 月 

  （執行猶 予 5年） 

  罰 金  100 万円 

  追徴金 約  1,089 万円 

（確定） 

 同社役員実子 

  懲 役 1 年  2 月 

  （執行猶 予 4年） 

  罰 金  50 万 円 

  追徴金 約  1,532 万円 

いずれも公判係属中（東京高裁） 

85 18.6.22 証取法 第  167条 

第 3 項等 

（内部者取引 ）  

㈱ ラ イブ ドアが㈱ ニ ッ ポン 放送 の 総 株主 の 

議 決 権数 の百分の 五 以 上の 株券 等 を 買い 集 

める旨の公開買付に準ずる行為の実 施 （重要 

事実 ） を知 り 、 公表前に 同 社株券を買い付け 

た。 

 

（嫌疑者）会社役員等 

86 18.7.25 証取法 第  166条 

第 3 項等 

（内部者取引 ）  

㈱西松屋チェーン 他 4社が株式分割を行うこ 

と （重要事実 ） を知り 、 公表前に同社株券を 

買い付けた。 

 

（嫌疑者）新聞社社員 

18.12.25（東京地裁） 

新聞社社員 

懲 役 2 年  6 月  

（執行猶 予  4 年） 

罰 金  600 万 円  

追徴金 約 1億  1,674 万円 

（確定） 

19.7.19（東京地裁） 

会社役員 

懲 

19.7.31（東京高裁） 

同社役員実子 

控訴棄却 

役 2年   

罰 金  300 万 円  

罰 金３億円 

追徴金 約 11億 4,900 万円 

上記役員の会社 

87 18.8.3 証取法 第  166条 

第 1項 第 1号 等 

（内部者取引 ）  

㈱ ピ ーシ ーデポコ ー ポ レー ショ ン が 株式 分 

割を行うこ と （重要事実 ） 、 ㈱オーエー ・ シ 

ステ ム ・ プラザが㈱ピーシーデポコーポレー 

ションと業 務 提携を行う こ と（重要事実 ） 、 

及び㈱オーエ ー ・ システ ム ・ プラザが 株 式を 

発行するこ と （重要事実 ） を知り 、 公表前に 

同社株券を買い付けた。 

 

（嫌疑者）当該会社社員 

公判係属中（横浜地裁） 



─ 145 ─

事件 告発年月日 関係条文 事  件  の  概  要 判     決 

88 18.10.20 証取法 第  166条 

第 1項 第 1号 等 

（内部者取引 ）  

㈱ＩＭＪが株式分割を行うこと（重要事実） 

を知り、公表前に同社株券を買い付けた。 

 

（嫌疑者）当該会社顧問 

19.1.16（東京地裁） 

同社顧問 

懲 役 2 年 

（執行猶 予  3 年） 

罰 金  200 万 円  

追徴 金  1,675 万円 

（確定） 

89 19.2.5 証取法 第  166条 

第 1項 第 1号 等 

（内部者取引 ）  

㈱セイクレストが株式分割を行うこ と （重要 

事実 ） を知 り 、 公表前に 同 社株券を買い付け 

た。 

 

（嫌疑者）当該会社社員 

     会社役員 

     会社社員 

19.6.22（大阪地裁） 

 同社社員 

  懲 役 2 年  6 月 

  （執行猶 予 4年） 

  罰 金  200 万円 

  追徴 金  6,000 万円 

90 19.2.6 証取法 第  197条 

第 1項 第 1号 等 

（虚偽の有 価 

証券報告書 の 

提出） 

サンビシ㈱は 、 連結子会社があるにも関わら 

ずこれがないとする等の 、 虚偽の記載をした 

有価証券報告書を提出。 

 

（嫌疑者）当該会社 

     当該会社社長 

     当該会社役員 

19.5.7（名古屋地裁） 

 同社社長 

  懲 役 1 年  6 月 

  （執行猶 予 4年） 

 同社役員 

  懲 役 1 年  

  （執行猶 予 3年） 

（いずれも確定） 

91 19.2.26 証取法 第  166条 

第 1項 第 1号 等 

（内部者取引 ）  

㈱ セ イク レストが 経 常 利益 及び 純 利 益の 予 

想値の修正を行うこと（重要事実）を知り、 

公表前に同社株券を買い付けた。 

 

（嫌疑者）当該会社社員 

     会社役員 

19.6.22（大阪地裁） 

 同社社員 

  懲 役 2 年  6 月 

  （執行猶 予 4年） 

  罰 金  200 万円 

  追徴 金  6,000 万円 

（注）89 号事件と一括処理 

92 19.2.26 証取法 第  166条 

第 3 項等 

（内部者取引 ）  

㈱セイクレストが株式分割を行うこ と （重要 

事実 ） を知 り 、 公表前に 同 社株券を買い付け 

た。 

 

（嫌疑者）当該会社社員の知人 

 

19.5.9（大阪地裁） 

  懲 役 1 年  

  （執行猶 予 3年） 

  罰 金  80 万 円 

  追徴金 約  533 万円 

（確定） 

（確定） 

（確定） 

93 19.3.27 証取法 第  159条 

第 1項 第 1号 等 

（相場操縦） 

㈱ ビ ーマ ップの株 価 を 高騰 させ る こ とを 目 

的とした買上がり買付け 、 仮装売買等を行っ 

た。 

 

（嫌疑者）会社役員等（７名） 

公判係属中（大阪地裁） 
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事件 告発年月日 関係条文 事  件  の  概  要 判     決 

94 19.5.29 証取法 第  166条 

第 1項 第 4号 等 

（内部者取引 ）  

ホ ー マッ ク㈱及び ㈱ カ ーマ が、 ホ ー マッ ク 

㈱ 、 ㈱カーマ及びダイキ㈱による共同持株会 

社を設立するために株式移転を行うこ と （重 

要事実 ） を 知 り 、 公表前 に 同社株券を買い付 

けた。 

 

（嫌疑者）会社役員 

 

公判係属中（札幌地裁） 

95 19.6.4 証取法 第  166条 

第 3 項等 

（内部者取引 ）  

ホ ー マッ ク㈱が㈱ カ ー マ及 びダ イ キ ㈱と 共 

同 持 株会 社を設立 す る ため に株 式 移 転を 行 

うこ と （重要事実 ） を知り 、 公表前に同社株 

券を買い付けた。 

 

（嫌疑者）会社役員 

公判係属中（札幌地裁） 

96 19.6.7 証取法 第  166条 

第 1 項等 

（内部者取引 ）  

㈱伊藤園ほ か  17社が株式分割を行うこ と （重 

要事実 ） を 知 り 、 公表前 に 同社株券を買い付 

けた。 

 

（嫌疑者）印刷会社社員 

     印刷会社社員の親族（６名） 

公判係属中（秋田地裁） 

97 19.6.25 証取法 第  159条 

第 1項 第 1号 等 

（相場操縦） 

川 上 塗料 ㈱の株価 を 高 騰さ せる こ と を目 的 

と し た買 上がり買 付 け 、仮 装売 買 等 を行 っ 

た。 

 

（嫌疑者）無職 

会社役員 

公判係属中（さいたま地裁） 

98 19.6.28 証取法 第  159条 

第 2項 第 2号 等 

（相場操縦） 

川 上 塗料 ㈱の株取 引 を 誘引 する 目 的 をも っ 

て 、 同株券の相場が自己又は他人の操作によ 

って変動する旨の情報を流布した。 

 

（嫌疑者）無職 

公判係属中（さいたま地裁） 
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犯
則
事
件
の
調
査
の
流
れ
 

資 料 ・ 情 報 の 収 集 ・ 検 討  

基 礎 調 査  

本 格 調 査  

強 制 調 査  

告 発  

地 検 に よ る 起 訴  

・ 発 行 者 の 開 示 情 報  

・ 報 道  

・ 電 話 、 文 書 、 イ ン タ ー ネ ッ ト を 通 じ た 一 般 か ら の 情 報  

・ 嫌 疑 者 の 属 性 確 認  

・ 資 金 の 流 れ の 解 明  

・ 株 取 引 の 解 明  

・ 物 件 の 領 置  

・ 嫌 疑 者 、 参 考 人 の 取 調 べ  

・ 嫌 疑 者 、 参 考 人 の 取 調 べ  
・ （ 地 検 に よ る 逮 捕 ）  

・ 差 押  

・ 捜 索  

問
題
事
案
 

の
認
識
 

任 意 調 査  ※ 強 制 調 査 実 施 後 に  
　 開 始 の 場 合 あ り  

… … 多 く の 場 合 、 地 検 と 合 同  

（参 考） 
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14年７月 
～ 

15年６月 

15年７月 
～ 

16年６月 

16年７月 
～ 

17年６月 

17年７月 
～ 

18年６月 

18年７月 
～ 

19年６月 

30 26 17 39 43

― ― 9 14

― 

― 

― ― 1 1

30 25 17 29 28

証券監視委の行った 
検 査  に  基 づ  く  勧  告 11 9 5 10 13

財  務  局  長  等  の  行  っ た 
検 査  に  基 づ  く  勧  告 19 16 12 19 15

0 2 1 0 0

区  分 

勧 告 件  数 

証 券 会 社  等  の  検  査 
結  果  に  基  づ  く  勧  告 

犯 則 事 件  の  調  査 
に  基 づ  く  勧  告 

課徴金納 付 命 令 に 関 す る 勧 告 

訂正報告書等 の 提出命令 に 関 
す る 勧告 

２－３　勧告実施状況

１　勧告実施件数一覧表

（注）平成15・平成16検査事務年度の勧告は、検査に基づく勧告と犯則事件の調査に基づく勧

告を併せて行ったので、勧告合計と内訳は一致しない。
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２　勧告件数（法令違反等の内容別）

（1）課徴金納付命令

不公正取引（18年７月～19年６月）９件

開示書類の虚偽記載（18年７月～19年６月）５件

（2）訂正報告書等の提出命令

開示書類の虚偽記載（18年７月～19年６月）１件

（3）証券検査
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（注１）１件の勧告で複数の法令違反等の指摘を行う場合があるため、勧告件数とは一致しない。

（注２）上記のほかに、内部管理上の問題として勧告を行っている。
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3 勧告事案の概要一覧表

（1）課徴金納付命令に関する勧告（不公正取引）
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不
公
正
取
引
に
係
る
課
徴
金
調
査
の
流
れ
 

問
題
事
案
 

の
認
識
 

金
融
庁
に
お
け
る
手
続
 

基 礎 調 査  

本 格 調 査  

内 閣 総 理 大 臣 及 び 金 融 庁 長  

　 官 に 対 す る 勧 告  

審 判 手 続  

課 徴 金 納 付 命 令  

資 料 ・ 情 報 の 収 集 ・ 検 討  

・ 事 件 関 係 人 の 状 況 把 握  

・ 資 金 の 流 れ の 解 明  

・ 株 取 引 状 況 の 解 明  

・ 事 件 関 係 人 ・ 参 考 人 の 質 問 調 査  

・ 事 件 関 係 人 の 営 業 所 等 へ の 立 入 検 査  

・ 課 徴 金 納 付 命 令 対 象 者 が 違 反 事 実 に つ い て  

争 う 場 合 に 、 公 正 ・ 中 立 な 審 判 官 に よ る 審 判  

が 開 か れ る 。  

・ 他 の 部 署 か ら の 情 報  

・ 報 道  

・ 一 般 か ら の 情 報 受 付  

（参 考） 
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（2）課徴金納付命令に関する勧告（開示書類の虚偽記載）
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（3）訂正報告書等の提出命令に関する勧告
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開
示
検
査
の
流
れ
 

金
融
庁
に
お
け
る
手
続
 

問
題
事
案
 

の
認
識
 

審 判 手 続  

課 徴 金 納 付 命 令  

課
徴
金
納
付
命
令
勧
告
 

・ 課 徴 金 納 付 命 令 対 象 者 が 違 反 事  

実 に つ い て 争 う 場 合 に 、 公 正 ・ 中  

立 な 審 判 官 に よ る 審 判 が 開 か れ る 。  

基 礎 調 査  

本 格 調 査  

内 閣 総 理 大 臣 及 び 金 融 庁 長  

官 に 対 す る 勧 告  

資 料 ・ 情 報 の 収 集 ・ 検 討  

・ 取 引 等 の 状 況 把 握  

・ 開 示 書 類 の 内 容 等 の 調 査  

・ 開 示 書 類 提 出 者 等 の 検 査  

・ 関 係 者 ・ 参 考 人 等 か ら の 資 料 収 集  

・ 発 行 体 の 開 示 情 報  

・ 報 道  

・ 一 般 か ら の 情 報 受 付  

訂 正 報 告 書 等  

提 出 命 令  

訂
正
報
告
書
等
提
出
命
令
勧
告
 

（参 考）
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一 
連 
番 
号 

勧告実 施 
年月 日 
（区分） 

1 18.7 .7 ○ 
（関東） 

（1） 
業務改善命 令 
･ 

･ 

･ 

（2） 

2 18.9 .15 ○ 

業務改善命 令 
･ 

○ 

･ 

･ 

（平成18年７月～19年６月末） 

　売買審査業務に係る不 備 

　証券会員制法人札幌証券取引所は、その開設する取引所有価証券市 場 
における有価証券の売買の審査について、審査対象取引の抽出基準等 の 
具体的な監視及び審査基準を定めていないほか、立会時間内の売買監 視 
及び立会内取引終了後の売買審査も不十分であるなど、多数の不備が 認 
められた 。 

　システムリスク管理態勢の不 備 

　証券会員制法人札幌証券取引所は、システムリスクに関する認識が 不 
十分であり、全所的なリスク管理の基本方針が策定されておらず、清 算 
系システムに係る適切なリスク管理態勢が確立されていない 。 

具体的な再発防 止 
策の策定を含む 内 
部管理体制の見 直 
しを図るとと も 
に、責任の所在 を 
明確化するこ と 
法令等遵守に係 る 
経営姿勢を明確 に 
するこ と 
全役職員に対す る 
「法令等遵守の 徹 
底」に係る研修 等 
を実施し、周知 徹 
底を図るこ と 

上記の実施状況 を 
書面で報告する こ 
ととし、当分 の 
間、四半期ごと に 
書面で報告する こ 

勧告の対象となった法令違反等の内 容 

　顧客に交付すべき書面の未交付 等 

行政処分等の内 容 

左記の各事項に つ 
いて、その発生 原 
因や問題点等に つ 
いて分析、検証 を 
行った上で、具 体 
的かつ実効性の あ 
る改善策を講じ る 
こ と 

法人に対する処 分 

その他、必要と 認 
める措置を講じ る 
こ と 

会社に対する処 分 

と 

　ジェイトレード株式会社は、平成13年９月４日を基準日とする関
東財務局長による検査（以下「前回検査」という。）において、「イ
ンターネット閲覧会員」に対する契約締結前の交付書面（以下「14
条書面」という。）、契約締結時に交付する書面（以下「15条書面」
という。）及び契約を締結している顧客に対し交付すべき書面（以
下「16条書面」という。）を作成・交付していないことについて指
摘を受け、平成14年１月18日付で関東財務局長へ提出した改善報告
書において今後、必要な記載事項を満たした書面を交付していくと
していたが、検査基準日現在において契約を締結している同会員87
名全員に対し14条書面を交付しておらず、また、平成17年７月１日
から12月31日までにおける同会員61名全員に対し交付すべき16条書
面についても交付していなかった。 
　また、検査基準日現在において契約を締結している同会員87名全
員に対し交付すべき15条書面については、必要な記載事項の多くを
記載しないまま交付していた。 
　ジェイトレード株式会社は、前回検査において、「特別情報会員」
に交付した15条書面に必要な記載事項の一部を記載していないこと
について指摘を受け、改善報告書において、今後、必要な記載事項
を満たした書面を交付していくとしていたが、検査基準日現在にお
いて契約を締結している同会員234名全員に対し交付すべき15条書
面について、前回検査において指摘を受けた事項を含む必要な記載
事項の一部を記載していなかったほか、「報酬の額」について事実
に反する記載を行ったまま交付していた。 
　また、前回検査において、同会員に16条書面を作成・交付してい
ないことについても指摘を受け、改善報告書において、今後、必要
な記載事項を満たした書面を交付していくとしていたが、平成17年
７月１日から12月31日までにおける同会員201名全員に対し交付す
べき16条書面について、必要な記載事項の一部を記載しないまま交
付していた。 
　さらに、検査基準日現在において契約を締結している同会員234
名全員に対し交付すべき14条書面についても、必要な記載事項の一
部を記載しないまま交付していた。 

（3）証券検査に基づく勧告

（凡例）◎は、会社等及び役職員が勧告の対象となったもの。

○は、会社等が勧告の対象となったもの。

・は、役職員が勧告の対象となったもの。

なお、勧告の公表を控える場合がある。

区分欄は、検査を実施した財務局等の略称（表示の無いものは証券監視委の検査）。
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一 
連 
番 
号 

勧告実 施 
年月 日 
（区分） 

（東海） 

勧告の対象となった法令違反等の内 容  行政処分等の内 容 

3 18.9 .15 ○ 

業務改善命 令 
･ 

○ 

･ 

･ 

4 18.10 . 3 ○ 

登録の取 消 

○ 

○  　著しく事実に相違する表示等のある広告をする行 為 

　顧客からの金銭の預託の受入 れ 

　ＯＥＳＬ投資顧問株式会社は、平成 18年３月 24日から８月 17日まで の 
間において、顧客６名に対し、契約に基づく助言を行うに当たり、当 社 
が実際には行う意思がない資金運用の話を延べ14回にわたって持ちか 
け、計42,560千円の金銭の預託を受けた。 

　売買審査業務に係る不 備 

　証券会員制法人福岡証券取引所は、その開設する取引所有価証券市 場 
における有価証券の売買の審査について、「重要事実等が公表された 銘 
柄の売買」は「値段又は取引高の変動の状況が不自然な銘柄の取引」 と 
して抽出される中に十分に網羅されているものと誤認し、「重要事実 等 
が公表された銘柄の売買」についての具体的な審査基準等を定めてお ら 
ず、その審査を行っているとは認められない 。 

　システムリスク管理態勢の不 備 

　証券会員制法人福岡証券取引所は、システムリスクに関する認識が 不 
十分であり、全所的なリスク管理の基本方針が策定されておらず、清 算 
系システムに係る適切なリスク管理態勢が確立されていない 。 

　ＯＥＳＬ投資顧問株式会社は、平成 18年６月 23日から８月２日まで の 
間において、顧客４名に対し、投資顧問契約に基づく助言を行うに当 た 
り、当社が当時助言銘柄としていた株式について、実際には取得させ る 
意思がないにもかかわらず、当社を相手方とした買付けを行うことを 延 
べ６回にわたって勧誘し、計４銘柄12千株約7,550千円の株式の売買契 
約を締結し、7,512千円を受領した。 
　また、当社は、平成 18年７月 26日から８月３日までの間において、 顧 
客２名から上記により売買契約を締結した株式について当社を相手方 と 
した売付けの申込みを受け、計３銘柄5,500株約3,163千円の株式の売買 
契約を締結し、同年７月26日から同年８月16日までの間に2,460千円を 
支払った 。 

　顧客を相手方とした証券取引行 為 

法人に対する処 分 

その他、必要と 認 
める措置を講じ る 
こ と 
上記の実施状況 を 
書面で報告する こ 
ととし、当分 の 
間、四半期ごと に 
書面で報告する こ 
と 

会社に対する処 分 

　ＯＥＳＬ投資顧問株式会社は、契約の締結の勧誘を目的に、電話帳 等 
から無作為に抽出した多数の者（以下「見込客」という。）に架電し 、 
当社の概要及び行っている投資顧問業の内容に加え、助言実績等を記 載 
した資料（以下「広告物」という。）の送付の諾否を確認し、承諾を 得 
た見込客に対し、広告物を郵送等により配付している 。 
　しかし、当該広告物について、平成 18年７月 13日以降、当社は、助 言 
を行ったことがない株式について、「当社のリサーチにより業績回復 予 
想をたて、平成 18年１月 30日に買推奨を行い、４月 28日に売推奨を行 っ 
ており、その間の値上がり率が 26％となっている」旨の、あたかも助 言 
を行ったかのような著しく事実に相違する表示で、かつ、助言内容に つ 
いて当社が行った助言に従えば 26％の利益が得られたかのように顧客 を 
著しく誤認させるような表示のある広告物を作成し、 57名の見込客に 配 
付した 。 

左記の各事項に つ 
いて、その発生 原 
因や問題点等に つ 
いて分析、検証 を 
行った上で、具 体 
的かつ実効性の あ 
る改善策を講じ る 
こ と 



─ 160 ─

一 
連 
番 
号 

勧告実 施 
年月 日 
（区分） 

勧告の対象となった法令違反等の内 容  行政処分等の内 容 

5 18.10 .12 ○ 

業務改善命 令 
･ 

･ 

･ 

6 18.10 .20 ◎ 
（関東） 

業務改善命 令 
･ 

･ 

･ 

･ 

･  職務停止８週 間 

7 18.11 .22 ◎ 

業務停止命 令 
･ 

外務員に対する処 分 

本件米国債の処 理 
に関する事実関 係 
を明らかにする と 
ともに、当該処 理 
に係る経営陣の 関 
与や運用の外部 委 
託先及び受託銀 行 
（業務の委託先 を 
含む。）との関 係 
を含めた業務運 営 
上の問題点を明 確 
にした上で、実 効 
性のある再発防 止 
策を策定するこ と 

社内検査体制の 充 
実・強化のため の 
方策を講じるこ と 

内部管理体制の 見 
直しを図り、法 令 
違反の根絶に向 け 
た再発防止策（ 具 
体的達成方法、 達 
成時期及び社内 規 
程等の整備や全 職 
員に対する法令 遵 
守の徹底を図る た 
めの措置を含む。） 
を講じること 

姫路支店の業務 の 
うち証取法第166
条の規制の対象 と 
なる有価証券の 売 
買に係る受託業 務 

会社に対する処 分 
　大和証券株式会社姫路支店投資銀行業務担当課長代理（以下「課長 代 
理」という。）は、その業務に関し、Ａ社及びＡ社役員により行われ た 
Ａ社株式に係る内部者取引のうち、Ａ社役員による平成 17年 10月４日 及 
び６日の当社姫路支店に開設されたＢ社名義口座での計２回、1,500株 
の買付注文について、以下の事情から、証券取引法第166条第１項の規 
定に違反するおそれのあることを認識していたにもかかわらず、委託 注 

法令等遵守に係 る 
経営姿勢を明確 に 
するこ と 

法令等遵守に係 る 
経営姿勢の明確 化 
を図るこ と 

会社に対する処 分 

会社に対する処 分 

今般の法令違反 行 
為の責任の所在 を 
明確化するこ と 

内部管理態勢の 見 
直しを図るこ と 

　安田投信投資顧問株式会社は、自社で設定をし、その運用を外部委 託 
している投資信託において、当該外部委託先が、平成 17年９月 28日、 本 
件投資信託の信託財産として物価連動型米国債を買い付けた際に、受 託 
事務を取り仕切る再委託先の信託銀行において当該債券を投資信託協 会 
が規定する方法で計理処理できないことが判明したことから、10月５ 
日、当該債券の買付けをキャンセルするよう運用の外部委託先に対し て 
指示した。当該指示を受けて、同日、当該外部委託先が当該債券の反 対 
売買を行い、その結果 、 12,578.12米ドルの売却損が生じたところ、当 
社は、 12月 27日になって、自社において補てんすべきであった当該損 失 
をあえて本件投資信託における損失として計上し、その結果、本件投 資 
信託を主要な投資対象としている投資信託の受益者に相応の損失を被 ら 
せた 。 

　日本アジア証券株式会社エクイティ営業部歩合外務員は、その業務 に 
関し、平成 15年 12月 25日、同 16年４月 27日及び同月 28日に、複数の顧 客 
との間で、株式の売買の受託につき、顧客の個別の取引ごとの同意を 得 
ないで、売買の別、銘柄、数又は価格の全部について定めることがで き 
ることを内容とする契約を締結した上で、平成 15年 12月 26日から平成 18
年３月 17日までの間、取引を執行した 。 

　内部者取引のおそれのあることを知りながら顧客の有価証券の 売 
買の受託をする行 為 

　物価連動型米国債の約定処理に係る忠実義務違 反 

　取引一任勘定取引の契約を締結する行 為 
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一 
連 
番 
号 

勧告実 施 
年月 日 
（区分） 

勧告の対象となった法令違反等の内 容  行政処分等の内 容 

･  代表取締役社 長 
登録取消 し 
･  取締役営業本部 長 
職務停止２ 年 

13

12
つづき 

19 .2 .14 ○ 

業務停止命 令 
･ 

業務改善命 令 
･ 

 
 
○　過大収入及び過少費用の計上 
　投資法人の資産として取得を予定していた物件において投資法人が収受す 
ることとなる水道光熱費や投資法人が支出することとなる建物維持管理費等 
について、当社が最新のデータを不動産鑑定業者に提示することを失念した 
ことから、価格時点において算出されるべき数値と乖離した古い時点の実績 
値に基づいた数値によって計算され、当該鑑定評価書において算定された鑑 
定評価額によって投資法人の資産として物件を取得していた。 
　また、投資法人の資産として取得を予定した物件において、取得の前後に 
おいて袖看板の設置箇所が減少することとなるにもかかわらず、当該事実を 
不動産鑑定業者に告げなかったことから、当該事実が反映されないまま当該 
物件の鑑定評価が行われ、当該鑑定評価書において算定された鑑定評価額に 
よって投資法人の資産として物件を取得していた。 
 
○　フリーレントを反映しない収入の過大計上 
　投資法人の資産として取得を予定していた物件において入居テナントとの 
間でフリーレント期間（物件所有者が入居テナントに付与する無賃料期間）が 
ある旨を定めていたにもかかわらず、当社が当該事実を不動産鑑定業者に告 
げなかったことから、当該事実が反映されないまま当該物件の鑑定評価が行 
われ、当該鑑定評価書において算定された鑑定評価額によって投資法人の資 
産として物件を取得していた。 
（注）上記はいずれも不動産の鑑定評価を依頼した業者に対する資料の提示 
　　等が適切に行われなかった事例であるが、実際の鑑定評価に当たっては、 
　　当社が提示した資料に基づいて算出した収益還元価格に加え、その他の 
　　方法によって算出した価格も踏まえて鑑定評価額が算定されるケースも 
　　あるため、最終的な鑑定評価額には影響を与えなかった例もある。 

･ 

･ 

･  上記に関する業 務 
改善計画を書面 で 
提出し、直ちに 実 
行するこ と 

特に、投資法人 の 
運用資産の取得 ・ 
運用に際しては 、 
適切な鑑定評価 額 
に基づいた物件 取 
得を行うため、 鑑 
定業者へ提供す る 
資料の適切性や 、 
当該資料の鑑定 評 
価への反映状況 に 
ついてチェック 等 
を行う態勢を構 築 
することを含め 、 
具体的な再発防 止 
策を策定するこ と 
今般の検査結果 を 
踏まえ、経営陣 を 
含めた責任の所 在 
の明確化を図る こ 
と 

で報告すること 。 
また、その実施 状 
況を当分の間３ ヶ 
月ごとに書面で 報 
告するこ と 

外務員に対する処 分 

　投資法人資産運用業に係る善管注意義務違 反 

○ 　金融先物取引について生じた顧客の損失の一部を補てんするた め 
財産上の利益を提供する行 為 

　インタープラスト株式会社は、顧客から平成 17年７月 13日から 10月 ４ 
日までの間に行った外国為替証拠金取引について生じた損失について 、 
「当社による不招請勧誘等により発生したものである」として約168万 
円の支払いを請求された。これに対し、当社は、社内調査の結果顧客 が 
主張するような法令等違反行為の事実は認められなかったにもかかわ ら 
ず、最終的には顧客の請求に応じ当社における外国為替証拠金取引に つ 
き発生した損失の一部を補てんするため金銭を支払うことを決定し、 平 
成 17年 11月９日、 84万円を支払った 。 

会社に対する処 分 

　投資法人の資産として取得を予定していた物件の前所有者が既に収受して 
いた敷金償却収入（入居テナントから預託を受けた敷金のうち返還不要のも 
の）や投資法人の収入とならない自動販売機の設置料収入について、投資法 
人が物件を取得した後に当該収入があるかのように誤認させる情報を不動産 
鑑定業者に提示し、当該収入があるものとして見積もられた鑑定評価書のチ 
ェックを行わなかったことから、当該鑑定評価書において算定された鑑定評 
価額によって投資法人の資産として物件を取得していた。 

投信法第 42条第 １ 
項第１号イに基 づ 
く新たな資産運 用 
委託契約の締結 の 
禁止３か 月 

投資信託委託業 者 
として、公正か つ 
適切な業務運営 を 
実現するため、 法 
令等遵守に係る 経 
営姿勢の明確化、 
経営陣による責 任 
ある法令等遵守 態 
勢及び内部管理 態 
勢の構築、並 びに、 
これらを着実に実 
現するための業務 
運営方法の見直し 
を図ること 

　株式会社ダヴィンチ・セレクトは、ＤＡオフィス投資法人との間で 締 
結した資産の運用に係る委託契約に基づき行っている当該投資法人の 資 
産の運用において、当該資産に組み入れる不動産の取得時に行うべき 資 
産の評価手続き等の際に、鑑定を依頼した不動産鑑定業者に対し適切 な 
資料を提示しなかっただけでなく、適切な資料を提示しなかったこと に 
よって算定された鑑定評価の内容を確認しなかったことなどから、誤 っ 
た鑑定評価内容が看過され、結果として過大に算定された鑑定評価額 を 
基に投資法人の資産の取得を行うなどしていた 。 

（補足説明 ） 

○　収入とすることができない敷金償却収入等の計上 
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一 
連 
番 
号 

勧告実 施 
年月 日 
（区分） 

勧告の対象となった法令違反等の内 容  行政処分等の内 容 

14 19.2 .19 ・ 

･  職務停止３週 間 

15 19.3 .23 ◎ 

業務改善命 令 
･ 

･ 

･ 

･  未 定 

16 19.4 .27 ○ 　顧客のための証券取引行 為 
（関東） 

業務停止命 令 
･ 

業務改善命 令 
･ 

･ 

･ 

　著しく不適当な引受価額での引受 け 

法令遵守に関す る 
経営管理態勢の 改 
善を図るこ と 

今般の法令違反 行 
為の責任の所在 を 
明確化するこ と 

外務員に対する処 分 

外務員に対する処 分 
（他社の外務員登 録 
に関するもの ） 

　有価証券の売買その他の取引に関し、虚偽の表示をし又は重要 な 
事項につき誤解を生ぜしめるべき表示をする行 為 

法令遵守に関す る 
経営管理態勢の 改 
善を図るこ と 
引受業務審査体 制 
の充実・強化を 図 
るとともに、再 発 
防止策を策定し 、 
役職員に周知徹 底 
するこ と 

会社に対する処 分 

投資顧問業に係 る 
全業務の停止６ か 
月 

再発防止策を策 定 
し、役職員に周 知 
徹底するこ と 

　野村證券株式会社京都支店資産管理一課長は、平成 17年 10月から平 成 
18年４月までの間、仕組債の買付勧誘をするに際し、 10顧客（買付件 数 
13件）に対し、当該債券の元本き損リスクという重要な事項につき、 虚 
偽の表示をし又は誤解を生ぜしめるべき表示による説明を行った 。 

会社に対する処 分 

今般の法令違反 行 
為の責任の所在 を 
明確化するこ と 

　エイチ・エス証券株式会社の公開引受部長（当時）は、Ａ社の新規上
場の際の株式公募及び当社によるＡ社の主幹事会社としての引受けに関
して、Ａ社との交渉を取り仕切っていたところ（当該引受けに関しては
、Ａ社の代表取締役社長の意向を受けて、従前関与していた当社引受審
査部の社員は引受審査手続から外されており、実質的には、同人が単独
で引受審査を行うとともに、Ａ社との間での公募価格・引受価額等に関
する交渉を取り仕切っていたことが認められるところ）、同人は、Ａ社
代表取締役社長が「公募価格は、時価総額100億円となる価格が妥当と
考えている」、「当社からは、公募価格としてより高い金額を従前から
提示されてきており、価格引下げには応じられない」、あるいは、｢公
募価格は、最低でも、Ａ社が従前発行していたストックオプションの行
使価額を上回らなければならない｣旨主張してくる中で、上場公募時の
有価証券届出書に記載される想定公募価格（発行価格）を設定する際に
、「引受実績を作るという観点からしても、この段階で主幹事からおり
るべきではない」と考え、Ａ社の上場公募における主幹事会社たる地位
を維持するべく、当該想定公募価格（発行価格）を、当社算定のＡ社株
式の理論価格（当該理論価格は、算定の際に用いられた1株当たりの予
想純利益（予想EPS）が、当社がその引受審査において十分に策定根拠
の妥当性について検証していない利益計画に基づき算出されたものであ
ることからして、少なくとも不当に低いものではないものと評価される
。）を著しく上回る金額（当該金額はＡ社が従前発行していたストック
オプションの行使価額を若干上回る金額となっている。）とすることに
同意した。 
　その後、当社は、Ａ社とともに、機関投資家に対してプレヒアリング
を行い、その際、機関投資家は「望ましいと思われる公募価格」を提示
してきているところ、当該価格は、上記の想定公募価格に沿う形でより
高い価格に誘導され、かつ、これにより、プレヒアリングの結果を踏ま
えて設定されたブックビルディングの仮条件もより高い価格帯に設定さ
れたものと認められる状況において、当社は、その取締役会において上
記理論価格を著しく上回る価額でＡ社公募株式の引受けを行うことを決
議し、その後、当該引受価額で引受けを行った。 

　ティーツー・キャピタル株式会社は、投資顧問契約を締結した顧客に
対し、契約に基づき未公開株式の価値等の分析に基づく投資判断に関す
る助言を行っている。 
　しかしながら、当社は、助言行為にとどまらず、未公開株式所有者が
当該株式の売却を希望した場合には、所有者に対し顧客を相手方とした
売付けの交渉を行う一方で、顧客に対し所有者を相手方とした買付けの
交渉を行い、両者間での売買契約を成立させるなど、投資顧問業の登録
を受けた平成12年７月17日から検査基準日である平成18年12月４日まで
の間において、顧客36名のために７銘柄130件の未公開株式の売買の媒
介を行っていた。 
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一 
連 
番 
号 

勧告実 施 
年月 日 
（区分） 

勧告の対象となった法令違反等の内 容  行政処分等の内 容 

① 
証券業につい て 
･ 

･ 

･ 

② 

18 19.5 .11 ・ 
（福岡 ） 

未 定 

19 19.5 .22 ◎ 
（近畿 ） 

業務停止命 令 
・ 

業務改善命 令 
･ 

･ 

　上記①のような状況の中で、当社監査役は、平成19年１月13日（土 
曜日）、当社備付けのシュレッダーを用いて、当社の証券業に関連す 
る書類を裁断した。 

　株式会社福岡銀行天神町支店課長代理は、平成 17年７月５日に顧客 と 
の間で、投資信託受益証券に係る取引の受託につき、顧客の個別の取 引 
ごとの同意を得ないで、投資信託受益証券の取得・売付けの別、銘柄 及 
び数の全部について定めることができることを内容とする契約を締結 し 
た上で、同日から平成 18年１月６日までの間、当該契約に基づき投資 信 
託受益証券に係る取引を執行した 。 

　外務員の職務に関する著しく不適当な行為（投資信託に係る取 引 
一任勘定取引契約の締結 ） 

　代表取締役社長による検査を拒む行 為 
　平成 19年１月 11日（木曜日）、東京プリンシパル証券株式会社 代 
表取締役社長は、委員会の検査官から、証券取引法、金融先物取 引 
法及び金融機関等による顧客等の本人確認等及び預金口座等の不 正 
な利用の防止に関する法律の規定に基づく検査を実施する旨の告 知 
を受けたが、今日は協力できない等として検査を拒んだ。主任検 査 
官は社長を説得し続けたが、社長はこれを拒み続けたため、検査 官 
はやむを得ず当社を退社した 。 
　その後当社は、「臨時株主総会を開催し、議決したものである。」 
として、同日、関東財務局長に対し、法定の公告等を行わないまま、 
「証券業の廃止届出書」を発送した。（翌１月12日に到達。） 
　翌１月 12日（金曜日）、検査官は、検査のため再び当社を臨店 し 
た。しかしながら、当社の店頭に休業とする旨の張り紙が貼り付 け 
られており、検査に着手することができなかった。（なお、前日、検 
査官が臨店した時は、当社より「翌日休業」との話はなかった。） 
　翌週の１月 15日（月曜日）、検査官は検査のため三たび当社を 臨 
店したが、社長は、対応する人間がいない等として検査を拒んだ 。 
主任検査官は社長を説得し続けたが、社長はこれを拒み続けたため、 
検査官はやむを得ず当社を退社した。 
　以上の状況であったことから、検査官は平成 19年１月 15日（月 曜 
日）まで検査に着手することができなかった 。 
　なお、翌１月 16日（火曜日）、検査官は四たび当社を臨店し、 検 
査を実施する旨を告知したところ、社長から、協力する旨の発言 が 
あったため、検査に着手した 。 
　監査役による検査を忌避する行 為 

顧客から、証券 業 
に関し、取引が 結 
了していないと の 
申出を受けた場 合 
には、その内容 を 
遅滞なく当局へ 報 
告するこ と 

外務員に対する処 分 

会社に対する処 分 

　上場有価証券の相場を変動させる目的をもって、当該上場有価 証 
券に係る買付け又は売付けをする行 為 

　永和証券株式会社大阪株式債券部ディーラーは、その業務に関し、 平 
成 17年９月 13日から平成 18年２月１日までの間、５銘柄の上場株式に 係 
る自己売買取引において、自らの売買取引を有利に導くため当該上場 株 
式の相場を変動させる目的をもって、約定させる意図のない当該株式 に 
係る買付け又は売付けの注文の発注を８件行った 。 

顧客から、証券 業 
に関し、取引が 結 
了していないと の 
申出を受けた場 合 
には、その内容 を 
遅滞なく当局へ 報 
告するこ と 

金融先物取引業 に 
つい て 

会社に対する処 分 

平成 19年１月 12日 
付で発出した業 務 
改善命令につい て 
は、当分の間継 続 
することとし、 会 
社財産を処分す る 
場合には、その 都 
度、当局の了解 得 
を得るこ と 

自己の計算によ る 
株式の売買業務 の 
停止 10日 間 

今般の法令違反 行 
為の責任の所在 を 
明確化するこ と 
取引の公正性を 確 
保するための売 買 
管理態勢の抜本 的 
な見直しを図る と 
ともに、法令違 反 
の根絶に向けた 再 
発防止策を講じ る 
こ と 

17 19.5.9 ○ 　検査を拒み、忌避する行為 
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一 
連 
番 
号 

勧告実 施 
年月 日 
（区分） 

勧告の対象となった法令違反等の内 容  行政処分等の内 容 

･ 

･ 

未 定 

19.5 .25 ○ 
（ 関東 ） 

① 

業務停止命 令 
･ 

業務改善命 令 
･ 

･ 

･ 

･ 

② 

21 19.6 . 5 ○　証券業に係る電子情報処理組織の管理が不十分な状況 

業務改善命 令 
･ 

外務員に対する処 分 

　ホームページにおける著しく事実と相違する表 示 

　メールによる著しく事実と相違する表示 

社内監査態勢の 充 
実・強化のため の 
方策を講じるこ と 
上記について、 そ 
の対応状況を書 面 
で報告するこ と 

投資顧問業に係 る 
全業務の停止１ か 
月 

会社に対する処 分 

　著しく事実に相違する表示のある広告をする行 為 

今般の法令違反 行 
為の責任の所在 を 
明確化するこ と 
法令遵守に関す る 
管理体制の改善 を 
図るこ と 
再発防止策を策 定 
し、役職員に周 知 
徹底するこ と 
上記について、 そ 
の対応状況を書 面 
で報告するこ と 

①　適切な再発防止策を講じていない状況 

数度に渡り当局 に 
報告したシステ ム 
生涯の再発防止 策 
が十分に機能し な 

会社に対する処 分 

　ファイナンシャル・リーダー株式会社は、投資顧問業者としての
登録を受けた平成16年８月25日以降、順次「黄金のポートフォリオ」、
「勝つ為の投資研究所」及び「パワー投資研究所」という３種類の
ホームページを作成・公開し、その行う投資顧問業に関して広告を
行っており、当該ホームページには、「過去の紹介銘柄一覧」を記
載し、当社が投資顧問契約を締結した顧客に対して推奨した銘柄の
一部（以下「掲載銘柄」という。）であるとして「推奨銘柄」、「買
推奨日」等を掲載している。　今回検査において、平成18年12月４
日現在における掲載銘柄の助言実績を検証したところ、「黄金のポ
ートフォリオ」に掲載している68件（62銘柄）のうち34件（31銘柄）
については助言実績が全くなく、12件（12銘柄）については当社が
掲載した「買推奨日」に助言を行っていないことが認められ、「勝
つ為の投資研究所」に掲載している68件（62銘柄）のうち34件（31
銘柄）については助言実績が全くなく、13件（12銘柄）については
当社が掲載した「買推奨日」に助言を行っていないことが認められ、
「パワー投資研究所」に掲載している56件（51銘柄）のうち34件（31
銘柄）については助言実績が全くなく、12件（12銘柄）については
当社が掲載した「買推奨日」に助言を行っていないことが認められ
たものであり、当社は、投資顧問契約に基づく助言の実績について
著しく事実に相違する表示を行っていたと認められる。 

　ファイナンシャル・リーダー株式会社は、平成16年８月25日以降、
投資顧問契約を締結した多数の顧客に対して同一内容のメールを送
付し、当該メールに「ゴールド会員制度　勝率80％、平均上昇率
170％、ダイヤモンド会員制度　勝率95％、平均上昇率240％」（「黄
金のポートフォリオ」）、「特別銘柄及びプラチナ銘柄　勝率99％、
平均上昇率170％」（「勝つ為の投資研究所」）、「特別会員制度
　勝率80％、平均上昇率170％、エグゼクティブ会員制度勝率95％、
平均上昇率240％」（「パワー投資研究所」）との表示及び助言に
従った取引により最大で「8,610万円の利益」等多額の利益が出た
とする複数の取引事例の表示を掲載することで助言実績の表示を行
い、報酬がより高額な投資顧問契約への変更契約を勧誘している。
　しかしながら、今回検査において、当社が平成17年４月１日から
平成18年12月1日までの間、1,098名の顧客に対し送付した当該メー
ルに表示された助言実績を検証したところ、当該助言実績が全くな
いことが認められたものであり、当社は、投資顧問契約に基づく助
言の実績について著しく事実に相違する表示を行っていたと認めら
れる。 

　楽天証券株式会社は、金融庁長官から平成17年11月16日、「証券
業に係る電子情報処理組織の管理が十分でないと認められる状況に
該当する。」との理由で業務改善命令を受け、同命令に基づき、平
成17年12月15日、「証券取引法第56条第１項の業務改善命令に基づ
く報告について」を金融庁長官に提出し、システム障害の未然防止
のための改善策などを実施するとし、最終的に、平成18年５月19

19

20

つづき 
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一 
連 
番 
号 

勧告実 施 
年月 日 
（区分） 

勧告の対象となった法令違反等の内 容  行政処分等の内 容 

･ 

･ 

②　システムリスク管理態勢が不十分な状況 

･ 

･ 

22 19.6 .19 ○ 

業務改善命 令 
･ 

･ 

･ 

23 19.6 .20 ○ 
（東海） 

業務停止命 令 
･ 

　株式会社ジャスダック証券取引所は、システムリスクに関する認識 が 
不十分であり、全社的なリスク管理の基本方針を策定していないなど 、 
その管理態勢が不十分な状況にある 。 

会社に対する処 分 

会社に対する処 分 　株式会社アジアン・ブルーは、前回検査において、投資顧問業法第 16
条に定める「投資顧問契約を締結している顧客に対して交付する書面 」 
を交付していないとの指摘を受け、東海財務局長に対し平成 16年８月 16

　システムリスク管理態勢の不 備 

　契約を締結している顧客に交付する書面の未交付 

左記の行政処分 の 
原因となった事 実 
に係る経営陣の 認 
識を改め、経営 管 
理態勢を充実・ 強 
化するとともに 、 
責任の所在の明 確 
化を図るこ と 

日、金融庁長官に対し「システム増強策等に関する報告について 」 
を提出し、先の報告に基づく改善が終了した旨の報告を行った 。 
　ところが、当該証券会社では、全顧客又は特定のサービス利用 顧 
客などに影響を与えたシステム障害を含め、依然システム障害が 発 
生しており、以下に述べるとおり、システム障害の未然防止のた め 
の管理が十分とは認められない状況にある 。 
　第一に、システム障害の理由は品質管理のためのレビューの不 足 
であり、再発防止策として当該レビューを実施する必要があった に 
もかかわらず、十分なレビューを実施せず、その結果システム障 害 
を発生させた 。 
　第二に、キャパシティ管理などの運用管理態勢の強化が必要だ っ 
たにもかかわらず、バッテリーの容量不足に伴うシステム障害を 発 
生させるなどしており、システムの安定稼働を確保するための運 用 
管理態勢の強化が図られたものとは認められない 。 
　第三に、システム障害時の情報を蓄積し、原因の究明を実施す る 
必要があったにもかかわらず、システム障害の再発防止に活用す る 
ために必要な「トラブル事態報告書」が作成されていない、若し く 
は、作成されていても一連の対応を管理するための管理表への記 載 
漏れを起こしているなど、管理に不備が認められる 。 

　上記①の事実によれば、当該証券会社のシステムリスク管理態勢 
には、以下に述べるとおり不備が認められる。 
　第一に、「トラブル事態報告書」の作成が不徹底で、経営者に 対 
する報告が漏れているものが複数あるなど、システムリスクに関 す 
る情報の経営者に対する報告態勢が、適切なものとは認められない。 
　第二に、品質管理のためのレビュー態勢、良質な電源を確保す る 
ための電源管理態勢の見直しがされずにシステム障害を引き起こ し 
ているなど、システムリスク管理態勢は、重要な部分について、 必 
要な見直しがされておらず、その実効性が維持される態勢とはな っ 
ていない 。 
　第三に、バッチ処理の終了時刻の遅延を原因とする、顧客から の 
注文受付の停止という障害発生時に、顧客に対し必要な情報を開 示 
しておらず、システム障害発生時に顧客の混乱を防ぐための適切 な 
措置を講じたとは認められない 。 

かった原因を究 明 
し、当該再発防 止 
策の見直しを含 め 
た実効性あるシ ス 
テム管理態勢の 整 
備補図り、その 実 
行状況を報告す る 
こ と 

役職員の電子情 報 
処理組織の管理 意 
識を高め適正な 業 
務運営を遂行す る 
ために必要な体 制 
の整備及び研修 等 
を実施するこ と 
上記について、 そ 
の対応状況を書 面 
で報告するこ と 

システムリスク 管 
理態勢について 、 
指摘内容を踏ま え 
た態勢整備を図 る 
とともに、その 実 
行状況を報告す る 
こ と 

左記の各事項に つ 
いて、その発生 原 
因や問題点等に つ 
いて分析、検証 を 
行った上で、具 体 
的かつ実効性の あ 
る改善策を講じ る 
こ と 
その他、必要と 認 
める措置を講じ る 
こ と 
上記の実施状況 を 
書面で報告する こ 
ととし、当分 の 
間、四半期ごと に 
書面で報告する こ 
と 

投資顧問業に係 る 

21
つづき 
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一 
連 
番 
号 

勧告実 施 
年月 日 
（区分） 

勧告の対象となった法令違反等の内 容  行政処分等の内 容 

業務改善命 令 
･ 

･ 

○ 

･ 

○ 

○ 

日付で「専任の事務処理担当者を任命し、 16条書面の交付状況のチェ ッ 
ク表を作成する」ことなどを骨子とした改善報告書を提出していた 。 
　また、当局に対し平成 18年６月 29日付で「改善報告書どおり社内体 制 
を整え、再発防止に努めている」とした改善策の実施状況報告書を提 出 
していた 。 
　しかしながら、今回検査において検証したところ、当社は、前回検 査 
実施日以降、平成 17年 10月１日から平成 18年３月 31日までを対象とす る 
期間を除き、今回検査基準日までの間に顧客 32名に対して交付すべき で 
あった 16条書面 53件を交付していなかったことが認められた 。 
　なお、当社は、上記改善報告書の改善策を実行していなかった 。 

　株式会社アジアン・ブルー取締役は、顧客１名に対し、平成 17年５ 月 
16日に上場株式１銘柄の買付助言を行ったが、その数日後から同銘柄 は 
下落に転じており、顧客から、助言を信用して計 95万円分を買い付け た 
が含み損が発生したとして苦情を受けていた。これに対し、取締役は 、 
顧客に「もうしばらく様子を見てください」等と当該株式を継続して 保 
有するよう説得していた 。 
　しかしながら、その後も苦情はおさまらず、顧客は、平成 17年６月 16
日、当社に対し、発生した含み損相当額の穴埋め及び投資顧問契約の 解 
除を申し入れるに至った。これを受け、当社代表取締役社長は、取締 役 
に対して助言の根拠等の確認を行い、助言には何ら問題なかったとの 結 
論に至ったものの、自ら顧客に連絡を取り、契約の解除に応じるとと も 
に、当該契約解除までの期間に相当する報酬額として当社が受け取る べ 
き報酬額の日割額を放棄し、その金額を顧客の含み損の一部に補てん し 
て解決を図ることを申し入れ、平成 17年６月 30日、顧客に対して約 71千 
円の財産上の利益を提供した 。 

　顧客の損失の一部を補てんするため財産上の利益を提供する行 為 

　株式会社アジアン・ブルーは、電話帳から無作為に抽出し会員向け レ 
ポートを無料で郵送した多数の者について記録簿を作成しており、当 該 
記録簿に記載された見込客のうちファックス番号を把握している 57名 に 
対し、平成 18年７月６日、投資顧問契約の締結の勧誘を目的として当 社 
の連絡先や助言実績等を記載した資料（以下「広告物」という。）を 
ファックス送信により配付した 。 
　当社は、広告物において、上場株式５銘柄について株価が急落する こ 
とを事前に予測して売付けの助言を行った旨の助言実績を記載してい た 
が、今回検査において当該助言実績について検証したところ、実際に は 
助言実績が全くなかったものであり、投資顧問契約に基づく助言の実 績 
について著しく事実に相違する表示をしていたと認められる 。 

　助言の内容を記録した書面の記載不 備 

　株式会社アジアン・ブルーは、前回検査において、投資顧問業法第 34
条に基づく同法施行規則第 32条第１項第１号に定める「助言の内容を 記 
録した書面」について、適切に記録されていない旨の指摘を受け、当 局 
に対し平成 16年８月 16日付で「月に一度、記録状況のチェックを事務 処 
理担当者が行い、社長が再チェックすることによって記録不備を防ぐ 」 
旨の改善報告書を提出していた 。 
　また、当局に対し平成 18年６月 29日付で「月に一度、事務処理担当 者 
に代わり内部管理担当役員がチェックし、その時点で不備事項があれ ば 
営業担当者に修正を求め、その後社長に報告することによって不備を 事 
前に防いでいる」などとした改善策の実施状況報告書を提出していた 。 
　しかしながら、今回検査において検証したところ、当社は、前回検 査 
実施日以降、今回検査基準日までの間、計 22名の顧客について、その 投 
資顧問契約の全期間又は一部の期間の助言記録簿を作成・保存してい な 
かった 。 

　著しく事実に相違する表示等のある広告をする行 為 

全業務の停止２ か 
月 

今般の法令違反 行 
為の責任の所在 を 
明確化するこ と 
法令等遵守に係 る 
経営姿勢を明確 化 
するとともに、 具 
体的な再発防止 策 
の策定を含む内 部 
管理体制の見直 し 
を図るこ と 
全職員に対す る 
「法令等遵守の 徹 
底」に係る研修 等 
を実施し、周知 徹 
底を図るこ と 

23
つづき 
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一 
連 
番 
号 

勧告実 施 
年月 日 
（区分） 

勧告の対象となった法令違反等の内 容  行政処分等の内 容 

（関東 ） 

業務停止命 令 
･ 

業務改善命 令 
･ 

･ 

･ 

◎ 

･ 

･ 

･  大阪外国為替部 長 
未 定 
･ 

未 定 
･ 

未 定 
･ 

未 定 
･ 

未 定 
･ 

未 定 
･ 

未 定 
･ 

未 定 
･ 

未 定 
･ 

外務員に対する処 分 

大阪外国為替部 第 
一課 長 

大阪外国為替部 第 
二課 長 

大阪外国為替部 第 
二課主 任 

大阪外国為替部 第 
二課主 任 

本店第一外国為 替 
部 長 

会社に対する処 分 

　エース交易株式会社大阪外国為替部第二課主任は、その業務に関し 、 
新規顧客を獲得するため、平成 18年春頃、顧客１名に対し電話をかけ て 
不招請勧誘を行うとともに、以降、顧客が受託契約等を締結しない旨 の 
意思を表示したにもかかわらず、継続して訪問し又は電話をかけて新 規 
口座の開設を勧めるなど、再勧誘を行っていた 。 
　また、本店第一外国為替部第一課係長ほか１名も同様に、その業務 に 
関し、平成 17年 10月初旬頃又は平成 18年４月５日、顧客２名に対し電 話 
をかけて不招請勧誘を行うとともに、以降継続して訪問し又は電話を か 
けて再勧誘を行っていた 。 
　加えて、元本店第二外国為替部第二課主任においても同様に、その 業 
務に関し、平成 17年８月頃、顧客１名に対し電話をかけて不招請勧誘 を 
行うとともに、以降継続して訪問し又は電話をかけて再勧誘を行って い 
た 。 

話をかけて、受託契約等の締結を勧誘する行 為 

上記について、 そ 
の対応状況を書 面 
で報告すること 。 
また、その実施 状 
況を、当面の間 ３ 
か月ごとに書面 で 
報告するこ と 

今般の法令違反 行 
為の責任の所在 を 
明確化するこ と 

内部管理態勢の 充 
実・強化を図る と 
ともに、法令違 反 
の根絶に向けた 再 
発防止策を策定 
し、役職員に周 知 
徹底するこ と 

法令遵守に関す る 
経営管理態勢の 改 
善を図るこ と 

　受託契約等の締結の勧誘を受けた顧客が当該受託契約等を締結 し 
ない旨の意思を表示したにもかかわらず、当該勧誘を継続する行 為 

本店第一外国為 替 
部第一課係 長 

本店第一外国為 替 
部第一課主 任 

大阪外国為替部 第 
一課主 任 

社内検査態勢の 充 
実・強化のため の 
方策を講じるこ と 

全店舗における 金 
融先物取引業務 の 
うち、新規顧客 の 
勧誘及び新規口 座 
開設に係る業務 の 
停止１か 月 

大阪外国為替部 第 
一課主 任 

24 19.6 .20 ◎ 　受託契約等の締結の勧誘の要請をしていない一般顧客に対し、 電 

　エース交易株式会社大阪外国為替部部長は、その業務に関し、平成17
年７月１日以降、同人が所掌する同部第一課及び第二課の営業員に対し、
外国為替証拠金取引の受託等を内容とする契約の締結の勧誘の要請をし
ていない一般顧客に対し、受託契約等の締結のための勧誘を指示してい
た。 
　それを受け、同部第一課課長ほか２名及び同部第二課課長ほか２名の
営業員は、その業務に関し、平成17年７月１日から平成18年11月20日ま
での間、受託契約等の締結の勧誘の要請をしていない一般顧客109名に
対し、架電により受託契約等の締結の勧誘を行った。 
　また、本店第一外国為替部部長においても、その業務に関し、平成17
年７月１日以降、同人が所掌する同部第一課の営業員に対し、大阪外国
為替部部長と同様の指示を行っており、それを受けた同課係長ほか１名
の営業員が、その業務に関し、平成17年７月８日から平成18年６月７日
までの間、受託契約等の締結の勧誘の要請をしていない一般顧客８名に
対し、架電により受託契約等の締結の勧誘を行った。 
　加えて、本店第二外国為替部においても、同部第二課主任ほか３名の
営業員が、その業務に関し、平成17年８月頃から平成18年10月末頃まで
の間、受託契約等の締結の勧誘の要請をしていない一般顧客８名に対し、
架電により受託契約等の締結の勧誘を行った。 
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一 
連 
番 
号 

勧告実 施 
年月 日 
（区分） 

勧告の対象となった法令違反等の内 容 行政処分等の内 容 

ハ　社内規則において、内部管理に従事する役職者のうちか 
　ら内部管理責任者を任命するとしているが、社長は、業務 
　開始日から平成18年９月20日までの間、内部管理責任者を 
　任命しなかった。 

･ 

ニ　社長は、平成18年９月21日付で業務管理部次長、営業部 
　長及び群馬営業所長の３名を内部管理責任者として任命し 
　たものの、同人達は、内部管理の職務を何ら行っていない。 

②　業務に係る法令に照らした検証の不備 

③ 

④ 

（2） 認められた法令違反行為 
① 
② 
③ 
④ 
⑤ 
⑥ 
⑦ 
⑧ 
⑨ 

① 

② 

イ 　加入する金融先物取引業協会の有無 
ロ 　店頭金融先物取引に関し顧客の判断に影響を与える重要な事項 
ハ 　金融先物取引の受託等に係る禁止行為に関する事項 

③ 

イ 

ロ 

④ 

⑤ 
イ 

（補足説明 ） 
個々の法令違反行為の詳 細 

方策を策定する と 
ともに、全社的 な 
法令等遵守態勢 を 
確立するこ と 

　契約締結前に交付すべき書面に係る記載すべき事項の未記載 

あったにもかかわらず、内部管理業務の指揮統括を何ら行っ 
ていない 。 

　組織規程上の業務分掌において、金融先物取引業登録以降平成 
18年４月30日までは監査部が、業務分掌を変更した平成18年５月 
１日以降は総務部がコンプライアンスに関する事項を所掌し、業 
務全般について法令に照らした検証を行うとしているが、両部は 
いずれも当該検証を全く行っていない。 

　業務開始日以降検査基準日までの間、本店及び群馬営業所において、 
金融先物取引業者の登録を受けたことを表す標識を公衆の見やすい場所 
に掲示していない 。 

　業務開始日以降、金融先物取引法第78条に基づく同法施行規則第 
26条第１項各号に規定する業務に関する帳簿書類のうち以下のもの 

　　内部監査の不備 
　監査部は、業務開始日以降、内部監査計画の策定及び内部監査 
を全く行っていない。 
　　役職員の法令遵守意識を高めるための方策の不備 
　社長は、業務開始日以降、会議や研修等役職員の法令遵守意識 
を高めるための方策を何ら採っていない。 

　　標識の掲示に係る不備 
　　契約締結前に交付すべき書面に係る記載すべき事項の未記載 
　　成立した取引に係る書面の未交付 
　　委託証拠金の受領に係る書面の未交付 
　　業務に関する帳簿書類の未作成等 
　　公衆の縦覧に供する説明書類の未作成 
　　自己資本規制比率を記載した書面の未作成 

　業務開始日以降検査基準日までの間における委託証拠金の受領に際し、 
６顧客（８回）に対し、金融先物取引法第72条第１項に規定する委託証 
拠金の受領に係る書面を交付していない。 

　業務開始日以降検査基準日までの間、金融先物取引の受託等を内容と 
する契約を締結した顧客134名に対し、金融先物取引法第70条第１項に 
基づく同法施行規則第19条第１項各号に規定する以下の記載すべき事項 
を記載していない金融先物取引法第70条第１項に規定する契約締結前に 
交付すべき書面を交付している。 

　業務に関する帳簿書類の未作成等 

　　外務員登録を受けていない者による受託契約等の締結の勧誘 
　　本人確認等義務違反 

　標識の掲示に係る不備 

　電磁的方法により提供するに当たり、顧客の承諾を得る際に示す 
べき、用いる電磁的方法の種類及び内容の表示 

　委託証拠金の受領に係る書面の未交付 

　成立した取引に係る書面の未交付 
　業務開始日以降検査基準日までの間に受託した全取引に係る、金融先 
物取引法第71条第１項に規定する取引が成立した時に交付すべき書面に 
ついて、同法同条第２項において準用する同法第70条第２項に規定する 
方法（同法第70条第２項に規定する方法を、以下「電磁的方法」という。） 
により提供しているが、当該方法により交付したものとみなすための同 
法第70条第２項に基づく同法施行令第14条第１項及び同法施行規則第19 
条の２第２項第２号に規定する以下の要件を満たしていない。 

　書面に記載すべき事項を顧客ファイルに記録する旨又は記録した 
旨の顧客への通知 

内部監査機能の 実 
効性を確保する こ 
と 

26
つづき 
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　金融先物取引注文伝票　　　市場名、種類、受託方 法 
　金融先物取引元帳　　　　　市場名、種 類 
　証拠金等元帳　　　　　　　市場 名 
　金融先物取引建玉残高帳　　市場名、種類、前日建 玉 

一 
連 
番 
号 

勧告実 施 
年月 日 
（区分） 

勧告の対象となった法令違反等の内 容  行政処分等の内 容 

　金融先物取引元帳（カバー取引に係るもの ） 
　金融先物取引建玉残高帳（カバー取引に係るもの ） 

ロ 

Lイ 
Lロ 

Lイ 
Lロ 
Lハ 
Lニ 

〔帳簿書類の種類〕　　　　〔記載していない記載すべき事項 〕 

⑥ 

⑦ 

⑧ 
イ 

ロ 

⑨ 
イ 

ロ 

ハ 

ニ 

について、作成・保存していない 。 

　公衆の縦覧に供する説明書類の未作 成 

　業務開始日以降、「業務に関する帳簿書類」のうち以下のもの に 
ついて、一の帳簿で全ての帳簿を兼ねているとしているが、当該 帳 
簿においては、本来各帳簿において金融先物取引法施行規則第 26条 
第１項別表第４に基づき記載すべき以下の事項を記載していない 。 

 又は未決済金 額 

　金融先物取引法第 95条第１項に規定する外務員登録を受けてい な 
い従業員３名に対し、正社員として採用以降検査基準日までの間 、 
受託契約等の締結の勧誘を行わせている 。 
　業務開始日以降検査基準日までの間に当社を退職した元従業員 22
名について、当社に在籍していた間、金融先物取引法第 95条第１ 項 
に規定する外務員登録を受けていなかったにもかかわらず、受託 契 
約等の締結の勧誘等の営業行為を行わせていた 。 

　平成 18年３月期について、金融先物取引法第 80条に規定する「業務 及 
び財産の状況に関する事項を記載した説明書類」を作成していない 。 
　自己資本規制比率を記載した書面の未作 成 

　平成18年４月３日以降に口座を開設した全顧客（検査基準日現在 
134名 ) について、本人確認記録を作成していない 。 

　本人確認等義務違 反 
　業務開始日である平成 18年４月３日、金融先物取引法の一部を 改 
正する法律（平成16年12月８日法律第159号）附則第２条第１項に 
基づく経過措置適用会社であった金融先物取引業者から営業譲渡 を 
受け、顧客 97名の口座を引き継いでいるが、当該顧客のうち、同 日 
以降に新たに金融先物取引を行った 71名について、取引を行うに 際 
し、本人確認を行っていない 。 
　平成18年４月３日以降に口座を開設した個人顧客（検査基準日現 
在133名）のうち、郵送により本人確認書類の送付を受けた顧客全て 
について、取引に係る文書を送付していない。 
平成18年４月３日以降に口座を開設した法人顧客１名について、 

法人の履歴事項全部証明書（原本）の提示を受けたものの、取引の 
任にあたる自然人についての本人確認を行っていない 。 

　平成 18年３月及び６月の末日について、金融先物取引法第 82条第３ 項 
に規定する「自己資本規制比率を記載した書面」を作成していない 。 
　外務員登録を受けていない者による受託契約等の締結の勧 誘 

26
つづき 
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区　　　分 
 14年７月  15年７月  16年７月  17年７月  18年７月 
 ～15年６月  ～16年６月  ～17年６月  ～18年６月  ～19年６月 

証  券 118会  社  検  査 124 113 98 87

国 内 証  券 会  社  98 107 96 88 78

（ 証 券 監  視 委  ） （17） （15） （13） （15） （10） 

（ 財 務 局  長 等  ） （81） （92） （83） （73） （68） 

外 国 証  券 会  社  20 17 17 10 9

（ 証 券 監  視 委  ） （20） （17） （17） （10） （9） 

（ 財 務 局  長 等  ）  （0） （0） （0） （0） （0） 

支  店 30支店 単  独  検  査 23支店 23支店 19支店 19支店 

登  録 13金  融  機  関 13 27 28 27

（ 証 券 監 視 委  ） （2） （3） （7） （5） （1） 

（ 財 務 局 長 等  ） （11） （10） （20） （23） （26） 

証  券 － 仲  介  業  者 0 0 1 1

（ 証 券 監 視 委  ） － （0） （0） （0） （0） 

（ 財 務 局 長 等  ） － （0） （0） （1） （1） 

金 融 先 物  取  者 0引  業 1 0 13 12

（ 証 券 監 視 委  ） （0） （0） （0） （0） （0） 

（ 財 務 局 長 等  ） （0） （1） （0） （13） （12） 

投 資 信 託  委  者 － 託  業 － － 14 22

（ 証 券 監 視 委  ） － － － （14） （22） 

（ 財 務 局 長 等  ） － － － （0） （0） 

投 資 法  人 － － － 2 7

（ 証 券 監 視 委  ） － － － （2） （7） 

（ 財 務 局 長 等  ） － － － （0） （0） 

投  資 － 顧  問  業  者 － － 25 29

（ 証 券 監 視 委  ） － － － （0） （2） 

（ 財 務 局 長 等  ） － － － （25） （27） 

自  主 0規  制  機  関 2 0 2 6

（ 証 券 監 視 委  ） （0） （2） （0） （2） （6） 

（ 財 務 局 長 等  ） （0） （0） （0） （0） （0） 

そ の  他 0 0 0 0 1

（ 証 券 監 視 委  ） （0） （0） （0） （0） （1） 

（ 財 務 局 長 等  ） （0） （0） （0） （0） （0） 

２－４　証券検査実施状況

１　検査実施状況一覧表

（注１）上記の計数は、着手件数である。

（注２）「支店単独検査」とは、支店の検査のみを実施するものである。



　２　１検査対象当たりの平均延べ検査投入人員

 14年７月  15年７月  16年７月  17年７月  18年７月

 ～15年６月  ～16年６月  ～17年６月  ～18年６月  ～19年６月

100 87 97 131 128

105 102 125 184 119

21 53 42 47 46

－ － － 3

－ 459 － 63 101

142 129

17 24

－ 60 － 74 134

（注1）18事務年度中に臨店終了したものについて、臨店期間分を算出したものである。

（注2）15年７月～16年６月の金融先物取引業者の延べ検査投入人員は１社の実績

　    である。　　
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投 資 信 託 委 託 業 者

（単位：人・日）

証 券 仲 介 業 者

自 主 規 制 機 関

金 融 先 物 取 引 業 者

国 内 証 券 会 社

区　　　分

外 国 証 券 会 社

登 録 金 融 機 関

投 資 顧 問 業 者
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区　　　分 
 14年７月  15年７月  16年７月  17年７月  18年７月 

 ～15年６月  ～16年６月  ～17年６月  ～18年６月  ～19年６月 

検 査 終  了 135件  数 130 147 150 209

証 券 会  社 99 101 103 69 90

外 国  証  券  会  社 23 15 15 12 11

登 録  金  融  機  関 12 11 28 27 30

証 券  仲  介  業  者 － － 1 1

金  融  先  物  取  引 業  者  － 1 － 12 12

投  資  信  託  委  託 業  者 10 25

投 資 法  人 2 7

投 資  顧  問  業  者 17 26

自 主  規  制  機  関 1 2 1 － 7

３　検査結果の状況

（1）検査終了件数

（注１）「検査終了件数」とは、検査事務年度中に被検査法人等に対し検査結果通知書を交付し、

検査が終了した件数をいい、前検査事務年度着手分を含む。なお、支店単独検査は含ま

ない。

（注２）「投資信託委託業者」、「投資法人」及び「投資顧問業者」は、平成17年７月からの証

券検査一元化に伴い、金融庁から証券監視委に移管された。
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区　　　分  17年７月  18年７月 
 ～18年６月  ～19年６月 

問題点が認められた法人等の数 93 142

不公正取引に関す  る  も  の 18 20

投資者保護に関す  る  も  の 50 74

財産・経 理 等 に 関 す る も の 25 25

その他業務運営に関す る も の 60 101

区　　　分  14年７月  15年７月  16年７月 
 ～15年６月  ～16年６月  ～17年６月 

問題点が認められた会  社  数 78 67 67

市 場 ル ー ル  等  関  係 50 43 50

営 業 姿  勢  関  係 5 7 8

内 部 管 理 体  制 関  係  57 51 43

そ  の  他 1 1 1

（2）問題点が認められた会社等の数

（参考）16事務年度までの問題点が認められた会社数

（注１）「問題点が認められた会社等の数」とは、検査結果通知書において問題点を指摘した会社

等の数をいう。

（注２）問題点の区分は、証券検査一元化に伴い検査範囲及び検査対象先が拡大したため、見直

しを行った。区分は、「不公正取引に関するもの」、「投資者保護に関するもの」、「財産・

経理等に関するもの」及び「その他業務運営に関するもの」とした。

（注３）「不公正取引に関するもの」、「投資者保護に関するもの」、「財産・経理等に関するもの」

及び「その他業務運営に関するもの」は、各項目で問題点が認められた会社等の数をい

う。したがって、各項目で重複する会社等があるため、各項目の合計と「問題点が認め

られた会社等の数」の数値とは一致しない。

（注１）「問題点が認められた会社数」とは、検査結果通知書において問題点を指摘した会社の数

をいう。

（注２）「市場ルール等関係」、「営業姿勢関係」、「内部管理体制関係」及び「その他」は、各々の

項目で問題点が認められた会社の数をいう。したがって、各項目で重複する会社がある

ため、各項目の合計と「問題点が認められた会社数」の数値とは一致しない。
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野村證券 

野村アセットマネジメント 

野村不動産投信 

野村不動産オフィスファンド投資法人 

ＡＩＧ日本証券 

バンクＡＩＧ証券 

ＡＩＧ投信投資顧問 

グループ一体型検査 

モルガン・スタンレー証券 

モルガン・スタンレー・アセット・マネジメント投信 

ビー・エヌ・ピー・パリバ証券 

ビー・エヌ・ピー・パリバアセットマネジメント 

カリヨン証券 

クレディ・アグリコル アセット マネジメント 

金融庁検査局同時検査 

 

みずほ証券 

興銀第一ライフ・アセットマネジメント 

バークレイズ・キャピタル証券 

バークレイズ・グローバル・インベスターズ 

４　グループ一体型検査及び金融庁検査局同時検査の実施状況

（注１）グループ一体型検査は、資本関係等にあるグループ内検査対象先の一体型の同時検査

をいう。

（注２）金融庁検査局同時検査は、金融コングロマリットを構成するグループ内の検査対象先

に対し、金融庁検査局と同時に検査を行うものをいい、グループ一体型検査を兼ねる。

ただし、興銀第一ライフ・アセットマネジメントについては、グループ一体型検査で

あるが、金融庁検査局同時検査は行なっていない。
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５　平成18検査事務年度に検査が終了した会社等一覧
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（注１）区分欄の「国内」は国内証券会社、「外証」は外国証券会社、「登金」は登録金融機関、「投信」は投資信託委託業者及
び投資法人、「顧問」は投資顧問業者、「自主」は自主規制機関である。

（注２）斜字体数字は、平成17検査事務年度に検査に着手した法人である。
（注３）勧告欄の○は、内閣総理大臣及び金融庁長官に対する勧告を行ったものである。

なお、勧告の公表を控える場合がある。
（注４）東京プリンシパル証券は、19年１月に東京プリンシパル・セキュリティーズ・ホールディングに商号変更。
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（注１）区分欄の「国内」は国内証券会社、「登金」は登録金融機関、「仲介」は証券仲介業者、「金先」は金融先物取引業者、
「顧問」は投資顧問業者である。

（注２）斜字体数字は、平成17検査事務年度に検査に着手した会社等である。
（注３）勧告欄の○は、内閣総理大臣及び金融庁長官に対する勧告を行ったものである。

なお、勧告の公表を控える場合がある。
（注４）流れ星インベストメントホールディングスは、19年６月にアルプスインベストメントに商号変更。
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検  査  計  画  の  策  定 

検 査 の  命  令 

臨 店 検  査 

と り ま  と  め 

検査結果の証券監視委への報告等 

検  査  結  果  通  知  書 
の  交  付 勧告 

　検査の結果、重大な法令違反 
等が認められた場合には、金融 
庁長官等に対して行政処分等を 
勧告する。 

６　証券検査の手順
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２－５　建議実施状況

１　建議実施件数一覧表

２　建議案件の概要一覧表
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建　　議 
年 月 日 

建　　　　議　　　　の　　　　内　　　　 容  措　置　の　状　況 

15.4.22

15.6.30

15.12.16 　証券会社の検査を行った結果、①証券会社が、当該証券会社 
に所属しないアナリストとの間で、投資者への勧誘等に際し使 
用するためのアナリスト・レポートの作成に係る契約を締結し 
たが、当該アナリストは、当該契約に基づき作成する個別の発 
行体に関するアナリスト・レポートに、当該発行体に係る株式 
について新規に買い推奨を示すレーティングを付した場合に、 
同レポートの投資者への公表前に当該株式の買付けを行い、公 
表後に売付けを行うといった行為を繰り返しており、証券会社 
のアナリスト・レポート及びアナリストに係る管理が十分なも 
のとは認められない状況、②証券会社が、情報提供会社に対 
し、銘柄を指定した上、対価を支払ってアナリスト・レポート 
の作成を依頼したが、同レポートがそのような事情の下で作成 
されたことを同レポートに表示することなく投資者に対し公表 
している状況が認められたので、投資者保護及び市場の公正 
性、透明性を高める観点から、アナリスト・レポート及びこれ 
を作成したアナリストに対する適切な管理体制を構築させるた 
め必要かつ適切な措置を講じるよう建議した。 

　日本証券業協会は、「アナリスト･ 
レポートの取扱い等について」(理事 
会決議)を改正し、証券会社が、契約 
等に基づき外部アナリストが執筆した 
アナリスト･レポートを使用する場合 
には、外部アナリストの有価証券の売 
買等に関し、外部アナリストの公正か 
つ適正な業務の遂行が確保されるため 
の措置が講じられていることの確認 
や、対価の支払い又は銘柄の指定等を 
して外部アナリストにアナリスト･レ 
ポートの作成を依頼した場合には、そ 
の旨を顧客に通知又はアナリスト･レ 
ポートに表示することなどを追加し 
た。 

　証券会社の検査を行った結果、インターネット取引を取り扱 
う複数の証券会社の検査において、①証券会社が、インター 
ネット取引において、不十分な売買審査体制の下で、買い上が 
り買付けと自己対当取引を繰り返す等の作為的相場形成となる 
顧客の注文を継続的に受託している行為、②証券会社が、イン 
ターネット取引において、個人顧客が空売りの価格規制を潜脱 
する目的で行ったと認められる短時間に連続する複数回の信用 
売り注文を受託し、これを発注している行為、③証券会社が、 
インターネット取引において、顧客の注文が本人になりすまし 
ている疑いがある取引であるにもかかわらず、これを受託して 
いる行為が認められたので、市場の公正性を確保するため、イ 
ンターネット取引を取り扱う証券会社の売買審査体制や顧客管 
理体制の適正性を確保させるための適切な措置を講じるよう建 
議した。 

　金融庁は、行為規制府令を改正し、 
証券会社の業務の状況につき是正を加 
えることが必要な場合として、「実勢 
を反映しない作為的相場を形成させる 
べき一連の有価証券の売買取引の受託 
等に関して、当該取引を防止するため 
の売買管理が十分でないと認められる 
状況」を追加するとともに、この「売 
買管理」について事務ガイドラインに 
具体的に規定した。また、顧客が空売 
り規制の潜脱行為を防止するための管 
理の徹底や、本人確認の徹底について 
も事務ガイドラインに具体的に規定し 
た。 

　証券会社の検査を行った結果、①発行会社の既発債の市場に 
おける流通利回りが大幅に上昇している状況下における普通社 
債の個人投資家向けの募集の取扱い、②対象株式の株価が大幅 
に下落している状況下における他社株券償還特約付社債券の個 
人投資家向けの売出しに関して証券会社の営業姿勢に問題点が 
認められたので、これらを取得する個人投資家を保護するため 
のルールの整備を建議した。 

　金融庁は、行為規制府令を改正し、 
証券会社の業務の状況につき是正を加 
えることが必要な場合として、「募集 
期間中または売出期間中に生じた投資 
判断に影響を及ぼす重要な事象につい 
て、個人の顧客に対して説明を行って 
いない状況」を追加するとともに、事 
務ガイドラインに具体的なケースを規 
定した。 
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建　　議 
年 月 日 

建　　　　議　　　　の　　　　内　　　　 容  措　置　の　状　況 

17.11.29

17.11.29

17.11.29

　証券会社の顧客が「見せ玉」等売買の申込み行為を行った場 
合、証取法第159条第2項第1号にいう売買等の委託に該当し、 
処罰の対象となるにもかかわらず、証券取引所の取引参加者で 
ある証券会社が自己の計算で「見せ玉」等売買の申込み行為を 
行った場合には、売買等にも売買等の委託にも該当しないこと 
から、同号による禁止の対象とされていない。 
　「見せ玉」等売買の申込み行為による相場操縦につき、証券 
会社とその顧客において、当罰性には何ら差異がないことか 
ら、証券会社の自己の計算における「見せ玉」等売買の申込み 
行為をも、同号における禁止規定の対象とするとともに、同法 
第197条第１項第７号において規定する刑事罰の対象とし、併 
せて同法第174条に規定する課徴金の対象にもするよう建議し 
た。 

　取引誘引目的で行われる証券会社の 
自己の計算による「見せ玉」等売買の 
申込みについて、新たに相場操縦行為 
として禁止するとともに、刑事罰及び 
課徴金の対象とすることを内容とする 
改正が盛り込まれた「証券取引法等の 
一部を改正する法律」が平成18年６月 
７日成立した（同法の当該部分は平成 
18年７月４日から施行された。）。 

　金融審議会金融分科会第一部会（中間整理）によると、業務 
範囲に関して、「投資サービス法においては、本来業務とし 
て、投資商品として位置付けられる幅広い金融商品に係る販 
売・勧誘やこれに関する資産運用・助言、資産管理を、一体と 
して規制すべきである。この際、現行法の下においては、例え 
ば、現在、証券業と証券投資一任業を兼業するためには、証券 
業の登録、投資顧問業との兼業の届出、投資助言業の登録、一 
任の認可、証券業との兼業の認可といった手続が必要となるほ 
か、兼業に伴う弊害防止措置についても証取法と投資顧問業法 
にそれぞれ規定が置かれているなど、縦割りの法律が健全な兼 
業を妨げているといった指摘があることに留意が必要である。」 
と指摘されている。 
　当委員会による証券会社に対する検査の結果を踏まえると、 
現在も、取引一任勘定取引により顧客が不当な手数料の支払い 
を強いられるような状況が散見されるところである。このた 
め、投資サービス法における業務範囲の見直しに当たって、幅 
広い金融商品に係る販売・勧誘やこれに関する資産運用・助 
言、資産管理を一体として規制することとなり、それに伴い取 
引一任勘定取引契約の禁止の扱いも見直される場合には、投資 
者保護に支障を来たさないよう証券会社が顧客の利益を損なう 
ことを防止するため、現行の投資顧問業法における投資一任契 
約に係る規制も踏まえ、必要かつ適切な措置を講ずるよう建議 
した。 

　投資一任契約に係る業務に関する各 
種行為規制、証券業と投資一任契約に 
係る業務を同時に行うことに関する弊 
害防止措置など、所要の規制を課すこ 
とを内容とする改正が盛り込まれた 
「証券取引法等の一部を改正する法律」 
が平成18年６月７日成立した（同法の 
当該部分は平成19年９月末に施行され 
る。）。 

　相場操縦の一手法として、市場の株価を誘導するために、約 
定させる意思がないにもかかわらず、市場に注文を出して売買 
を申込み、約定する前に取り消す、いわゆる「見せ玉」等が認 
められた。 
　相場操縦の禁止について規定する証取法第159条第2項第1号 
は、顧客による「見せ玉」等売買の申込み行為を規制の対象と 
しているが、相場操縦に対する課徴金について規定する同法第 
174条は、売買等が成立している取引のみを規制の対象として 
おり、「見せ玉」等売買の申込み行為は売買等が成立していな 
いことから、課徴金制度が適用されない。したがって、相場操 
縦等の不公正取引規制の実効性を確保するための課徴金制度に 
おいても「見せ玉」等売買の申込み行為を適用対象とするよう 
建議した。 

　取引誘引目的で行われる証券会社へ 
の売買等の委託（媒介、取次ぎ又は代 
理の申込み）の内、売買等が成立して 
いないもの（いわゆる「見せ玉」等） 
についても、新たに課徴金の対象とす 
ることを内容とする改正が盛り込まれ 
た「証券取引法等の一部を改正する法 
律」が平成18年６月７日成立した（同 
法の当該部分は平成18年７月４日から 
施行された。）。 
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建　　議 
年 月 日 

建　　　　議　　　　の　　　　内　　　　 容 措　置　の　状　況 

18.4.14

18.4.21

  上場会社が株式や新株予約権付社債（以下「株式等」という。） 
を発行しようとする際、主幹事証券会社又はその関連会社が、
発行体による当該株式等の発行に係る情報（以下「発行情報」
という。）の公表前に、国内外の機関投資家に対して当該株
式等に係る需要動向の調査 （以下｢プレ・ヒアリング｣という。） 
を行うことがある。このようなプレ・ヒアリングの過程で発
行情報を入手した海外の投資家が、発行情報の公表前に、当
該株式等の発行体に係る上場普通株式を売り付けている事例
が認められた。 
  当委員会では、このような事例が認められた場合、内部者取
引を行ったものと認められる海外投資家に関して、海外当局
に対する調査依頼を行っており、これを受けて、海外当局に
おいて当該投資家に対する処分が行われるに至っている。 
  他方で、証券会社の検査の結果、①プレ・ヒアリングの過程
で発行情報を外部に伝達することに関して手続規程を整備し
ていない②発行情報を外部に伝達する際に、その対象者に対し、
伝達される発行情報が公表前の重要事実に該当することを伝
達するなどの適切な注意喚起を行っていないことが疑われる
③プレ・ヒアリングをいつ、誰に対して、どのような方法で
実施し、その過程でどのような発行情報を外部の者に伝達し
たかについて記録を残していない会社が存することが認めら
れた。このような情報管理体制を放置することは内部者取引
を誘発しかねない。 
  ついては、証券会社がプレ・ヒアリング等において公表前の
発行情報等を外部に伝達する行為により内部者取引が誘発さ
れることを防止し、もって証券取引の公正を確保するため適
切な措置を講じるよう建議した。 

　金融庁において、「証券会社の行
為規制等に関する内閣府令等の一部
を改正する内閣府令」を改正すると
ともに（平成18年10月４日公布、同
年11月１日施行）、日本証券業協会
においても「協会員におけるプレ・
ヒアリングの適正な取扱いについて」
（理事会決議）が制定された。（平成
18年12月１日公布、平成19年１月４
日施行） 

　平成18年12月22日の金融審議会公
認会計士制度部会報告において、「（行
政処分の）処分類型の多様化を図って
いくことが適当である。」とした一方、刑
事罰の導入については、「非違の抑止等
の観点から、監査法人に対する刑事罰
を導入する可能性が否定されるべきでは
なく一つの検討課題であるが、非違事例
等に対しては、課徴金制度の導入をはじ
めとする行政的な手法の多様化等により
対応することをまず求めていくことが考え
られる」と示されており、今後とも引き続き
十分な検討を行っていくこととされた。 
　また、公認会計士・監査法人に対し違
反行為を適切に抑止する観点から、利
得相当額を基準とする課徴金を賦課す
る内容等が盛り込まれた「公認会計士
法の一部を改正する法律」が平成19年
６月20日に成立、同月27日に公布された。
（公布の日から起算して１年を超えない
範囲内において政令で定める日から施行） 

  上場会社が重要な事項につき虚偽の記載のある有価証券報告
書を提出していた犯則事件に関し、当該上場会社の会計監査
を担当した監査法人の公認会計士が、当該犯則行為に深く関
与していた事例が複数認められた。 
  当委員会は、これらの事例について、当該上場会社及び同社
の役員に加え当該公認会計士についても共同正犯（刑法第60条）
として証取法第２２６条の規定に基づき告発した。 
  一方で、現行の証券取引法には、虚偽有価証券報告書を提出
した上場会社の役員らと共謀した公認会計士が所属する監査
法人の刑事責任を追及できる規定はないなど、上記公認会計
士が所属していた監査法人に対しては、刑事責任を追及する
ことは困難である。 
  しかし、当該上場会社との監査契約の当事者は監査法人であ
り、また、監査法人は、所属する公認会計士による業務の公
正かつ的確な遂行のため、業務管理体制を整備しなければな
らない立場にある。 
  公認会計士法上、監査法人の社員が虚偽又は不当な証明をし
た場合に、監査法人に対して行政処分を行うことが可能であり、
また監査法人の社員は民事上の責任も負うこととされているが、
監査法人による厳正な監査を確保していく観点から、民事・
行政責任のほか刑事責任を含めた監査法人の責任のあり方に
ついて総合的に検討を行い、必要かつ適切な措置を講じるよ
う建議した。 
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建　　議 
年 月 日 

建　　　　議　　　　の　　　　内　　　　 容  措　置　の　状　況 

19.2.16

19.2.16

19.2.16

　有価証券の元引受を行う証券会社 
が、当該有価証券の発行者の財政状 
態、経営成績その他引受けの適否の判 
断に資する事項について、適切な審査 
を行うべき旨を規定する内容が盛り込 
まれた「金融商品取引業等に関する内 
閣府令」が平成19年９月末に施行さ 
れる。 

　虚偽の有価証券報告書等の提出等の 
罪について、公訴時効が延長されたこ 
とに伴い、注文伝票の保存期間（５ 
年）と公訴時効（最大７年）との整合 
性が図られることを内容とする改正が 
盛り込まれた「金融商品取引業等に関 
する内閣府令」が平成19年９月末に施 
行される。 

　証券会社が市場VWAP、あるいは、出 
来高といった市場指標を変動させる目 
的で仮装取引を行うこと、及び、これ 
らの取引を受託することを禁止・規制 
するべき旨を規定する内容が盛り込ま 
れた「金融商品取引業等に関する内閣 
府令」が平成19年９月末に施行され 
る。 

　証券会社の検査の結果、①主幹事会社が、新規上場・公募
増資を予定している発行体の業績の見通しについて適切な審
査を行っていないものと認められる事例、②主幹事会社が、
上場会社による公募増資において発行体の財政状態、経営成
績等について何ら引受審査を行っていない事例が認められた。
　株券等の募集･売出しに際して引受けを行おうとする証券会
社には、発行体の財政状態、経営成績、業績の見通し等の厳
正な審査を通じて、投資者が当該募集・売出しについて適切
な投資判断をなし得る状況を確保するとともに、投資者が不
測の損害を被ることを未然に防止する役割が期待されている
ところ、証券会社がこのような引受審査を適切かつ十分に実
施することが確保されるよう建議した。 

　証券会社の検査の結果、証券会社のトレーダーが、東京証
券取引所における東証株価指数先物取引のある限月の売買取
引（以下「本件TOPIX先物取引」という。）において、同一
委託者による同一指数での買付注文と売付注文とを対当させ
ることにより、権利の移転を目的としない取引を大量かつ反
復継続的に成立させ（以下、このようにして成立した取引を「本
件仮装取引」という。）、その結果、当日の本件TOPIX先物
取引の約定指数の出来高加重平均値（いわゆる「市場VWAP」）
を当該トレーダーに有利な方向に変動させるとともに、当日公
表された本件TOPIX先物取引の出来高が、本件仮装取引に対
応する枚数分増加するという事態を生じさせていた事例が認
められた。 
　市場VWAPは、取引関係者において広く参照されている数値
であり、当該数値を実勢を反映しない数値とする取引は、当該
数値に基づいて行われる市場内・外における他の取引の内容
を歪めさせ得るものである。また、仮装取引により、その対
象とされた取引の出来高を現実の需給に基づかない取引によ
って増加させる行為は、出来高を参照しつつ投資判断を行う
市場関係者の投資判断を誤らせ得るものである。 
　ついては、証券会社が市場VWAP、あるいは、出来高といっ
た市場指標を実勢を反映しないものに歪めさせる取引を行うこ
と及び証券会社がこれらの取引を受託することが規制される
よう建議した。 

　平成18年証券取引法改正においては、罰則の見直しが行われ、
虚偽有価証券報告書等の提出（第24条第１項ほか）、不公正
取引（第157条）、風説の流布・偽計等（第158条）、及び相
場操縦行為等（第159条）に係る懲役刑が５年以下から10年以
下に引き上げられている。 
　これに伴い、これらの罪に係る公訴時効については、刑事
訴訟法第250条の規定によって５年から７年へと延長されている。 
　一方、証券取引法第188条に定める証券会社等の業務に関す
る書類（以下「法定帳簿」という。）については、保存期間
も含め具体的には証券会社に関する内閣府令第60条に規定さ
れているところであるが、そのうち注文伝票については保存
期間が５年とされているところであり、５年から７年へと延
長された公訴時効に対応したものとなっていない。 
　そのため、法定帳簿の保存期間につき、公訴時効の延長も
勘案しつつ、適切に見直すよう建議した。 
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２－６　取引審査実施状況
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〔金商法〕  

検 査 又は報告 ・ 資 料 
の 徴 取の権限 規定  

証 券 監視委へ の  
権 限 委任規 定  

 
検 査 又は報告 ・ 資料の徴 取 の対象  

 

第 56条 の２第 １ 

項、第２項、 第 

３項  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 60条の 11 

 

 

 

第 63条 第８項  

 

第 194条 の ７第２項 第 

１号、第３項  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 194条 の ７第２項 第 

２号、第３項  

 

 

第 194条 の ７第３項  

 

金融商品取引業者等、金融商 品 

取引業者等と取引をする者、 子 

特定法人（金融商品取引業者 等 

（登録金融機関を除く）がそ の 

総株主等の議決権の過半数を 保 

有する銀行等）、金融商品取 引 

業者等を子会社とする持株会 

社、金融商品取引業者等から 業 

務の委託を受けた者、金融商 品 

取引業者の主要株主、金融商 品 

取引業者を子会社とする持株 会 

社の主要株主、金融商品取引 業 

者の親銀行等、金融商品取引 業 

者の子銀行等  

取引所取引許可業者、取引所 取 

引許可業者と取引を行う者、 取 

引所取引許可業者から業務の 委 

託を受けた者  

特例業務届出者、特例業務届 出 

者から業務の委託を受けた者  

２－７　金融商品取引法施行後の権限及び範囲

（1）証券検査の検査又は報告・資料の徴取の権限

証券監視委は、金融商品取引業者等に対する検査又は報告・資料の徴取権限を内閣総理大臣及

び金融庁長官から委任されている。

具体的な権限の規定は、以下のとおりである。
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第 66条の 22 

 

第 75条  

 

 

 

 

第 79条 の ４  

 

 

 

 

 

 

第 79条の 77 

 

第 103条 の ４  

 

 

 

 

第 106条 の ６  

 

第 106条 の 16 

 

 

 

 

第 194条 の ７第２項 第 

３号、第３項  

第 194条 の ７第２項 第 

４号、第３項  

 

 

 

第 194条 の ７第２項 第 

５号、第３項  

 

 

 

 

 

第 194条 の ７第３項  

 

第 194条 の ７第３項  

 

 

 

 

第 194条 の ７第３項  

 

第 194条 の ７第３項  

 

 

 

 

金融商品仲介業者、金融商品 仲 

介業者と取引をする者  

認可金融商品取引業協会、店 頭 

売買有価証券の発行者、取扱 有 

価証券の発行者、認可金融商 品 

取引業協会から業務の委託を 受 

けた者  

認定金融商品取引業協会（「 一 

般社団法人及び一般財団法人 に 

関する法律（平成 18年法律第 48

号）施行前においては「公益 法 

人金融商品取引業協会」）、 認 

定金融商品取引業協会から業 務 

の委託を受けた者  

投資者保護基金、投資者保護 基 

金から業務の委託を受けた者  

株式会社金融商品取引所の対 象 

議決権保有届出書の提出者（ 株 

式会社金融商品取引所の総株 主 

の議決権の百分の五を超える 対 

象議決権の保有者）  

株式会社金融商品取引所の主 要 

株主  

金融商品取引所持株会社の対 象 

議決権保有届出書の提出者（ 金 

融商品取引所持株会社の総株 主 

の議決権の百分の五を超える 対 

象議決権の保有者）  

検 査 又は報告 ・ 資 料 
の 徴 取の権限 規定  

証 券 監視委へ の  
権 限 委任規 定  

 
検 査 又は報告 ・ 資料の徴 取 の対象  
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第 106条 の 20 

 

第 106条 の 27 

 

第 151条  

 

 

 

 

第 153条 の ４に お 

いて準用する 第 

151条  

第 155条 の ９  

 

 

 

第 156条 の 15 

 

 

第 156条 の 34 

第 194条 の ７第３項  

 

第 194条 の ７第３項  

 

第 194条 の ７第２項 第 

６号、第３項  

 

 

 

第 194条 の ７第２項 第 

６号、第３項  

 

第 194条 の ７第２項 第 

７号、第３項  

 

 

第 194条 の ７第３項  

 

 

第 194条 の ７第３項  

金融商品取引所持株会社の主 要 

株主  

金融商品取引所持株会社、金 融 

商品取引所持株会社の子会社  

金融商品取引所、金融商品取 引 

所の子会社、金融商品取引所 に 

上場されている有価証券の発 行 

者、金融商品取引所から業務 の 

委託を受けた者  

自主規制法人  

 

 

外国金融商品取引所、外国金 融 

商品取引所参加者、外国金融 商 

品取引所から業務の委託を受 け 

た者  

金融商品取引清算機関、金融 商 

品取引清算機関から業務の委 託 

を受けた者  

証券金融会社、証券金融会社 か 

ら業務の委託を受けた者  

 

〔投信法〕  

検 査 又は報告 ・ 資 料 
の 徴 取の権限 規定  

証 券 監視委へ の  
権 限 委任規 定  

 
検 査 又は報告 ・ 資料の徴 取 の対象  

 

第 22条 第１項  

 

 

第 225条 第 ３項  

 

 

投資信託委託会社等、受託会 社 

等、受託会社等と当該受託会 社 

等に係る投資信託に係る業務 に 

検 査 又は報告 ・ 資 料 
の 徴 取の権限 規定  

証 券 監視委へ の  
権 限 委任規 定  

 
検 査 又は報告 ・ 資料の徴 取 の対象  
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第 213条 第 １項 、 

第２項、第３項 、 

第４項、第５項  

 

第 225条 第 ２項 、 第３ 項 

 

関して取引する者  

設立中の投資法人の設立企画 人 

等、投資法人、投資法人の資 産 

保管会社等、投資法人の執行 役 

員等、投資法人又は当該投資 法 

人の資産保管会社等と当該投 資 

法人に係る業務に関して取引 す 

る者  

〔ＳＰＣ法〕 

検 査 又は報告 ・ 資 料 
の 徴 取の権限 規定  

証 券 監視委へ の  
権 限 委任規 定  

 
検 査 又は報告 ・ 資料の徴 取 の対象  

 

第 209条 第 ２項 に 

おいて準用す る 

第 217条 第 １項  

第 217条 第 １項  

第 286条 第 １項 に 

おいて準用す る 

第 209条 第 ２ 項 

（第 217条 第 １ 

項）  

第 290条 第 ２項第１号 、 

第３項  

 

第 290条 第 ３項  

第 290条 第 ２項第２号 、 

第３項  

資産対応証券の募集等の取扱 い 

を行う特定譲渡人  

 

特定目的会社  

特定目的信託の原委託者  

〔保振法〕 

検 査 又は報告 ・ 資 料 
の 徴 取の権限 規定  

証 券 監視委へ の  
権 限 委任規 定  

 
検 査 又は報告 ・ 資料の徴 取 の対象  

 

第８条第１項  第 41条 の２第２項  保管振替機関  

検 査 又は報告 ・ 資 料 
の 徴 取の権限 規定  

証 券 監視委へ の  
権 限 委任規 定  

 
検 査 又は報告 ・ 資料の徴 取 の対象  
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〔社振法〕 

検 査 又は報告 ・ 資 料 
の 徴 取の権限 規定  

証 券 監視委へ の  
権 限 委任規 定  

 
検 査 又は報告 ・ 資料の徴 取 の対象  

 

第 20条 第 １項  第 136条 第 ２項  振替機関  

 

〔社登法〕  

検 査 又は報告 ・ 資 料 
の 徴 取の権限 規定  

証 券 監視委へ の  
権 限 委任規 定  

 
検 査 又は報告 ・ 資料の徴 取 の対象  

 

第 10条  第９条第３項  登録機関  

 

〔犯罪収益移転防止法〕 

検 査 又は報告 ・ 資 料 
の 徴 取の権限 規定  

証 券 監視委へ の  
権 限 委任規 定  

 
検 査 又は報告 ・ 資料の徴 取 の対象  

 

第 14条 第１項  第 20条 第６項第１号 、 第 

２号 、 第７ 項 （附則第 ５ 

条により読替え）  

金融商品取引業者、特例業務 届 

出者、登録金融機関、証券金 融 

会社、保管振替機関、保管振 替 

機関の参加者、振替機関、口 座 

管理機関  

（注）犯罪収益移転防止法第14条第１項の規定の施行（公布の日（平成19年４月１日）

から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日）前においては、本人

確認法の各該当条文に読み替える。



─ 197 ─

根  拠  規  定  犯  則  事  件  の  調  査  の  権  限  

 

金商法第210条 

本人確認法第18条 

 

犯則嫌疑者等に対する質問、犯則嫌疑者等が所持し又は置き去った物件 

の検査、犯則嫌疑者等が任意に提出し又は置き去った物件の領置等の任 

意調査権限  

 

金商法第211条、第 
211条の2 

本人確認法第18条 

 

 

裁判官の発する許可状により行う臨検、捜索及び差押えの強制調査権限 

〔金商法〕 

条    項  行為 者  規   定   の   概   要  

 

第５条、第24条等 

第23条の３等 

 

第27条の３等 

 

第27条の23等 

 

 

第30条の２等 

 

 

第37条等 

 

発 行 者  

 

発行登録者 

 

公開買付者 

 

大量保有者 

等  

 

金融商品取 

引業者等 

 

金融商品取 

引業者等 

 

有価証券届出書、有価証券報告書等の提出義務等（注） 

 

発行登録書等の提出義務等 

 

公開買付届出書等の提出義務等 

 

大量保有報告書等の提出義務等 

 

 

金融商品取引業者等に対する認可の条件 

 

 

広告等の規制 

 

（2）犯則事件の調査の権限、範囲

q 犯則事件の調査の権限

犯則事件の調査は、内閣総理大臣及び金融庁長官から委任を受けた権限に基づいて行う金融

商品取引業者等に対する検査及び報告・資料の徴取とは異なり、監視委員会職員の固有の権限

として規定されており、また、権限行使の対象も金融商品取引業者等に限定されず、広く投資

者を含め金融商品取引等に関与するすべての者に対し行使することができる。

具体的な権限は、以下のとおりである。

w 犯則事件の範囲

犯則事件の範囲は、取引の公正を害するものとして政令（金商法施行令第45条）及び本人確

認法第18条において定められており、個別的に掲げると以下のとおりである。
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条    項  行為 者  規   定   の   概   要  

 

第37条の３ 

 

 

第37条の４ 

 

 

第37条の５ 

 

 

第38条の２第１号 

 

 

第39条第１項 

 

 

第41条の２ 

 

 

第42条の２ 

 

 

第157条 

 

第158条 

 

第159条 

 

第161条第１項 

 

 

第163条等 

 

第165条 

 

 

第166条 

 

第167条 

 

 

 

金 融商 品 取 引 

業者等  

 

金 融商 品 取 引 

業者等  

 

金 融商 品 取 引 

業者等  

 

金 融商 品 取 引 

業者等  

 

金 融商 品 取 引 

業者等  

 

金 融商 品 取 引 

業者等  

 

金 融商 品 取 引 

業者等  

 

何人も  

 

何人も  

 

何人も  

 

金 融商 品 取 引 

業者等  

 

会社役員等  

 

会社役員等 

 

 

会社関係者等 

 

公開買付者等 

関係者等 

 

 

契約締結前の書面の交付 

 

 

契約締結時等の書面の交付 

 

 

保証金の受領に係る書面の交付 

 

 

投資顧問契約等に関し、偽計、暴行、脅迫の禁止 

 

 

損失保証・損失補てん等の禁止 

 

 

投資助言業務に関する禁止事項 

 

 

投資運用業に関する禁止事項 

 

 

有価証券の売買等について、不正の手段・計画等の禁止 

 

風説の流布、偽計等の禁止 

 

相場操縦行為等の禁止 

 

金融商品取引業者等の自己計算取引及び過当な数量の売買 

取引等の制限 

 

役員・主要株主の特定有価証券等の売買報告書の提出義務 

等  

役員・主要株主による特定有価証券の一定額を超える売付 
けの禁止等 

 

会社関係者等による内部者取引の禁止 

 

公開買付者等関係者等による内部者取引の禁止 
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条    項  行為者  規   定   の   概   要  

 

第168条 

 

第169条 

 

第170条 

 

第171条 

 

何人も 

 

何人も 

 

何人も 

 

有価証券の 

不特定多数 

者向け勧誘 

等をする者 

等  

 

 

虚偽の相場の公示、虚偽文書の頒布等の禁止 

 

対価を受けた証券記事等の制限 

 

募集又は売出しに際しての有利買付け等の表示の禁止 

 

不特定多数向け勧誘等に際しての一定の額の配当等の表示の 

禁止  

 

〔本人確認法〕 

条    項  行為者  規   定   の   概   要  

 

第３条第４項 

 

顧客等 

代表者等 

 

本人特定事項の虚偽申告の禁止 

（注）金商法の施行により提出が義務付けられる「四半期報告書」、「内部統制報告書」及び

「確認書」を含む。
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〔金商法〕 

質 問・ 報告等の徴取 、  

検査の権限規  定 

証券監視委への  

権限委任規 定 

 

質問・報告等の徴取及び検査の対象  

 

第 26条  

 

第 194条の７第３ 項 

 

有価証券届出書の届出者、発行登録書の提出者、 有 

価証券報告書の提出者、自己株券買付状況報告書 の 

提出者、親会社等状況報告書の提出者、有価証券 の 

引受人、その他の関係者、参考人  

第 177条  第 194条の７第２ 項 

第８号  

事件関係人、参考人、事件関係人の営業所、その 他 

必要な場所  

〔金商法〕 

条   項  規 定 の 概  要 

第 172条  虚偽の有価証券届出書（募集・売出しの発行開示）等の提出により有価 証 

券を取得させ、売り付けた者等  

第 172条の２  虚偽の有価証券報告書等を提出した者  

第 173条  風説の流布又は偽計により相場を変動させた者  

第 174条  相場操縦により相場変動させる上場有価証券売買等をした者  

第 175条  内部者取引をした者  

（3）課徴金調査の権限、範囲

q 課徴金調査の権限

証券監視委は、課徴金に係る事件について必要な調査をするため、事件関係人等に対する質

問又は報告等の聴取及び検査の権限を内閣総理大臣及び金融庁長官から委任されている。

具体的な権限の規定は、以下のとおりである。

（注）報告又は資料の提出を命ずる権限は、金融庁長官が自ら行うことを妨げない。

w 課徴金調査の範囲

上記質問・報告等の徴取及び検査の権限の範囲は、金商法において定められており、個別的

に掲げると以下のとおりである。
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〔金商法〕 

報告・資料の徴取、  
 

検査の権限規定  

証券監視委への  
 

権限委任規定  

 
報告・資料の徴取及び検査の対象  

 

第 26条  

 

第 194条の７第３ 項 

 

有価証券届出書の届出者、発行登録書の提出者、 有 

価証券報告書の提出者、自己株券買付状況報告書 の 

提出者、親会社等状況報告書の提出者、有価証券 の 

引受人、その他の関係者、参考人（注１）  

第 27条の 22第１項  以下同上  公開買付者、その特別関係者、その他の関係者、 参 

考人  

第 27条の 22第２項   意見表明報告書の提出者、その関係者、参考人  

第 27条の 22の２第 ２ 

項において準用す る 

第 27条の 22第１項  

 公開買付者、その他の関係者、参考人  

第 27条の 30第１項   大量保有報告書の提出者 、 その提出者の共同保有者 、 

その他の関係者、参考人  

第 27条の 30第２項   大量保有報告書に係る株券等の発行者である会社 、 

参考人（注２）  

第 193条の２第４項   監査証明を行った公認会計士又は監査法人（注２）  

（4）開示検査の権限

開示検査の権限については、有価証券届出書等の開示書類提出者に対する報告等の徴取又は検

査を行う権限が、内閣総理大臣及び金融庁長官から証券監視委に委任されている。

具体的な権限の規定は、以下のとおりである。

（注１）金商法の施行により提出が義務付けられる「四半期報告書」、「内部統制報告書」及び

「確認書」を含む。

（注２）報告・資料の徴取に係る権限のみ。

（注３）以下の権限については証券監視委に委任されていない。

・有価証券届出書等の効力発生前における届出者等に対する報告徴取及び検査権限（金商

法施行令第38条の２第１項第１号及び第２号）

・公開買付期間中における公開買付者等及び意見表明報告書の提出者等に対する報告徴取

及び検査権限（金商法施行令第38条の２第１項第３号）

（注４）上記の報告徴取権限及び公益又は投資者保護のため緊急の必要があると認められる場

合における検査権限は、金融庁長官が自ら行うことを妨げないこととなっており（金商

法施行令第38条の２第１項ただし書）、これらの権限及び（注３）に掲げる権限について

は、金融庁長官から財務局長等に委任されている。
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（単位：社）  

区  分 

国内証券会 社  

外国証券会 社  

合  計 

14年４ 月 

～  

15年３ 月 

８８  

２１  

１０９  

15年４ 月 

～  

16年３ 月 

９０  

１４  

１０４  

16年４ 月 

～  

17年３ 月 

７９  

１６  

９５  

17年４ 月  

～  

18年３ 月  

８８  

１４  

１０２  

18年４ 月 

～  

19年３ 月 

８９  

９  

９８  

（単位：機関）  

区  分 

都 市  銀  行  等  

地 方 銀  行  

第二地銀協地銀 

信 用  金  庫  等  

生命保険会 社  

損害保険会 社  

そ  の  他  

合  計 

14年４ 月 

～  

15年３ 月 

１１  

２２  

１８  

１２  

５  

４  

３  

７５  

15年４ 月 

～  

16年３ 月 

８  

２２  

１８  

１３  

５  

５  

１  

７２  

16年４ 月 

～  

17年３ 月 

８  

１９  

１４  

１２  

４  

５  

０  

６２  

17年４ 月  

～  

18年３ 月  

８  

２２  

１６  

１１  

４  

３  

６  

７０  

18年４ 月 

～  

19年３ 月 

７  

１８  

１８  

８  

７  

２  

３  

６３  

（注）平成18年度は、47社（国内証券会社43社、外国証券会社４社）について証券取引所と合同検査（複数の機関が同時に臨
店して一体的に検査を実施する方法）を行った。

（合同検査は、その検査対象先により、検査を行う機関が異なるため、当協会と他の機関の合同検査件数は一致しない。）

（2）特別会員

（注）「都市銀行等」には、信託銀行及び政府系・系統金融機関等を含む。「信用金庫等」には、信金中央金庫を含む。「その他」
とは、短資会社、外国銀行、証券金融会社及び公社等である。

３－１　日本証券業協会の活動状況

１　監査の実施状況

（1）会員

３　自主規制機関の活動実績
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（単位：社）  

区  分 

国 内証券会 社  総  合  

取  引  

参  加 

者  
外国証券会 社  

国債先物等取引参加 者  

合  計 

1 4  年４ 月 

～   

1 5  年３ 月 

３６   

８   

０   

４４   

1 5  年４ 月 

～   

1 6  年３ 月 

３９   

７   

０   

４６   

1 6  年４ 月   

～   

1 7  年３ 月   

３９   

９   

０   

４８   

1 7  年４ 月   

～   

1 8  年３ 月   

３１   

６   

０   

３７   

1 8  年４ 月 

～   

1 9  年３ 月 

３６   

７   

３   

４６   

（単位：社）  

区  分 

国 内 証 券 会  社  

外 国 証 券 会  社  

合  計 

1 4  年４ 月 

～   

1 5  年３ 月 

１６   

１   

１７   

1 5  年４ 月 

～   

1 6  年３ 月 

１１   

５   

１６   

1 6  年４ 月   

～   

1 7  年３ 月   

１８   

５   

２３   

1 7  年４ 月   

～   

1 8  年３ 月   

２２   

６   

２８   

1 8  年４ 月 

～   

1 9  年３ 月 

２８   

３   

３１   

（注１）上記の計数は終了件数。

（注２）平成18年度は、35社（国内証券会社31社、外国証券会社４社）について日本証券業協

会等と合同検査を行った。

（合同検査は、その検査対象先により、検査を行う機関が異なるため、当取引所と他の機関

の合同検査件数は一致しない。）

（大阪証券取引所）

（注１）上記の計数は終了件数。

（注２）平成18年度は、30社（国内証券会社27社、外国証券会社３社）について、日本証券業

協会等と合同検査を行った。

（合同検査は、その検査対象先により、検査を行う機関が異なるため、当取引所と他の機関

の合同検査件数は一致しない。）

３－２　証券取引所の活動状況

１　検査（考査）の実施状況

（東京証券取引所）
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（単位：社）  

区  分  

16年 12月 13日 

～  

17年３月  

17年４月  

～  

18年３月  

18年４月  

～  

19年３月  

国 内 証 券 会  社  ０  ２５  ３３  

外 国 証 券 会  社  ０  ５  ３  

合  計  ０  ３０  ３６  

（単位：件数）  

区  分 

 

価格形成に関 す 

るもの  

内部者取引に 関 

するもの  

その他の観  点  

合  計 

14年４ 月  

～  

15年３ 月  

調査 件 数  

 
審 査 

件 数 

１ ， ４９ ６ 

７ ０ 

５ ， ０５ ８ 

１ ８ ３ 

６ ８ 

１ ２ 

６ ， ６２ ２ 

２ ６ ５ 

15年４ 月  

～  

16年３ 月  

調査 件 数  

 
審 査 

件 数 

２ ， ９９ ４ 

４ ４ 

９ ， ３４ ４ 

２ ０ ０ 

１ ４ ５ 

１ ６ 

１ ２ ，４８ ３ 

２ ６ ０ 

16年４ 月  

～  

17年３ 月  

調査 件 数  

 
審 査 

件 数 

２ ， ３３ ７ 

５ ３ 

１ １ ，６６ ８ 

２ ６ ６ 

２ ７ ７ 

１ １ 

１ ４ ，２８ ２ 

３ ３ ０ 

17年４ 月  

～  

18年３ 月  

調査 件 数  

 
審 査 

件 数  

１ ， ３７ ７  

 ３ １  

８ ， ３７ １  

 １ ５ ４  

３ ６ ５  

 ５  

１ ０ ，１１ ３  

 １ ９ ０  

18年４ 月  

～  

19年３ 月  

調査 件 数  

 
審 査 

件 数 

１ ， ３１ ５ 

２ ７ 

９ ， ９７ ２ 

２ ４ ９ 

３ ０ ８ 

７ 

１ １ ，５９ ５ 

２ ８ ３ 

（ジャスダック証券取引所）

（注１）上記の計数は終了件数。

（注２）平成18年度は、36社（国内証券会社33社、外国証券会社３社）について日本証券業協

会等と合同検査を行った。

（合同検査は、その検査対象先により、検査を行う機関が異なるため、当取引所と他の機関

の合同検査件数は一致しない。）

（注３）日本証券業協会が開設する「店頭売買有価証券市場」として位置づけられていたジャ

スダック市場は、平成16年12月３日に証取法上の「取引所有価証券市場」の免許を取得

し、同年12月13日に証券取引所として市場開設業務を開始した。

２　売買審査の実施状況

（東京証券取引所）

（注１）上記の件数は各期間に調査・審査が終了した件数。

（注２）「調査」とは、価格、売買高等の動向及び取引参加者の売買手口の状況等に関して初動

的な調査を行ったもの。「内部者取引に関するもの」については重要事実が公表された全
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（単位：件数）  

区  分 

価格形成に関 す 

るもの  

内部者取引に 関 

するもの  

その他の観  点  

合  計 

14年４ 月  

～  

15年３ 月  

調査 件 数  

 
審 査 

件 数 

８ ９ ６ 

１ ３ 

１ ， ７９ ６ 

１ ４ 

０ 

０ 

２ ， ６９ ２ 

２ ７ 

15年４ 月  

～  

16年３ 月  

調査 件 数  

 
審 査 

件 数 

２ ， １６ ４ 

１ １ 

２ ， １９ ６ 

１ １ 

０ 

０ 

４ ， ３６ ０ 

２ ２ 

16年４ 月  

～  

17年３ 月  

調査 件 数  

 
審 査 

件 数 

２ ， １２ ５ 

５ 

２ ， ００ ７ 

１ ６ 

０ 

０ 

４ ， １３ ２ 

２ １ 

17年４ 月  

～  

18年３ 月  

調査 件 数  

 
審 査 

件 数  

３ ， ０４ ３  

 ９  

１ ， ８４ ４  

 １ ７  

０  

 ０  

４ ， ８８ ７  

 ２ ６  

18年４ 月  

～  

19年３ 月  

調査 件 数  

 
審 査 

件 数 

２ ， ０４ ０ 

６ 

１ ， ８０ ５ 

２ ５ 

０ 

０ 

３ ， ８４ ５ 

３ １ 

（注１）上記の件数は各期間に調査・審査が終了した件数。

（注２）「調査」とは、価格、売買高等の動向及び取引参加者の売買手口の状況等に関して初動

的な調査を行ったもの。「内部者取引に関するもの」については重要事実が公表された全

銘柄、「価格形成に関するもの」及び「その他の観点」については価格・売買高等に不自

然な形態が認められた銘柄等が対象。

「審査」とは、調査実施後、委託者の属性、売買執行状況等について更に詳細な分析を

行ったもの。

銘柄、「価格形成に関するもの」及び「その他の観点」については価格・売買高等に不自

然な形態が認められた銘柄等が対象。

「審査」とは、調査実施後、委託者の属性、売買執行状況等について更に詳細な分析を

行ったもの。審査した案件については、審査件数としてカウントし、調査件数としては

カウントしない。

（大阪証券取引所）
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２ ， ６０ ２ 

１ 

３ ， １０ ４ 

３ ０ 

０ 

７ 

５ ， ７０ ６ 

３ ８ 

４ ， １０ １ 

６ １ 

３ ， ０２ ６ 

４ ５ 

０ 

０ 

７ ， １２ ６ 

１ ０ ６ 

５ ， ３１ ８ 

９ ４ 

２ ， ９１ ６ 

７ ６ 

０ 

０ 

８ ， ２３ ４ 

１ ７ ０ 

１ ０ ，５０ ７  

 ７ ９  

２ ， ９８ ８  

 １ ０９  

０  

 ０  

１ ３ ，４９ ５  

 １ ８８  

２ ５ ，３２ ０ 

６ ６ 

３ ， ３４ ８ 

１１ ６ 

０ 

０ 

２ ８ ，６６ ８ 

１８ ２ 

（単位：件数）  

区  分 

価格形成に関 す 

るもの  

内部者取引に 関 

するもの  

その他の観  点  

合  計 

14年４ 月  

～  

15年３ 月  

調査 件 数  

 
審 査 

件 数 

15年４ 月  

～  

16年３ 月  

調査 件 数  

 
審 査 

件 数 

16年４ 月  

～  

17年３ 月  

調査 件 数  

 
審 査 

件 数 

17年４ 月  

～  

18年３ 月  

調査 件 数  

 
審 査 

件 数  

18年４ 月  

～  

19年３ 月  

調査 件 数  

 
審 査 

件 数 

（ジャスダック証券取引所）

（注１）上記の件数のうち、調査に関しては各期間に終了した件数。審査に関しては各期間に

着手した件数。

（注２）「調査」とは、価格、売買高等の動向及び取引参加者の売買手口の状況等に関して初動

的な調査を行ったもの。「内部者取引に関するもの」については重要事実が公表された全

銘柄、「価格形成に関するもの」及び「その他の観点」については価格・売買高等に不自

然な形態が認められた銘柄等が対象。

「審査」とは、調査実施後、委託者の属性、売買執行状況等について更に詳細な分析を

行ったもの。審査した案件については、審査件数としてカウントし、調査件数としては

カウントしない。

（注３）上記のうち、平成16年12月12日以前の審査は、日本証券業協会が実施している（日本

証券業協会が開設する「店頭売買有価証券市場」として位置づけられていたジャスダッ

ク市場は、平成16年12月３日に証取法上の「取引所有価証券市場」の免許を取得し、同

年12月13日に証券取引所としての市場開設業務を開始した。）。
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（単位：社） 

区  分 

銀  行  

証 券 会  社  

商 品 先 物 会 社  

先 物 専 門 会 社  

そ   の   他  

合  計 

1 4  年４ 月 

～   

1 5  年３ 月 

２   

９   

０   

３   

０   

１４   

1 5  年４ 月 

～   

1 6  年３ 月 

１   

１０   

０   

１   

０   

１２   

1 6  年４ 月 

～   

1 7  年３ 月 

１   

９   

０   

１   

０   

１１   

1 7  年４ 月   

～   

1 8  年３ 月   

１   

７   

４   

２   

０   

１４   

1 8  年４ 月 

～   

1 9  年３ 月 

０   

３   

１   

８   

０   

１２   

３－３　金融先物取引業協会の活動状況

監査実施状況

（注）「その他」とは、系統金融機関及び信用金庫である。
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（単位：社）  

区  分 

銀  行  

証 券 会  社  

短 資 会  社  

そ の  他  

合  計 

14年４ 月 

～  

15年３ 月 

５  

５  

０  

０  

10

15年４ 月 

～  

16年３ 月 

２  

７  

０  

１  

10

16年４ 月 

～  

17年３ 月 

５  

15（8） 

０  

０  

20（8） 

17年４ 月  

～  

18年３ 月  

3（ 1） 

13（4） 

０  

１  

17（5） 

18年４ 月  

～  

19年 3月 

2 

12 （3） 

0 

0 

14（3） 

 

区    分  13年度末   14年度末  15年度末  16年度末  17年度末  18年度末  

金利先物等 取 

引参加者数  
９４  ８６  ６７  ６８  ６６  ６４  

為替証拠金 取 

引参加者数  
  ━    ━    ━    ━  １４  １５  

３－４　東京金融先物取引所の活動状況

考査実施状況

（注）平成17年７月１日に取引所為替証拠金取引を開始した。

〔参考〕

（注１）「その他」とは、系統金融機関、先物専門会社及び信用金庫である。

（注２）（ ）書きは、証拠金の分別管理状況に係る書類考査先の数である。

（注３）上記のうち平成17年度の３社（銀行１社、証券会社２社）、18年度の１社（証券会社１

社）については金融先物取引業協会と合同検査を行った。
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１．検査の使命

証券取引等監視委員会（以下「証券監視委」という。）の検査は、公益又は投資者等の保護を

図ることを目的として、法令に基づき、検査対象先（次の「２．検査対象先」に掲げる者。）の

業務又は財産の状況等を検証することにより経営管理及び業務運営の状況等を的確に把握し、検

査対象先に問題点を通知するとともに、必要に応じて内閣総理大臣（金融庁長官）に対する適切

な措置、施策を求め、又は監督部局（検査対象先に対する監督権限を有する部局。）へ必要な情

報を提供する等の措置を講じることを使命とする。

２．検査対象先

（1） 証券会社（証券取引法第59条第１項、第194条の６第２項第１号及び同条第３項）

（2） 登録金融機関（証券取引法第65条の２第10項、第194条の６第２項第２号及び同条第３項）

（3） 証券仲介業者（証券取引法第66条の20、第194条の６第２項第３号及び同条第３項）

（4） 証券業協会（証券取引法第79条の14、第194条の６第２項第４号及び同条第３項）

（5） 投資者保護基金（証券取引法第79条の77、第194条の６第３項）

（6） 証券取引所（証券取引法第151条、第194条の６第２項第５号及び同条第３項）

（7） 外国証券取引所（証券取引法第155条の９、第194条の６第２項第６号及び同条第３項）

（8） 証券取引所持株会社（証券取引法第106条の27、第194条の６第３項）

（9） 証券取引清算機関（証券取引法第156条の15、第194条の６第３項）

（10） 証券金融会社（証券取引法第156条の34、第194条の６第３項）

（11） 外国証券会社（外国証券業者に関する法律第31条第１項、第42条第２項及び第３項）

（12） 許可外国証券業者（外国証券業者に関する法律第31条第３項、第42条第２項及び第３項）

（13） 金融先物取引所（金融先物取引法第52条第１項、第145条第２項第１号及び同条第３項）

（14） 金融先物取引所持株会社（金融先物取引法第34条の48第１項、第145条第３項）

（15） 外国金融先物取引所（金融先物取引法第55条の10第１項、第145条第２項第２号及び同条

第３項）

（16） 金融先物取引業者（金融先物取引法第85条第１項、第145条第２項第３号及び同条第３項）

（17） 金融先物取引業協会（金融先物取引法第113条第１項、第145条第２項第４号及び同条第

３項）

（18） 金融先物清算機関（金融先物取引法第131条第１項、第145条第３項）

（19） 投資信託委託業者（投資信託及び投資法人に関する法律第39条第１項、第225条第２項第

１号及び同条第3項）

（20） 受託会社（投資信託及び投資法人に関する法律第39条第１項、第225条第２項第１号及び

同条第３項）

（21） 投資信託協会（投資信託及び投資法人に関する法律第55条第１項、第225条第２項第２号

及び同条第３項）

（22） 投資法人（投資信託及び投資法人に関する法律第213条第２項、第225条第３項）

（23） 投資顧問業者（有価証券に係る投資顧問業の規制等に関する法律第36条第１項、第51条

の２第２項及び第３項）

証券検査に関する基本指針

平成18年６月28日公表

Ⅰ　検査の基本事項
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（24） 証券投資顧問業協会（有価証券に係る投資顧問業の規制等に関する法律第46条第１項、

第51条の２第３項）

（25） 特定譲渡人（資産の流動化に関する法律第209条、第290条第２項第１号及び同条第３項）

（26） 特定目的会社（資産の流動化に関する法律第217条第１項、第290条第３項）

（27） 特定目的信託の原委託者（資産の流動化に関する法律第286条第１項、第290条第２項第

２号及び同条第３項）

（28） 保管振替機関（株券等の保管及び振替に関する法律第８条第１項、第41条の２第２項）

（29） 振替機関（社債等の振替に関する法律第20条第１項、第136条第２項）

（30） 登録機関（社債等登録法第10条、第９条第３項）

（31） その他、上記（1）から（30）までに掲げる法律により証券検査の対象とされている者

なお、次に掲げる者が検査対象先の場合には、金融機関等による顧客等の本人確認等及び預金

口座等の不正な利用の防止に関する法律（以下「本人確認法」という。）により証券監視委に委

任された権限に基づく検査を同時に実施することとするので留意する。

イ．証券会社、外国証券会社、投資信託委託業者又は金融先物取引業者（本人確認法第７条及

び第８条第１項、第13条第４項第１号）

ロ．登録金融機関（本人確認法第７条及び第８条第１項、第13条第４項第２号）

ハ．証券金融会社、保管振替機関、保管振替機関の参加者、振替機関又は口座管理機関（本人

確認法第７条及び第８条第１項、第13条第５項）

（注）（ ）書きは、検査権限及び証券監視委への委任規定である。

３．検査官の心構え

（1）目的の認識

検査官は、公益又は投資者等の保護が検査の目的であることを念頭に、常に問題意識を持っ

て検査を実施するように努めなければならない。

（2）効率的な遂行

検査官は、検査事項の軽重及び検査日数等を勘案した順序、分担等に基づき、効率的にこれ

を遂行するように努めなければならない。

（3）信用保持

検査官は、常に品位と信用を保持するように努めるとともに、検査業務の遂行に当たって知

り得た秘密を漏らしてはならない。

（4）実態の把握

検査官は、常に穏健、冷静な態度を保ち、相手方の説明及び答弁を慎重に聴取し、正確な実

態を把握して事実を解明するように努めなければならない。

（5）自己研さん

検査官は、金融・証券に関する法令・諸規則等を正しく理解し、金融・証券市場等の動向や

新たな金融商品、取引手法等の習得に努めなければならない。
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４．関係部局との連携等

証券監視委は、財務局等（財務局、財務支局及び沖縄総合事務局をいう。以下同じ。）への適

切な指揮監督を行うとともに、効率的かつ効果的な検査の実施に資するため、証券監視委と財務

局等又は財務局等相互間において検査官を派遣し合同して行う検査を積極的に実施するなど連携

を図るものとする。

なお、金融庁検査局又は監督局（財務局等にあっては理財部又は財務部。）等関係部局との間

においては、それぞれの独立性を尊重しつつ適切な連携を図るものとする。

５．自主規制機関との情報交換等

（1）証券業協会などの自主規制機関の検査部門等と情報交換を図ることで、業界及び個々の検査

対象先の実態把握に努めるものとする。

（2）自主規制機関による検査業務の実施状況等を把握し、必要に応じて検査を行うなど、自主規

制機能の強化に資するものとする。

１．検査の基本方針及び基本計画の策定

証券監視委事務局は、毎事務年度の当初に「検査基本方針」及び「検査基本計画」を策定する

ものとする。これらの策定に当たっては、効率的かつ効果的な検査を実施するとの観点から、監

督部局の監督方針や証券市場をめぐる環境の変化等に十分配慮することとし、また、策定した

「検査基本方針」及び「検査基本計画」を公表するものとする。

２．検査の種類

検査の種類は、次のとおりとする。

（1）一般検査

検査対象先に係る業務運営等の全般について、各種情報、前回検査の結果及び検査周期等

を総合勘案した上で行う検査をいう。

（2）特別検査

検査対象先に係る業務運営等の一部について、情報等を基に機動的に行う検査をいう。

３．検査の方式

検査は、原則として、検査対象先の本店、支店又はその他の営業所等を訪問して、帳簿書類そ

の他の物件を検査する方法（以下「臨店検査」という。）により行うものとする。

Ⅱ　検査実施の手続等
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４．検査予告

証券監視委及び財務局等の検査は、原則として、無予告で行うものとする。

５．検査基準日

検査基準日は、検査実施の基準となる特定の日であり、原則として、臨店検査着手日の前日と

する。

６．検査実施の留意事項

（1）検査命令書等の提示及び説明事項

主任検査官は、臨店検査に着手した時に検査対象先の責任者に対し、検査命令書及び検査証

票を提示し、以下の事項について説明を行うものとする。

q 検査の権限及び目的

w 検査への協力依頼

e 検査モニターの概要

r 意見申出制度の概要

t その他必要な事項

（2）検査対象先の就業時間への配慮

主任検査官は、検査対象先の業務等に支障が生じないように留意するものとする。

検査は、検査対象先の就業時間内に実施することを原則とし､就業時間外に行おうとする時

は、検査対象先の承諾を得るものとするが、合理的な理由なく恒常的に就業時間外に検査を行

うことのないように配慮するものとする。

（3）効率的かつ効果的な検査の実施

主任検査官は、臨店検査期間中、適宜検査対象先との間で、検査の進捗状況、検査対象先の

検査ヘの対応などについて意見交換を行い、検査を効率的かつ効果的に実施するよう努めるも

のとする。

また、主任検査官は、検査官の検査手法等に関し、検査対象先と意見交換を行い、効率性の

高い検査の実施に努めるものとする。

（4）検査基本方針及び検査マニュアル等の取扱い

検査官は、検査の実施に当たっては、「検査基本方針」を十分踏まえ、「検査マニュアル」を

参考として行うものとする。

ただし、「検査マニュアル」は、あくまで検査を行う際の参考となるべき事項を例示したも

のであることから、検査対象先の規模、業務の状況、取扱商品等を十分考慮する必要があり、

各項目を機械的、画一的に検証することのないよう留意するものとする。

なお、「監督指針」についても、検査の実地に当たっての参考とするものとする。

（5）ヒアリングの実施

検査官は､役職員にヒアリングを行う際に検査対象先から他の役職員の同席の要請があった

場合には､検査に支障が生じない範囲内で､これを認めるものとする。
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なお､同席を認めない場合には､その合理的な理由を検査対象先に対して説明するものとす

る。

（6）事実及び経緯の記録

検査官は、帳簿その他の証票類を実際に調査・検討することにより問題点を的確に把握し、

主任検査官に報告後、検査対象先責任者等から事実関係の確認を得るものとする。

なお、主任検査官は必要に応じて、当該事実及び経緯を記載した書面に、検査対象先の認識

について記載を求めるものとする。

（7）業務運営等の基本的問題の把握

検査官は、検査において認められた業務運営上の問題について、事実関係や経緯等を詳細に

分析することにより、法令に抵触するか否かの検証にとどまらず、内部管理やリスク管理など

の管理上の問題との関連性を検討し、業務運営上の問題の発生原因を追究するものとする。さ

らに、経営方針等との相互関連性を検証することにより、経営管理上の基本的問題点の把握に

努めるものとする。

（8）問題発生時の対応

主任検査官は、検査の拒否、妨害、忌避その他重大な事故等により検査の実施が困難な状況

になった時は、経緯及び事実関係（検査対象先の言動等）を記録するとともに、直ちに証券監

視委事務局証券検査課長（以下「証券検査課長」という。財務局等にあっては証券取引等監視

官）にその旨を報告し、指示を受けるものとする。

この際、検査対象先の責任者に対し、事実確認を行うとともに検査拒否等に係る理由書を求

める等適切な措置を講ずるものとする。

７．検査資料の徴求

（1）既存資料の有効利用

検査官は、原則として検査対象先の既存資料等を活用するものとし、検査対象先の負担軽減

に努めるものとする。なお、既存資料以外の資料を求める場合には、当該資料の必要性等を十

分検討した上で求めるものとする。

検査官は、検査対象先から電子媒体による資料提出の希望があった場合には､検査に支障が

生じない限りこれに応じるものとする。

（2）資料徴求の迅速化

検査官は、検査対象先に対し資料の提出を依頼する場合には､原則として内部管理部門等を

通じて一元的に行うよう努めるものとし、依頼の趣旨を適切に説明するものとする。

検査官は、徴求する資料について、検査業務の優先順位や検査対象先への負担等を考慮し、

必要に応じて書面を取り交わすなどして迅速かつ正確に処理するものとする。

主任検査官は、各検査官の検査対象先に対する資料徴求の状況を常時把握し、資料の重複等

がないように努めるものとする。

（3）資料の返却等

検査官は、臨店検査期間中、検査対象先から業務に必要な資料等として持出しや返却等の要

求があった場合には､検査に支障が生じない範囲内で検査会場からの持出しや返却等を認める
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ものとする。

８．検査モニター

検査モニターは、検査対象先からの意見聴取により検査の実態を把握することで、証券監視委

及び財務局等による適切な検査の実施を確保するとともに、効率性の高い検査の実施に資する目

的から、以下のとおり取り扱うものとする。

（1）検査対象先への説明

主任検査官は、原則として、臨店検査着手日において検査モニターの概要を検査対象先の責

任者に対して説明する。

（2）検査モニターの概要

検査モニターは、「意見聴取」及び「意見受付」の２つの方法により実施し、意見の対象は

検査官の検査手法に限る。

q 意見聴取

イ．実施者

実施者は、証券監視委事務局においては、証券監視委事務局総務課長（以下「総務課長」

という。）又は総務課長が指名する者とする。

財務局等においては、原則として証券取引等監視官又は証券取引等監視官が指名する者

（必要に応じ証券監視委事務局の実施者）とする。

ロ．実施方法

実施者は、検査の適切性を確保するため必要と判断した場合には、検査期間中に検査対

象先を訪問し、検査官の検査手法について責任者から意見聴取を行う。

w 意見受付

イ．意見提出方法

電子メール又は郵送による。

ロ．提出先

提出先は、証券監視委の検査においては総務課長とする。財務局等の検査においては証

券取引等監視官あてを原則とするが、総務課長あてに提出することもできる。

ハ．受付期間

臨店検査開始日から検査終了日（検査結果通知書交付日）の１月後（検査終了日の翌日

から起算して30日を経過した日）までとする。

e 処理

検査対象先からの意見は、適切かつ効率性の高い検査の実施に資するための実態把握とし

て役立たせるものとし、必要に応じ、主任検査官に指示するなどの措置をとる。

９．講評等

q 主任検査官は、検査期間中に認められた事実に関し、検査対象先との間で十分議論を行う

ものとし、臨店検査の終了時に、検査対象先との間に生じた事実認識の相違の有無について

確認するものとする。

w 主任検査官は、臨店検査終了後、指摘事項が整理された段階で、検査対象先の責任者に対

し、以下の点について、当該検査の講評を行うものとする。
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なお、証券検査課長（財務局等にあっては証券取引等監視官）が公益又は投資者等の保護

上緊急を要すると判断した場合には、講評を行わない場合もある。

（注）指摘とは、検査により検査対象先の問題点と判断した事項を、当該検査対象先に検査結

果として通知する事実行為をいう。

イ．検査で認められた事実のうち、法令違反や公益又は投資者等の保護上問題と思われる業

務の運営又は財産の状況（以下「法令違反事項等」という。）を伝達する。

ロ．上記イ．のうち、意見相違となっている事項（以下「意見相違事項」という。）を確認

する。

e 主任検査官は、必要に応じ、講評内容に変更が生じた場合は、改めて講評を行う旨を説明

するものとする。

r 講評の際の出席者

イ．当局

原則として、主任検査官のほか担当検査官１名以上とする。

ロ．検査対象先

検査対象先の責任者の出席を必須とする。責任者が検査対象先の他の役職員の出席を要

望した場合は、特段の支障がない限りこれを認めるものとする。

t 講評方法

講評は、主任検査官が口頭により責任者に対して伝達する方法で行うものとする。

10．意見申出制度

意見申出制度は、証券監視委及び財務局等の検査水準の維持・向上、手続の透明性及び公正性

確保を図る目的から、以下のとおり取り扱うものとする。

（1）検査対象先への説明

主任検査官は、原則として、以下の意見申出制度の概要を検査に着手した時及び講評時に、

検査対象先の責任者に対して説明するものとする。

（2）意見申出制度の概要

q 意見申出書の提出等

イ．確認された意見相違事項について、事実関係及び申出者（検査対象先の代表者）の意見

を意見申出書に記載し、必要な説明資料を添付した上で、申出者名による発出文書により、

証券監視委事務局長あてに、直接又は主任検査官経由で提出する。

ロ．意見申出は、原則として、意見相違事項に限る。

ハ．意見申出書の提出期間は、責任者に対する検査の講評が終わった日から３日間（講評が

終わった日の翌日から起算し、行政機関の休日を除く。）とする。ただし、講評の終わっ

た日から３日以内に提出期間延長の要請があれば、更に２日間（行政機関の休日を除く。）

を限度として、提出期間の延長ができる。郵送の場合については、消印が提出期間内（延

長の場合は、延長した提出期間内）のものを有効とする。

ニ．意見申出書に添付する説明資料の提出が提出期間内に間に合わない等の場合について

は、提出期間内に意見申出書のみを提出し、後日、速やかに説明資料を提出する。

ホ．申出者は、提出した意見申出書を取り下げる場合は、取下書を提出した上で意見申出書

の返却を求める。
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w 審理手続等

イ．意見申出事項は、証券監視委事務局（証券検査課以外の課）が作成した審理結果（案）

に基づいて証券監視委において審理を行う。

ロ．審理結果については、検査結果通知書に反映させる。

e 審理結果の回答方法

審理結果については、検査結果通知書に包含した形で処理する。

11．検査結果の通知

検査の結果については、証券監視委委員長名（財務局等にあっては財務局長等名）において、

検査対象先の責任者に対して、文書で交付するものとする。

12．検査結果等の公表

（1）検査結果の公表

証券監視委の事務運営の透明性を確保し、公正な事務執行を図るとともに、投資者等の保護

に資するため、証券監視委及び財務局等の行った検査事務の処理状況については、以下のとお

り、ホームページ上等で公表するものとする。

イ．勧告に至った事案について、検査終了後、直ちに公表する。この際、原則として、検査

対象先の名称又は商号等も併せて公表する。

ロ．勧告に至らない事案でも、必要と認められる事案については、適宜、公表する。なお、

原則として、検査対象先の名称又は商号等の公表は控えることとする。

ハ．証券監視委が行った検査事務の処理状況について、１年分ごとに取りまとめて公表する。

なお、公益又は投資者等への影響等から、公表が不適当と判断される事案については、公表を

控える等の措置を講じる場合もある。

（2）検査対象先の公表

法令等の遵守状況等を検証する上で端緒となるべき検査対象先に係る情報を広く求めていく

との観点から、原則として、臨店検査期間中（予告検査の場合にあっては予告日から臨店検査

終了までの間）、ホームページ上で検査対象先を公表するものとする。

本指針は、平成17年７月14日以降を検査基準日とする検査から実施する。

（改正）

本指針は、平成18年７月３日から適用する。

Ⅲ　施行日




